2016年9月17日～20日
9・19行動、戦争法、世論調査、公明党、民進党、自民党、辺野古・高江、豊洲、社説（9・19、辺野古裁判他）
安保法廃止へ協力＝４野党幹部ら
　民進、共産、生活、社民４党の幹部らが１９日、安全保障関連法に反対する市民団体などが開催した国会前の集会に参加した。民進党の岡田克也前代表は「憲法違反の法律は何年たっても憲法違反だ。廃止のために野党が協力して、次の総選挙もしっかり戦い抜く」と述べ、支持を呼び掛けた。
　共産党の志位和夫委員長は「安倍政権が安保法制、戦争法を強行した。許し難い暴挙だが、反対する市民の運動は日本の政治を変えた。総選挙でさらに（野党共闘を）発展させ、安倍政権を倒そう」と訴えた。社民党の福島瑞穂副党首、生活の党の木戸口英司参院議員も参加した。（時事通信2016/09/19-18:45）
安保法「反対し続ける」　成立1年、全国で抗議デモ

共同通信2016/9/19 18:409/19 18:42updated
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大阪市で開かれた集会で、ボードを掲げ安保関連法の廃止を訴える人たち＝19日午後　安全保障関連法成立から1年となった19日、市民団体が国会前で大規模な反対集会を開いた。主催者発表で約2万3千人が集まり、参加者は雨の中、「廃止するまで諦めない」「みんなの力で憲法を守ろう」などと声を張り上げた。一斉行動も呼び掛け、各地でデモや集会が実施された。

　国会前は「戦争させない・9条壊すな！総がかり行動実行委員会」が主催。6歳の娘を連れて東京都板橋区から参加した障害者施設職員山内朋子さん（40）は「安保法への関心が薄くなってきているが、成立1年で国会前に抗議に行ったよと周囲に話をしようと思い、参加した。関心を持ち続けたい」と話した。

国会前で安保法反対デモ　成立１年、自衛隊任務に抗議
朝日新聞デジタル佐藤恵子2016年9月19日19時29分

安保法の可決成立から１年が経ち、国会前に集まり反対を訴える人たち＝１９日午後３時２８分、東京都千代田区、関田航撮影


　安全保障関連法の成立から１年となった１９日、法に反対する市民団体などは国会前で抗議デモを実施した。雨の中、約２万３千人（主催者発表）が集まり、自衛隊の任務拡大などに抗議の声をあげた。
演劇人らがサイレントスタンディング　安保法成立１年
　「政府は説明責任を果たすことなく、自衛隊のリスクの議論も不十分なまま、駆けつけ警護の訓練を始めた」。先月解散した学生団体「ＳＥＡＬＤｓ（シールズ）」の元メンバーで大学院生の林田光弘さん（２４）はマイクを握り、こう批判した。駆けつけ警護は南スーダンＰＫＯ（国連平和維持活動）にあたる部隊に、新任務として付与される可能性がある。
　登壇した哲学者の西谷修・立教大特任教授は「今の国会は市民の声をあまり理解していない。国会に圧力をかけ、政治を変えよう」などと呼びかけた。
　デモに参加した東京都江戸川区の自営業、米沢秀明さん（６０）は「自衛隊員が犠牲になるかもしれないのに、国民はどこかひとごとのように思っているのでは」。千葉県八千代市の無職高橋美代子さん（８３）は安保法を巡る講演会などにも足を運んでいるという。「法律を学び、考え方が違う知人や関心のない友人にもこの問題を伝えたい」と話した。（佐藤恵子）
安保法成立１年 　廃止するまで諦めない…国会前で抗議集会
毎日新聞2016年9月19日　19時09分（最終更新　9月19日　19時15分）
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安全保障関連法の成立から１年がたち、国会議事堂（左奥）近くでの抗議行動に雨の中でも集まる人たち（右）。左は警戒する警官らと報道陣＝東京都千代田区で２０１６年９月１９日午後４時３１分、山本晋撮影
　安全保障関連法の成立から１年となった１９日、東京・国会前で抗議集会が開かれた。雨が降り続く中、市民らが「みんなの力で憲法守ろう」「廃止するまで諦めない」と反対の声を上げた。主催団体によると参加者は約２万３０００人で、この日少なくとも全国４００カ所以上で抗議行動があったという。 
　野党の民進、共産、社民、生活４党の国会議員も参加。民進の岡田克也前代表は「憲法違反の法律は何年たっても憲法違反。それを廃止していくのが国会の仕事だ」と訴えた。 
　学者や市民団体の代表らも登壇した。日体大の清水雅彦教授は「安保関連法は９割の憲法研究者が違憲と考えた。どう考えても憲法に反している。それが分からない首相には早く政権から退いてほしい」と力を込めた。 
　参加した学生や主婦から、立法過程での安倍政権の手法への疑問も相次いだ。私立大４年の男性（２１）は「国民が説明不足と感じているのは明らかだったのに、とにかく強引だった」と批判。「議論を深め、国民の意見に寄り添えばここまで根強い反対にはならなかったのでは」。会社員の女性（３８）も「安保の議論は続けていくべきだ」としつつ、「昨年も国会前で多くの人が声を上げたのに、横暴な結果で終わった。安倍首相は何も感じていないのだろう」と冷ややかだった。【山崎征克、柳澤一男】 
安保法成立１年 　廃止、諦めない…各地で抗議集会
毎日新聞2016年9月19日　19時09分（最終更新　9月20日　00時03分）
　安全保障関連法の成立から１年となった１９日、国会前で抗議集会が開かれ、市民らが「みんなで憲法守ろう」「廃止まで諦めない」と反対の声を上げた。成立後、日本の安全保障環境は厳しさを増し、自衛隊の新任務である駆け付け警護の付与も秒読み段階だが、安保法制を巡る安倍政権への批判はやんでいない。【山崎征克、柳澤一男】 
◇「受け入れ、修正の過程」…専門家指摘も 
　雨の中で「自衛隊員の命守ろう」というプラカードも見える。主催団体によると、参加者は約２万３０００人で、この日全国４００カ所以上で抗議行動があったという。 
　国会前には野党の国会議員も姿を見せた。民進の岡田克也前代表は「憲法違反の法律は何年たっても憲法違反。それを廃止するのが国会の仕事だ」と訴えた。また、憲法学者の清水雅彦・日体大教授は「９割の研究者が違憲と考えた。どう考えても憲法に反しているのに、それが分からない首相は早く退いてほしい」と力を込めた。 
　参加者からは、安保法制の違憲性だけでなく、拡大した自衛隊活動や安倍政権の姿勢自体への疑問や不安の声が相次いだ。 
　千葉市稲毛区の無職、菅原軍次さん（７３）は「海外で軍事力を行使すれば、必ず報復の標的にされる」と心配した。千葉県柏市の会社員、鬼木大輔さん（３０）は「福島の原発事故で考え方が変わった。原発再稼働も安保も数の力で進める安倍政治にノーと言いたい」。埼玉県ふじみ野市の団体職員、武田梨華さん（３８）は「消費増税など生活への負担は大きくなっているのに社会保障の充実は感じない。人に優しい政治を」と望んだ。 
　一方、各地で展開されたデモの参加者について「安保法制にやみくもに反対しているわけではない」と見る専門家もいる。 
　日本大危機管理学部の福田充教授は昨年の安保関連法成立前、研究室で参加者約４００人にアンケートを実施した。大部分が「審議がしっかりなされていない」とする一方で、２０代までの８０％（３０代以上の６６％）が「日本一国で平和の維持は困難」と感じ、６７％（同３７％）が「世界情勢に合わせて安保政策も変わっていくべきだ」と答えた。 
　福田さんは「政府は説明責任を十分に果たさず、数の力で押し切った。安保法制には問題点もある」と指摘。その上で、日本人が犠牲になったバングラデシュでのテロや、北朝鮮が繰り返す核実験やミサイル発射などを踏まえ、「国際情勢を国民は冷静に見ている。夏の参院選でも与党が勝利した。今は社会が時間をかけて安保法制を受け入れ、修正していく過程にある」と分析する。 
民進・岡田氏、安保法「何年たっても憲法違反」 
日経新聞2016/9/19 18:52
　民進党の岡田克也前代表は安全保障関連法が成立１年にあたる19日、国会前の市民団体集会で「憲法違反の法律は何年たっても憲法違反だ。それを廃止していくのが国会の役割だ」と語った。蓮舫新代表の就任について「新しいリーダーが誕生したが、考え方は全く変わっていない」と述べ、民進党が他の野党や市民団体と協力を継続すると強調した。
　共産党の志位和夫委員長は次期衆院選の野党の選挙協力について「できる限りの協力を行うと何度も確認している」と指摘。「野党共闘をやるかやらないかは問題ではない。いかにより良くやるかが問題だ」と訴えた。
安保法成立１年、国会前で反対集会 
日経新聞2016/9/19 23:50
安全保障関連法成立から１年となった19日、市民団体が国会前で大規模な反対集会を開いた。主催者発表で約２万３千人が集まり、参加者は雨の中、「廃止するまで諦めない」「みんなの力で憲法を守ろう」などと声を張り上げた。
　「戦争させない・９条壊すな！総がかり行動実行委員会」が主催。６歳の娘を連れて東京都板橋区から参加した障害者施設職員、山内朋子さん（40）は「安保法への関心が薄くなってきているが、成立１年で国会前に抗議に行ったよと周囲に話をしようと思い、参加した」と話した。
　８月に解散した学生グループＳＥＡＬＤｓ（シールズ）元メンバー、林田光弘さん（24）は「いまだに集団的自衛権行使容認の根拠を国民に説明しない」と政府の対応に疑問を呈した。〔共同〕
「戦争する国、反対」訴え続ける　安保法成立１年　国会前デモ

東京新聞2016年9月20日 朝刊

 

	雨の中、国会前で安保関連法の廃止を訴える人たち＝１９日午後３時２８分、東京・永田町で（中西祥子撮影）
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　安全保障関連法が成立して一年となった十九日、国会前で安保法廃止を求めるデモがあり、二万三千人（主催者発表）が集まった。雨の中、市民団体メンバーや野党幹部が次々スピーチし、参加者たちは「戦争する国、絶対反対」などと抗議の声を上げた。　

　デモは複数の市民団体でつくる「戦争させない・九条壊すな！総がかり行動実行委員会」が主催。

　解散した「ＳＥＡＬＤｓ（自由と民主主義のための学生緊急行動、シールズ）」元メンバーの林田光弘さんは「安倍首相は安保法の説明を続けていくと言ったが、いまだにされていない」と批判。解散メッセージを引用して「（民主主義が）終わったのなら始めましょう」と抗議活動の継続を訴えた。

　憲法学者らでつくる「立憲デモクラシーの会」呼び掛け人の西谷修・立教大特任教授（思想史）は「成立から一年の間、反対の原動力になってきたのは、普通の人たちだ」と語りかけた。

　民進党の岡田克也前代表は「一年たったが憲法違反なのは変わらない」と安保法を批判。共産党の志位和夫委員長は「野党共闘をさらに発展させて、新しい政治をつくろう」と呼び掛けた。

安保法成立１年　政府、新任務へ準備加速　市民は廃止訴え「共闘」導く

東京新聞2016年9月20日 朝刊

 　他国を武力で守る集団的自衛権の行使容認を柱とした安全保障関連法の成立から、１９日で１年となった。この間を振り返ると、政府は米国と軍事的な連携を強めながら、安保法に基づき自衛隊が海外で活動するための準備を加速した。市民団体は廃止に向けて粘り強く活動を続け、野党共闘を後押しする役割も演じた。　（安藤美由紀、北條香子）

　安保法は昨年九月十九日に成立し、今年三月二十九日に施行された。日米両政府は昨年十一月、米軍と自衛隊の運用一体化に向けた「同盟調整メカニズム」の運用を開始した。安倍晋三首相は同月、マニラでの日米首脳会談で、安保法成立を受け「新たな協力の序章にしたい」と強調した。

　昨年十月には、武器の輸出・購入、他国との共同開発を一元的に行う防衛装備庁が発足した。

　二〇一六年度予算の防衛費は当初予算で初めて五兆円を突破。一七年度予算の概算要求額も、安保法の新任務に対応できる新型兵器の取得費が盛り込まれ、約五兆一千七百億円と過去最大になった。

　防衛省は今月十四日から、安保法の新任務の実動訓練を開始。南スーダンでの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣される交代部隊への「駆け付け警護」などの任務付与が検討されている。十月の日米共同統合演習「キーン・ソード」、十一月の日米共同方面隊指揮所演習「ヤマサクラ」でも新任務を反映させた訓練が検討される。安保法は本格的な運用段階に入りつつある。

　これに対して市民団体は、安保法の成立直後から廃止に向けて動きだした。

　「戦争させない・九条壊すな！総がかり行動実行委員会」は毎月十九日、国会周辺などで反対の声を上げる活動を継続。昨年十二月には「安保法制の廃止と立憲主義の回復を求める市民連合」が発足した。

　市民連合は今年七月の参院選一人区で、安保法に反対する野党による統一候補擁立を後押し。統一候補は三十二の一人区のうち十一選挙区で勝ち、一定の成果を挙げたと指摘される。市民が関与する野党共闘は同月の東京都知事選でも実現した。

　今月十五日に就任した民進党の蓮舫代表は、安保法について「集団的自衛権行使の部分で憲法に抵触する。ほかの野党と協力してきた経緯がある」と、引き続き野党で連携して廃止を目指す考えを示した。

　反安保法の動きは司法の場に持ち込まれた。今年四月、憲法が保障する「平和的生存権」が侵害されたなどとして、計約七百人が自衛隊出動の差し止めや賠償を求め、東京地裁などに集団提訴した。

 

沖縄基地問題「いつでも緊急事態」　シールズ琉球が活動継続

東京新聞2016年9月20日 朝刊

	 辺野古の新基地建設反対を集会で訴える玉城愛さん＝１６日、那覇市で
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　沖縄の学生らでつくる「ＳＥＡＬＤｓ（自由と民主主義のための学生緊急行動、シールズ）琉球」が、グループの名前を変えて活動を継続することになった。国会議事堂前で安全保障関連法に反対するデモを展開した首都圏のシールズは八月十五日に解散したが、基地問題という現在進行形の課題を抱える沖縄は事情が違うと判断した。

　シールズ琉球は昨年八月に発足した。メンバーは約三十人。県出身・在住の学生らが集まり、無料通信アプリのＬＩＮＥ（ライン）で連絡を取り合う。

　首都圏のシールズが解散したことから「琉球」のメンバーも対応を協議。「一度、リセットしよう」との意見もあったが、基地問題の深刻な現状を踏まえ、活動を続けることにした。

　日米同盟の強化を掲げる安倍政権は昨年九月、安保法を成立させた。沖縄では世論を無視する形で、米軍普天間（ふてんま）飛行場（宜野湾（ぎのわん）市）移設に伴う名護市辺野古（へのこ）への新基地建設の計画を進めていて、建設現場近くでは抗議活動が続く。さらに米軍の北部訓練場（東村（ひがしそん）など）ではヘリコプター着陸帯工事を行っており、道路に座り込む反対住民を警察の機動隊が排除する場面が繰り返されている。

　名桜大四年の玉城愛さん（２１）は「安保法反対のデモは国会審議が進む中、成立を阻止しないといけないから『緊急行動』だった。沖縄にとっては、基地問題がいつだって『緊急事態』だ」と指摘する。

　新たなグループ名は検討中だが、変更を機に活動方法を見直すことも考えている。琉球大四年の森川れいさん（２２）は「政治に対し諦めを感じている若者は多い。外に向かって主張するだけでなく、どういうやり方なら政治意識を高められるか考えていきたい」と話す。　（生島章弘）

しんぶん赤旗2016年9月20日(火)

戦争法１年　たたかい止まらない　国会前、雨つき２万３０００人　市民と野党の共同さらに　全国４００カ所超
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（写真）戦争法廃止を訴える国会正門前行動の参加者＝19日、東京都千代田区


　安倍晋三政権による戦争法（安保関連法）の強行から１年となった１９日、「戦争法をぜったい廃止に」と、全国各地で集会やデモが行われました。総がかり行動実行委員会が呼びかけた国会正門前の行動には２万３０００人（主催者発表）が参加。市民の代表や４野党の国会議員、学者、弁護士らがマイクを握り、「市民と野党の共闘を進める決意の日に」と訴えました。

　行動中は雨が降り続きました。終盤には日も落ちはじめ、肌寒さを感じるなか、参加者は「戦争する国絶対反対」「みんなの力で憲法守ろう」と力強くコールしました。「衆院選も野党共闘」「戦争に加担しない」「自衛隊員のいのちを守れ」などの手書きのプラカードも揺れました。

　「１年前も雨だったわね」。東京都府中市に住む女性（６３）は、昨年も国会前で声をあげていました。「微力だけど、私も行動するようになりました」。自身のブログで、デモの情報を発信しているといいます。「まだあの時の怒りは忘れていません。市民と野党の共闘をこれからも続けて、必ず政治を変えたい」

　実行委員会を代表して３氏があいさつ。高田健さん（解釈で憲法９条を壊すな！実行委員会）は「この１年、全国でたたかいが広がった。今日も、四百数十カ所で行動しています。大変な力です」と強調します。小田川義和さん（憲法共同センター）は、「昨年は『野党は共闘』とこの場所で声をあげた。今年は『本気で共闘を』といいたい」とのべました。

　安全保障関連法に反対する学者の会、安保関連法に反対するママの会＠東京、日本弁護士連合会などの代表が連帯あいさつしました。元シールズの林田光弘さん（大学院生）は「戦争法が違憲であることを忘れてはいけない」と指摘します。「現状を嘆くにはまだ早い。日本国憲法はまだ死んでいません。路上に出て意思を示しましょう。僕たちは一度だってあきらめてない」

　元自衛官の井筒高雄さんは、自衛隊の派遣が狙われる南スーダンの危険性を指摘。「安保法制によって、自衛隊員の命が軽く扱われている」と訴えました。

　最後に、実行委員会の福山真劫さん（戦争をさせない１０００人委員会）が行動提起。今後のたたかいの基本として「市民運動で安倍政権を包囲すること、そして選挙で勝利することです」と語りました。

　さいたま市から参加した男性（７５）は、「憲法改悪ＳＴＯＰ」と書かれたプラカードを手にしながらコールをしていました。「これほど民主主義、立憲主義を考えた１年はなかった。これからは地道に周りの人に広げていく」と語りました。

しんぶん赤旗2016年9月20日(火)

戦争法１年　国会前　４野党代表が勢ぞろい　衆院選でも共闘を

　１９日、国会正門前では、４野党の代表が勢ぞろいし、スピーチしました。

　日本共産党の志位和夫委員長は「野党と市民の共闘を、総選挙でさらに発展させて、安倍政権を倒し、新しい政治をみんなの手でつくろう」と力を込めました。

　民進党の岡田克也前代表は「（戦争法を）廃止していくのが国会の仕事だ」と強調し、「市民を中核にして野党がみんなで協力して、次の総選挙もしっかりたたかい抜いていく」と決意を表明しました。
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（写真）そろってコールにこたえる４野党代表。左から福島、岡田、志位、木戸口の各氏＝19日、国会正門前


社民党の福島瑞穂副党首は「解釈改憲にも明文改憲にも反対」と訴え。参院岩手選挙区で野党統一候補として勝利した生活の党の木戸口英司議員は「東日本大震災のときに支えてくれた自衛隊が、戦争状態と言える南スーダンに送られる」と述べ、戦争法廃止を呼びかけました。

しんぶん赤旗2016年9月20日(火)

戦争法廃止！国会正門前行動での志位委員長のスピーチ

　安保法制＝戦争法強行１年で１９日に行われた「戦争法廃止！国会正門前行動」での日本共産党の志位和夫委員長のスピーチは次の通りです。
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（写真）あいさつする志位和夫委員長＝19日、国会正門前


市民の運動は日本の政治を変えた――総選挙で野党と市民の共闘をさらに発展させよう

　みなさん、こんにちは。（「こんにちは」の声、拍手）

　昨年の９月１９日、安倍政権は、安保法制＝戦争法を強行しました。

　許し難い暴挙ですが、この暴挙に反対する市民の運動は、日本の政治を変えたのではないでしょうか。（「そうだ」の声、拍手）

　市民の運動に背中を押されて、参議院の３２の１人区のすべてで野党統一候補が実現し、１１の１人区で激戦を制して野党が自民党に勝利しました（「おー」の声援）。自民党が「重点区」と位置づけ、安倍首相が何度も応援に入った選挙区で、自民党を軒並み倒したじゃないですか。（「そうだ」の声、拍手）

　野党と市民の共闘は、第１ラウンドでは大きな成果をあげたと言ってよいのではないでしょうか（拍手）。市民のみなさんの運動に、心から敬意と感謝を申し上げたいと思います。そして、民進党のリーダーとして頑張ってこられた岡田（克也前代表）さんに、心からの敬意を申し上げたいと思います。（拍手）

　第２ラウンドは、いよいよ総選挙です。野党４党は、総選挙においても「できる限りの協力を行う」ことを、党首会談でも、幹事長・書記局長会談でも何度も確認しています。ですから、総選挙で、野党共闘をやるか、やらないかが問題ではありません。いかに、よりよくやるかが問題ではないでしょうか。（「そうだ」の声、拍手）

　野党と市民の共闘を、総選挙でさらに発展させて、安倍政権を倒し、新しい政治をみんなの手でつくろうじゃありませんか。（「そうだ」の声、大きな拍手）

安保法制の差し迫った危険――南スーダンは「内戦状態」、自衛隊の任務拡大を許すな

　安保法制＝戦争法は強行から１年たって、全面的な運用段階に入ってきております。

　とりわけ、私たちが「差し迫った危険」として心配しているのは、南スーダンＰＫＯ（国連平和維持活動）に派兵されている自衛隊に、新たな任務を与え、武器使用を拡大するという動きであります。

　いま南スーダンはどうなっているでしょうか。この７月、首都のジュバで政府軍と反政府軍が大規模な軍事衝突を起こし、３００人以上が死亡しました。この事態を受けて８月、国連安保理が４０００人もの追加部隊の派兵を決め、この部隊には事実上の先制攻撃の権限が付与されました。まさに南スーダンは内戦状態となっています。

　私は、２月の衆院予算委員会で、国連の資料をもとに、「内戦状態だということを認めるか」と安倍政権をただしましたが、それを認めようとしない。「武力紛争は起こっていません」「首都ジュバは平穏です」と繰り返しました。しかし、もはやそんなゴマカシは通らないことは明らかです。世界の政府の中で、南スーダンが内戦状態ではないなんていっている政府は日本政府しかありません。

　安保法制＝戦争法による自衛隊の任務の拡大は、絶対に許してはなりません。（「そうだ」の声、拍手）

憲法違反の安保法制の発動を許さず、廃止をもとめる新たなたたかいを

　憲法違反の安保法制＝戦争法の発動を許さず、廃止する、そのための新たなたたかいを広げようじゃありませんか。

　日本の政治に、立憲主義、民主主義、平和主義を取り戻すために、最後まで頑張り抜くことをお誓い申し上げまして、私の決意表明といたします。頑張りましょう。（「がんばろう」の声、大きな拍手）

しんぶん赤旗2016年9月20日(火)

国会前行動　改憲阻止・戦争法廃止　民進・社民・生活訴え

　１９日の「戦争法廃止！国会正門前行動」では、日本共産党の志位和夫委員長をはじめ、各野党が安保法制＝戦争法の廃止、憲法改定の阻止を訴えました。

　民進党の岡田克也前代表は「安倍（晋三）首相は、集団的自衛権を限定なく行使することは、憲法の平和主義に反しないと言った。とんでもない誤解だ」と指摘。「そのもとで（改憲の）議論をしていけば、憲法の平和主義が全くおかしくなってしまう。だから私たちは結束しなければいけない」と改憲阻止の決意を述べました。

　社民党の福島瑞穂副党首は、沖縄の辺野古新基地や高江の米軍ヘリパッド＝オスプレイパッド（着陸帯）の建設強行を批判。その上で「戦争法は廃止しかない。野党が提出した戦争法廃止法案が審議される状況を一緒につくっていこう」「沖縄を切り捨てる安倍内閣は退陣を」と呼びかけました。

　参院岩手選挙区で野党統一候補として勝利した生活の党の木戸口英司議員は「野党結集の力で当選できた。その歴史的な意義を、身体をもって分かっている」と強調。「政治を変え、みなさんの安全、安心、暮らしを守る｡各野党と一緒に生活の党も一丸となって働いていく」と力を込めました｡

安全保障関連法成立から１年 国会前で反対集会
ＮＨＫ9月19日 18時53分
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集団的自衛権の行使などを可能とする安全保障関連法の成立から１９日で１年となり、国会前では法律の廃止を訴える集会が開かれました。
国会前で開かれた集会には、安全保障関連法に反対する人たちが大勢集まり、主催した市民団体の発表でおよそ２万３０００人が参加しました。
１年前に成立した安全保障関連法で可能となった新たな任務のうち、南スーダンでのＰＫＯ活動では、国連スタッフなどが襲撃された場合に自衛隊の部隊が救援する「駆け付け警護」などの任務を付与することが検討されています。
集会では、先月解散した若者のグループ、ＳＥＡＬＤｓの元メンバーで大学院生の林田光弘さんが「自衛隊の新たな任務について、相手の命を奪うリスクや自衛官自身の危険性が十分に議論されていない。政府はしっかり説明すべきだ」と訴えました。
このあと参加した人たちは、「憲法を守ろう」とか「戦争をするのは絶対反対」などと声を上げていました。
参加したさいたま市に住む４０代の女性は、「憲法９条を活用した安全保障の在り方についてもっと議論すべきだと思う。そのために声を上げ続けて周りの人と連携していきたい」と話していました。
札幌でも集会とデモ行進
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安全保障関連法の成立から１９日で１年となり、札幌市では法律の廃止を求める人たちが集会とデモ行進を行いました。
集団的自衛権の行使を可能にすることなどが盛り込まれ、戦後日本の安全保障政策を大きく転換することになった安全保障関連法の成立から１９日で１年になりました。
札幌市の大通公園では、安全保障関連法に反対し廃止を求める市民団体が集会を開き、主催者の発表でおよそ１３００人が集まりました。
この中で憲法学が専門の、北星学園大学の岩本一郎教授が、「自衛隊が海外で武力行使するには至っていないが、準備は着々と進んでいる。国際紛争の中で、自衛隊員が殺す、殺されるというような事態になってはいけない」と訴えました。
このあと参加者は、横断幕やプラカードを手に札幌市の中心部でデモ行進を行いました。参加した２０代の女性は、「声が届かない悔しさがあるが、関連法の廃止に向け声を上げ続けたい」と話していました。
安保関連法成立１年、国会前で反対デモ
ＴＢＳ２０１６年９月19日17:05
　国会の正門前で反対デモが行われました。
　日本の安全保障体制を大きく変える安保関連法が成立して、１９日で１年。国会の正門前では、野党幹部や一般市民が集まり、法律の廃止を訴えるデモを行いました。
　「憲法違反の法律は何年たっても憲法違反。それを廃止していくのが国会の仕事です」（民進党 岡田克也前代表）
　安保関連法により、ＰＫＯ（国連平和維持活動）で離れた場所にいる国連職員などが襲われた場合に救出する「駆けつけ警護」など、新たな任務が可能となりました。政府は、１１月に南スーダンに派遣する予定の陸上自衛隊にこうした新たな任務を付与するかどうか、現地の治安情勢などを見極めながら判断する見通しです。
安保法成立１年で反対集会 
ＮＨＫ札幌09月19日　14時52分 
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安全保障関連法が成立してから１年となる１９日、札幌市で法律の廃止を求める人たちが集会とデモ行進を行いました。
札幌市の大通公園では安全保障関連法に反対する市民団体が集会を開き、主催者の発表でおよそ１３００人が集まりました。
この中で憲法学が専門の北星学園大学の岩本一郎教授が、「自衛隊が海外で武力行使するには至っていないが、安全保障関連法が成立して１年となり準備は着々と進んでいる。国際紛争の中で自衛隊員が殺す殺されるというような事態になってはいけない」と訴えました。
このあと、参加者は横断幕やプラカードを持ち市の中心部でデモ行進を行いました。
参加した２０代の女性は、「声が届かない悔しさがあるが廃止に向け声をあげ続けていきたい」と話していました。
安保法成立１年で反対集会
ＮＨＫ長野09月19日　15時06分
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安全保障関連法の成立から１９日で１年になるのにあわせ、反対する市民グループのメンバーなどが１９日、集会を開き、法律の廃止などを訴えました。
集団的自衛権の行使を可能にすることなどが盛り込まれた安全保障関連法は、去年の９月１９日に成立しました。
１９日は、法律の成立から１年になるのにあわせ反対する県内の市民グループが集会を開き、このうち長野市で開かれた集会には２００人余りが参加しました。
この中では、主催した市民グループの１つ「長野市９条の会連絡会」の新海寛代表が「私たちがこの法律にはっきり『ノー』という意思表示をしていかなければ変わらない。法律の廃止に向けてともに頑張っていきましょう」とあいさつしました。
このあと参加者は、プラカードを掲げて長野駅前をデモ行進し、「戦争反対」などと訴えていました。
主催した市民グループの代表の１人、森山雅子さんは「２人の子どもを持つ母親として、１年前の強行採決を忘れてはいけないと参加した。これからも、活動を続けていきたい」と話していました。 
安保法成立１年 法律廃止を
ＮＨＫ沖縄09月19日　19時12分
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集団的自衛権の行使を可能とする安全保障関連法の成立から１年となる１９日、那覇市では、市民グループが道行く人たちに法律の廃止を呼びかけました。
これは、安全保障関連法に反対する弁護士や女性団体などで作るグループが那覇市で行ったもので、メンバー１５人ほどが参加し、法律の廃止を訴えました。
法律の成立から１年がたつなか、自衛隊の現場では、武器使用できる範囲の拡大を踏まえた訓練が始まるなど、新たな任務に対応するための動きが進んでいます。
メンバーらは、そうした動きを踏まえて、「自衛隊員の家族などには不安が広がっている。若者が殺し、殺されることがないよう国民の側から法律に反対の声をあげなければならない」などと訴えていました。
また、法律の廃止を呼びかけるチラシも配られ、受け取った通行人の中には、内容に見入る人の姿もみられました。
主催したグループの嶺間信一事務局長は「戦争ができる国に着々となりつつある。説明責任も果たされておらず、法律の問題点をもっと訴え、国会でも議論して欲しい」と話していました。 
安保法成立１年 　若者や母親、連なる「ノー」
毎日新聞2016年9月19日　23時57分（最終更新　9月20日　00時01分）
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「平和憲法を守れ」などと声を上げ、商店街を歩く参加者ら＝高松市で２０１６年９月１９日午後
　安保関連法の成立から１年を迎えた１９日、各地で同法廃止を求める声が上がった。国会前では抗議集会が行われ、主催団体によると約２万３０００人が参加。この日、全国４００カ所以上で抗議行動があったという。西日本では台風１６号の接近に伴う悪天候の中で集まった若者や母親たちが、同法自体や成立過程に対し改めて「ノー」を突き付けた。 
　広島市中区では、アーケードで市民ら約６０人が「戦争法は廃止を！」と書いた横断幕を掲げたり、チラシを配ったりして、安保関連法の廃止を訴えた。 
　参加した秋葉忠利・前広島市長は、プロ野球・広島東洋カープを引き合いに出して「太平洋戦争中は学生野球やプロ野球が中止された。戦争が始まればカープの選手も戦場に行かねばならないかもしれない」とし、「平和を愛するなら安保法に反対しよう」と訴えた。 
　大阪市西区の靱（うつぼ）公園では、「９・１９おおさか総がかり集会」が開かれ、約５０００人（主催者発表）が参加した。民進と共産の国会議員、社民や生活の関係者のほか、学生や育児中の母親らがマイクを握り、安保法の即時廃止を訴えた。 
　先月解散した学生団体「シールズ関西」メンバーの神戸大大学院生、塩田潤さん（２５）は１年前の国会前での抗議活動を振り返りながら「民主主義をないがしろにした安保法の存在は許されない。未来のために効果的な一手を打ち続けよう」と述べた。集会の後、参加者は南海難波駅（大阪市中央区）までの約２．５キロをデモ行進。「戦争する国、絶対反対」などとシュプレヒコールを上げた。 
　奈良市の近鉄奈良駅前であった集会には市民ら約４００人（主催者発表）が参加。弁護士や医師らが「戦争法廃止。私たちの税金は国民を守る政治に」などと訴え、周辺をデモ行進した。同市の主婦、横田ヨリさん（７４）は、検討されている陸上自衛隊による南スーダンでの「駆け付け警護」を例に挙げ、「一度（安保法が）適用されたら引き返せなくなる。今、止めなければいけない」と話した。 
　高松市中心部でも、学者や市民らでつくる「安保法制を廃止し立憲主義を回復する市民連合＠かがわ」が集会を開催。約６５０人（主催者発表）が集まり「平和憲法を守れ」と声を上げ、集会後、デモ行進した。【山田尚弘、宮嶋梓帆、塩路佳子、岩崎邦宏】 
安保法成立１年 　長崎でも反対集会
毎日新聞2016年9月19日　19時10分（最終更新　9月19日　19時10分）
　安全保障関連法の成立から１年となった１９日、長崎市では、市民団体「ながさき市民連合」が市の繁華街で安全保障関連法に反対する集会を開き、被爆者や市民ら約３００人が参加した。長崎原爆被災者協議会副会長で被爆者の森内実さん（７９）は「戦争をしやすくしている安保法は無謀なものだ。世界に誇る平和憲法を絶対に守らなければいけない。生きている限り私たちも頑張る」と訴えた。大分市でも市民団体のメンバーら約１５０人が法廃止などを訴えて市中心部でデモ行進した。 
　一方で鹿児島県や福岡県などで予定されていた集会は台風１６号の影響で相次いで中止となった。【加藤小夜】 
安保法「反対し続ける」　成立１年、全国で抗議デモ
デーリー東北2016/09/19 19:15 
	　安保関連法成立から１年となり、国会前で開かれた反対集会＝１９日午後
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　安全保障関連法成立から１年となった１９日、市民団体が国会前で大規模な反対集会を開いた。主催者発表で約２万３千人が集まり、参加者は雨の中、「廃止するまで諦めない」「みんなの力で憲法を守ろう」などと声を張り上げた。一斉行動も呼び掛け、各地でデモや集会が実施された。
	　大阪市で開かれた集会で、ボードを掲げ安保関連法の廃止を訴える人たち＝１９日午後
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　国会前は「戦争させない・９条壊すな！総がかり行動実行委員会」が主催。６歳の娘を連れて東京都板橋区から参加した障害者施設職員山内朋子さん（４０）は「安保法への関心が薄くなってきているが、成立１年で国会前に抗議に行ったよと周囲に話をしようと思い、参加した。関心を持ち続けたい」と話した。
東奥日報2016年9月19日(月)

安保法「反対し続ける」　成立１年、全国で抗議デモ



安保関連法成立から１年となり、国会前で開かれた反対集会＝１９日午後

　安全保障関連法成立から１年となった１９日、市民団体が国会前で大規模な反対集会を開いた。主催者発表で約２万３千人が集まり、参加者は雨の中、「廃止するまで諦めない」「みんなの力で憲法を守ろう」などと声を張り上げた。一斉行動も呼び掛け、各地でデモや集会が実施された。

（共同通信社）

岩手日報2016年09月19日
安保法「反対し続ける」　 成立１年、全国で抗議デモ
　安全保障関連法成立から１年となった１９日、市民団体が国会前で大規模な反対集会を開いた。主催者発表で約２万３千人が集まり、参加者は雨の中、「廃止するまで諦めない」「みんなの力で憲法を守ろう」などと声を張り上げた。一斉行動も呼び掛け、各地でデモや集会が実施された。
　国会前は「戦争させない・９条壊すな！総がかり行動実行委員会」が主催。６歳の娘を連れて東京都板橋区から参加した障害者施設職員山内朋子さん（４０）は「安保法への関心が薄くなってきているが、成立１年で国会前に抗議に行ったよと周囲に話をしようと思い、参加した。関心を持ち続けたい」と話した。
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安保法「反対し続ける」　成立１年、全国で抗議デモ
山形新聞2016年09月19日 19:15 
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大阪市で開かれた集会で、ボードを掲げ安保関連法の廃止を訴える人たち＝１９日午後
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安保関連法成立から１年となり、国会前で開かれた反対集会＝１９日午後
　安全保障関連法成立から１年となった１９日、市民団体が国会前で大規模な反対集会を開いた。主催者発表で約２万３千人が集まり、参加者は雨の中、「廃止するまで諦めない」「みんなの力で憲法を守ろう」などと声を張り上げた。一斉行動も呼び掛け、各地でデモや集会が実施された。
　国会前は「戦争させない・９条壊すな！総がかり行動実行委員会」が主催。６歳の娘を連れて東京都板橋区から参加した障害者施設職員山内朋子さん（４０）は「安保法への関心が薄くなってきているが、成立１年で国会前に抗議に行ったよと周囲に話をしようと思い、参加した。関心を持ち続けたい」と話した。
安保法「反対し続ける」　成立１年、全国で抗議デモ
千葉日報2016年09月19日 18:39
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大阪市で開かれた集会で、ボードを掲げ安保関連法の廃止を訴える人たち＝１９日午後
　安全保障関連法成立から１年となった１９日、市民団体が国会前で大規模な反対集会を開いた。主催者発表で約２万３千人が集まり、参加者は雨の中、「廃止するまで諦めない」「みんなの力で憲法を守ろう」などと声を張り上げた。一斉行動も呼び掛け、各地でデモや集会が実施された。
　国会前は「戦争させない・９条壊すな！総がかり行動実行委員会」が主催。６歳の娘を連れて東京都板橋区から参加した障害者施設職員山内朋子さん（４０）は「安保法への関心が薄くなってきているが、成立１年で国会前に抗議に行ったよと周囲に話をしようと思い、参加した。関心を持ち続けたい」と話した。
安保法「反対し続ける」　成立１年、全国で抗議デモ
静岡新聞2016/9/19 18:39

安保関連法成立から１年となり、国会前で開かれた反対集会＝１９日午後

大阪市で開かれた集会で、ボードを掲げ安保関連法の廃止を訴える人たち＝１９日午後
　安全保障関連法成立から１年となった１９日、市民団体が国会前で大規模な反対集会を開いた。主催者発表で約２万３千人が集まり、参加者は雨の中、「廃止するまで諦めない」「みんなの力で憲法を守ろう」などと声を張り上げた。一斉行動も呼び掛け、各地でデモや集会が実施された。
　国会前は「戦争させない・９条壊すな！総がかり行動実行委員会」が主催。６歳の娘を連れて東京都板橋区から参加した障害者施設職員山内朋子さん（４０）は「安保法への関心が薄くなってきているが、成立１年で国会前に抗議に行ったよと周囲に話をしようと思い、参加した。関心を持ち続けたい」と話した。
安保法「反対し続ける」  成立１年、全国で抗議デモ

福井新聞2016年9月19日午後7時15分
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　大阪市で開かれた集会で、ボードを掲げ安保関連法の廃止を訴える人たち＝１９日午後

　安全保障関連法成立から１年となった１９日、市民団体が国会前で大規模な反対集会を開いた。主催者発表で約２万３千人が集まり、参加者は雨の中、「廃止するまで諦めない」「みんなの力で憲法を守ろう」などと声を張り上げた。一斉行動も呼び掛け、各地でデモや集会が実施された。

　国会前は「戦争させない・９条壊すな！総がかり行動実行委員会」が主催。６歳の娘を連れて東京都板橋区から参加した障害者施設職員山内朋子さん（４０）は「安保法への関心が薄くなってきているが、成立１年で国会前に抗議に行ったよと周囲に話をしようと思い、参加した。関心を持ち続けたい」と話した。

安保法「反対し続ける」／成立１年、全国で抗議デモ

四国新聞2016/09/19 18:39



　安保関連法成立から１年となり、国会前で開かれた反対集会＝１９日午後



　大阪市で開かれた集会で、ボードを掲げ安保関連法の廃止を訴える人たち＝１９日午後

　安全保障関連法成立から1年となった19日、市民団体が国会前で大規模な反対集会を開いた。主催者発表で約2万3千人が集まり、参加者は雨の中、「廃止するまで諦めない」「みんなの力で憲法を守ろう」などと声を張り上げた。一斉行動も呼び掛け、各地でデモや集会が実施された。
　国会前は「戦争させない・9条壊すな！総がかり行動実行委員会」が主催。6歳の娘を連れて東京都板橋区から参加した障害者施設職員山内朋子さん（40）は「安保法への関心が薄くなってきているが、成立1年で国会前に抗議に行ったよと周囲に話をしようと思い、参加した。関心を持ち続けたい」と話した。

安保法「反対し続ける」　成立１年、全国で抗議デモ   
徳島新聞2016/9/19 18:39
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安全保障関連法成立から１年となった１９日、市民団体が国会前で大規模な反対集会を開いた。主催者発表で約２万３千人が集まり、参加者は雨の中、「廃止するまで諦めない」「みんなの力で憲法を守ろう」などと声を張り上げた。一斉行動も呼び掛け、各地でデモや集会が実施された。
　国会前は「戦争させない・９条壊すな！総がかり行動実行委員会」が主催。６歳の娘を連れて東京都板橋区から参加した障害者施設職員山内朋子さん（４０）は「安保法への関心が薄くなってきているが、成立１年で国会前に抗議に行ったよと周囲に話をしようと思い、参加した。関心を持ち続けたい」と話した。
【写真説明】　安保関連法成立から１年となり、国会前で開かれた反対集会＝１９日午後
安保法「反対し続ける」　成立１年、全国で抗議デモ
長崎新聞09/19 18:39
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安保関連法成立から１年となり、国会前で開かれた反対集会＝１９日午後
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大阪市で開かれた集会で、ボードを掲げ安保関連法の廃止を訴える人たち＝１９日午後



　安全保障関連法成立から１年となった１９日、市民団体が国会前で大規模な反対集会を開いた。主催者発表で約２万３千人が集まり、参加者は雨の中、「廃止するまで諦めない」「みんなの力で憲法を守ろう」などと声を張り上げた。一斉行動も呼び掛け、各地でデモや集会が実施された。
　国会前は「戦争させない・９条壊すな！総がかり行動実行委員会」が主催。６歳の娘を連れて東京都板橋区から参加した障害者施設職員山内朋子さん（４０）は「安保法への関心が薄くなってきているが、成立１年で国会前に抗議に行ったよと周囲に話をしようと思い、参加した。関心を持ち続けたい」と話した。
安保法「反対し続ける」　成立１年、全国で抗議デモ
熊本日日新聞 2016年09月19日 

	


　安全保障関連法成立から１年となった１９日、市民団体が国会前で大規模な反対集会を開いた。主催者発表で約２万３千人が集まり、参加者は雨の中、「廃止するまで諦めない」「みんなの力で憲法を守ろう」などと声を張り上げた。一斉行動も呼び掛け、各地でデモや集会が実施された。
　国会前は「戦争させない・９条壊すな！総がかり行動実行委員会」が主催。６歳の娘を連れて東京都板橋区から参加した障害者施設職員山内朋子さん（４０）は「安保法への関心が薄くなってきているが、成立１年で国会前に抗議に行ったよと周囲に話をしようと思い、参加した。関心を持ち続けたい」と話した。（共同） 
演劇人らがサイレントスタンディング　安保法成立１年
朝日新聞デジタル山根由起子2016年9月19日15時33分

ＪＲ恵比寿駅前でサイレントスタンディングを行う鵜山仁さん（左）ら演劇人たち＝東京都内










　安全保障関連法が昨年９月１９日に成立して１年。文学座の演出家の西川信廣さんや鵜山仁さんらで作る「安保法制と安倍政権の暴走を許さない演劇人・舞台表現者の会」は１９日、東京のＪＲ恵比寿駅や吉祥寺駅前で、現政権の暴走を止めるため、サイレントスタンディングを実施した。
　文学座や劇団テアトル・エコー、青年劇場、劇団青年座、劇団文化座、劇団東演などの演劇人たちが参加。「安倍政権の暴走許さない」「安保法制反対」「戦争ＮＯ！憲法を守れ」などのアピール文を掲げて、無言で通行人たちに訴えかけた。
　テアトル・エコーのある恵比寿駅前では同日午前１０時～１１時、俳優や演出家ら約３０人が参加した。「９条は世界の宝　失（な）くしてから気づくのはかなしい」などと模造紙に手書きして、アピールする参加者もいた。
　鵜山さんは「表現の基盤を持っている人たちがつながっていることが大切。物事にはいろいろな見方や考え方があることを舞台の上でも、社会に対しても伝えていきたい」。青年劇場の代表、福島明夫さんは「表現の自由は自然に守られるものではなく、意識して訴えていかなければ侵食されてしまう。今後もこの活動を継続していきたい」と話していた。
　劇団前進座のある吉祥寺駅前でも同日午前９時から１０時まで２２人が参加した。
　同会は昨年９月に発足。安保法が成立した昨年９月１９日を忘れないため、原則、毎月１９日に各団体や有志が最寄りの駅で、サイレントスタンディングを継続してきた。
　同会のＨＰではこの１６日に声明を発表、安保法制が成立して１年が過ぎても「私たちは『諦めない』『騙（だま）されない』『許さない』を合言葉に運動を継続いたします」「舞台表現者としての知恵を絞って新たな運動をくり広げていきたいと思います。私たちは現政権の暴走が止まるまで闘い続けます」などと主張、今後も活動する方針だ。
　同会の賛同団体は６４団体、賛同人は８２６人。（山根由起子）
安保関連法成立から丸１年　甲府市で学習会(山梨県)

山梨放送9/19 19:18

　安全保障関連法が参院本会議で成立して１７日で丸１年が経った中、甲府市で憲法と戦争について考える学習会が開かれた。
　学習会は安保関連法に反対する市民団体が主催したもので約２００人が参加した。
　学習会では日本ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰの理事を務める清水俊弘さんが自衛隊が展開する「南ｽｰﾀﾞﾝの現状と駆けつけ警護」と題して講演した。
　この中で清水さんは国連の平和維持活動で本来の任務を超える軍事活動を行うことは混乱を招く恐れがあり、今後は自衛隊の活動と復興のための人道支援は明確に分けるべきだと話した。
　市民団体は今後も毎月１９日に集会を開き、安保法の廃止を求めて活動していくとしている。

民進・蓮舫代表に期待56％　共同通信世論調査

共同通信2016/9/18 19:31

安倍内閣支持率の推移　共同通信社が17、18両日実施した全国電話世論調査によると、15日の民進党の臨時党大会で選出された蓮舫新代表に関して「期待する」との回答は56.9％だった。「期待しない」は38.4％。旧民主党時代を通じて女性の党首は初めてで、期待感が広がった形。安倍晋三首相が26日召集の臨時国会での成立を目指す環太平洋連携協定（TPP）の承認案件と関連法案については「臨時国会にこだわらず慎重に審議するべきだ」が73.2％に上った。臨時国会で成立させるべきだと答えたのは11.9％だった。
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　内閣支持率は55.7％で、前回8月の52.9％から上昇した。不支持率は30.0％。

五輪影響やむを得ずが74％　豊洲市場へ移転延期で世論調査

共同通信2016/9/18 19:38

　共同通信社の世論調査で、東京都中央区にある築地市場の豊洲市場（江東区）への移転延期に関し「2020年東京五輪の計画に影響を与えてもやむを得ない」との回答が74.5％に上った。「影響を与えるべきでない」の20.3％を大きく上回り、食の安全を重視する国民の意識が鮮明となった。

　豊洲市場を巡っては建物下に盛り土がなかった問題が発覚。土壌汚染対策検討のため再設置された有識者による「専門家会議」が安全性の検証を事実上スタートさせており、移転時期が大幅に遅れるのは避けられない見通しだ。五輪会場につながる幹線道路は、着工が遅れれば大会に間に合わない可能性がある。

産経新聞2016.9.19 22:09更新 
【産経・ＦＮＮ合同世論調査】民進党の蓮舫代表「謙虚に受け止める」　「二重国籍」問題で４８％が「納得できる説明ない」
　民進党の蓮舫代表は１９日、自身の日本国籍と台湾籍のいわゆる「二重国籍」の問題をめぐり、産経新聞社とＦＮＮの合同世論調査で「納得できる説明をしていると思わない」（４８．０％）が「思う」（４１．９％）を上回ったことについて、都内で記者団に「謙虚に全て受け止める」と述べた。今後さらに丁寧な説明が求められそうだ。
　支持政党別では、民進党支持層の６５．０％が「納得できる説明をしていると思う」と回答した。「思わない」は２３．０％だった。これに対し、自民党支持層で「思う」と答えたのは３３．３％にとどまり、「思わない」が５９．１％に上った。
　一方、日本維新の会は２６日召集の臨時国会に、国会議員や公務員の二重国籍を禁止する関連法案を提出する構えを見せている。合同世論調査では、禁止するための法整備について「必要だと思わない」が５１．３％と半数以上を占めた。「必要だと思う」は４２．６％だった。
産経新聞2016.9.19 22:01更新 
【産経・ＦＮＮ合同世論調査】民進党の蓮舫新代表の“好き嫌い”くっきり…　女性○⇔男性×　専業主婦○⇔自由業・管理職×　歴代代表より高水準も

民進党の代表就任後、初めて街頭演説をする蓮舫氏＝１９日午後、東京都豊島区 
　民進党の新代表に選出された蓮舫氏が好スタートを切った。産経新聞社とＦＮＮ（フジニュースネットワーク）の合同世論調査で、蓮舫氏に「期待する」との回答が５６．８％に上った。野党転落後の歴代代表より圧倒的な人気だ。ただ女性からの期待が高い半面、男性や地元・東京での人気はいまひとつ…。自身の歯切れのいい舌鋒と同様に“好き嫌い”がくっきりと分かれた。
　蓮舫氏への期待は、前代表の岡田克也氏が旧民主党代表に就任した時（平成２７年１月調査）の３５．６％、海江田万里氏の就任時の３４．６％（２４年１２月調査）よりも大きい。蓮舫氏は各世代から支持を得ており、特に女性の人気が高い。「期待する」が６５．５％と、「期待しない」の３０．８％の２倍以上あった。
　これに対し、男性は「期待する」が４７．５％にとどまり、「期待しない」の５０．２％が上回っていた。中でも３０～５０代の働き盛りの男性は冷ややかだった。
　職業別でみると、「期待する」と答えた人の割合が最も高かったのは専業主婦の６５．１％。逆に弁護士や開業医といった自由業は４１．０％、勤め人・管理職が４８．１％と半数割れした。
　また、衆院比例代表ブロック別では、東京ブロックだけが「期待する」（４５．７％）を「期待しない」（４８．６％）が上回り、蓮舫氏の政治活動を間近で見ている地元での取りこぼしが目立った。
　一方、蓮舫氏のもとで民進党が政権を担う政党になると思うとの回答は１６．５％のみで、蓮舫氏への期待が高かった女性も「思う」は２１．１％にとどまった。岡田氏の旧民主党代表就任時の３５．６％、海江田氏の２４．９％より低く、蓮舫氏個人の人気が民進党全体の信頼回復につながっていない実態が浮き彫りになった。
　蓮舫氏は１９日、そうした調査結果について、都内で記者団に「なるべく、その間を縮めていきたい」と述べ、信頼回復に努める姿勢を示した。ただ、好き嫌いがはっきりと分かれているだけに、今後の党運営次第では一気に失速しかねない。
産経新聞2016.9.19 11:53更新 
【産経・ＦＮＮ合同世論調査】内閣支持率５６・６％で微増　報道各社の調査でも軒並みアップ　安倍晋三首相の「外交・安保政策」評価か

北朝鮮への独自制裁を巡る提言書を、安倍首相に手渡す自民党の山谷えり子拉致問題対策本部長（左）＝１６日午後、首相官邸 
　産経新聞社とＦＮＮ（フジニュースネットワーク）の合同世論調査（１７、１８両日実施）では、安倍晋三内閣の支持率は５６・６％となり、前回調査（８月６、７両日実施）から１・２ポイント上昇した。他の報道機関が実施した最近の世論調査でも内閣支持率は上昇傾向にある。北朝鮮が９日に核実験を行ったことを受け米国、韓国などと連携し、対応に当たる安倍内閣の姿勢が一定の評価につながっているとみられる。
　朝日新聞の世論調査（１０、１１両日実施）の安倍内閣支持率は５２％で前回調査を４ポイント上回った。共同通信の調査（１７、１８両日実施）でも５５・７％となり前回調査から２・８ポイント上昇した。読売新聞の調査（９～１１日実施）では前回調査から８ポイント増の６２％と支持率が６割を超えた。
　一方、北朝鮮が核実験を行う前に実施した毎日新聞の調査（３、４両日）では内閣支持率は前回調査から１ポイント減り、４６％と５割を切っている。
　北朝鮮による５回目の核実験をめぐっては、安倍首相は核実験後、すぐさま米韓両国と電話で首脳会談を実施し、連携を確認。さらに北朝鮮に対する独自制裁の強化を指示するなど、国民の間に危機意識が高まる中で、厳しい対応をとる安倍内閣の姿勢が支持率の上昇に結びついたようだ。
　産経新聞の合同世論調査では北朝鮮に対する制裁を「強化すべきだ」との回答は８６・２％に上った。また安倍政権の外交・安全保障政策を「評価する」との回答も４９・２％で、「評価しない」（４０・５％）を上回っている。
産経新聞2016.9.19 11:44更新 
【産経・ＦＮＮ合同世論調査】「生前退位」容認が９割超　蓮舫新代表の民進党「政権担えると思わない」７５％　築地市場の豊洲移転延期「妥当」は８８％
　産経新聞社とＦＮＮ（フジニュースネットワーク）が１７、１８両日に実施した合同世論調査によると、天皇陛下が天皇の位を生前に皇太子さまに譲られる「生前退位」について、「今後のすべての天皇が生前退位できるようにすべきだ」と答えた人が７３・３％、「今の陛下に限り、生前退位できるようにすべきだ」が２１・５％で、合わせて生前退位を認める人が９割以上に達した。「生前退位を認めるべきではない」は３・８％だった。
　新たに誕生した蓮舫代表のもとで民進党が政権を担う政党になると思うかを聞いたところ、「思わない」が７５・８％で、「思う」の１６・５％を大きく上回り、民進党への根強い不信感が改めて浮き彫りになった。
　蓮舫氏に「期待する」と答えた人は５６・８％に上り、「期待しない」の４０・２％を上回った。ただ、蓮舫氏が日本国籍と台湾籍のいわゆる「二重国籍」を保有している問題については、「納得できる説明をしていると思わない」が４８・０％で、「思う」の４１・９％を上回った。幹事長に就いた野田佳彦前首相に「期待する」は３７・３％にとどまり、「期待しない」が５６・４％だった。
　安倍晋三内閣の支持率は５６・６％で前回から１・２ポイントの微増。不支持率は３３・３％で前回比０・２ポイント増だった。政党支持率は自民党が３９・９％で横ばい。民進党は新代表が決まったにもかかわらず１０・０％で０・１ポイント増にとどまった。公明党は０・９ポイント増の５・８％、共産党は０・９ポイント増の５・０％、党名を変更した日本維新の会は前のおおさか維新の会に比べ０・３ポイント減の４・２％だった。
　弾道ミサイルの発射を繰り返し、５度目の核実験を強行した北朝鮮に対し「制裁を強化すべきだ」と答えた人は８６・２％に上った。
　昨年１２月の慰安婦問題に関する日韓合意に基づき、日本政府が元慰安婦支援の財団に約１０億円を拠出し、元慰安婦１人当たり約１０００万円を支給することについては、「評価する」の３８・４％を「評価しない」の５２・９％が大きく上回った。
　東京都の小池百合子知事の働きぶりについては８６・３％が「評価する」とした。環境調査などで１１月７日に予定していた築地市場（中央区）の豊洲市場（江東区）への移転が延期されたことについては、８８・２％が延期を妥当だと「思う」と回答した。
産経新聞2016.9.19 22:04更新 
【産経・ＦＮＮ合同世論調査】主な質問と回答（９月）　北方領土問題解決へ積極的な対露経済協力を評価７７％
【問】安倍晋三内閣を支持するか
支持する５６．６（５５．４）　　支持しない３３．３（３３．１）
他１０．１（１１．５）
【問】どの政党を支持するか
自民党３９．９（３９．９）　民進党１０．０（９．９）
公明党５．８（４．９）　共産党５．０（４．１）
日本維新の会４．２（４．５）　社民党１．２（１．９）
生活の党と山本太郎となかまたち０．８（０．６）
日本のこころを大切にする党０．５（０．４）
その他の政党０．９（１．１）
支持する政党はない３１．５（３２．１）　他０．２（０．６）
【問】安倍政権で次に挙げるものを評価するか
《首相の人柄》
評価する６５．２（６４．０）　　評価しない２７．４（２７．５）
他７．４（８．５）
《首相の指導力》
評価する６２．４（６０．７）　　評価しない２９．８（３０．８）
他７．８（８．５）
《景気・経済対策》
評価する３３．７（３５．０）　　評価しない５５．４（５５．０）
他１０．９（１０．０）
《社会保障政策》
評価する２９．９（３０．６）　　評価しない５８．４（５７．１）
他１１．７（１２．３）
《外交・安全保障政策》
評価する４９．２（４８．１）　　評価しない４０．５（４１．３）
他１０．３（１０．６）
【問】安倍政権は２６日召集の臨時国会で、環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）の承認案と関連法案を成立させたい考えだ。このことについて
賛成５０．３　　　　　　反対３３．０　　　　　　他１６．７
【問】日露関係について　　　　　　　　　　　　
《北方領土問題の解決のため、ロシアとの経済協力を積極的に進めるという安倍政権の方針について》
評価する７７．０　　　評価しない１６．０　　　　他７．０
《安倍首相とプーチン大統領の在任中に北方領土問題が大きく進展することが期待できると思うか》
思う２０．６　　　　　思わない７２．５　　　　　他６．９
【問】「配偶者控除」の見直しについて
賛成６１．５　　　　　反対２９．３　　　　　　　他９．２
【問】民進党代表に蓮舫氏が就任したことについて
《蓮舫氏に期待するか》
期待する５６．８　　　期待しない４０．２　　　　他３．０
《蓮舫氏のもとで民進党が政権を担う政党になると思うか》
思う１６．５　　　　　思わない７５．８　　　　　他７．７
《幹事長に就任した野田佳彦前首相に期待するか》
期待する３７．３　　　期待しない５６．４　　　　他６．３
《民進党は共産党との共闘関係を続けたほうがいいと思うか》
思う３２．７　　　　　思わない５４．０　　　　　他１３．３
《蓮舫氏は日本国籍と台湾籍の「二重国籍」問題について納得できる説明をしていると思うか》
思う４１．９　　　　　思わない４８．０　　　　　他１０．１
《日本国籍と外国籍を持つ二重国籍の人物が、国会議員や公務員になれないよう法整備を進めることは必要だと思うか》
思う４２．６　　　　　思わない５１．３　　　　　他６．１
【問】北朝鮮が弾道ミサイルの発射を繰り返し、５度目の核実験を強行したことについて
《北朝鮮に対する制裁を強化すべきだと思うか》
思う８６．２　　　　　思わない１０．０　　　　　他３．８
《日本国内で核武装容認論が高まると思うか》
思う３８．０　　　　　思わない５３．９　　　　　他８．１
【問】現在の皇室制度では「生前退位」の規定がない。「生前退位」について
今の陛下に限り、生前退位できるようにすべきだ２１．５
今後のすべての天皇が生前退位できるようにすべきだ７３．３
生前退位を認めるべきではない３．８　　　　他１．４
【問】天皇陛下の「生前退位」と公務の負担軽減への対応策の検討を優先させ、安定的な皇位継承や皇族減少への対応策の検討は先送りするという政府の方針について
「生前退位」と公務の負担軽減への対応を優先することは妥当だ３７．０
安定的な皇位継承や皇族減少への対応策も同時に検討するべきだ５８．８　　　　　　　　　　　　　他４．２
【問】東京都の小池百合子知事について
《就任以降の小池氏の働きぶり》
評価する８６．３　　　評価しない８．０　　　　他５．７
《環境調査の結果が出ていないなどとして、移転期日が決まっていた築地市場の新しい豊洲市場への移転を延期したことは妥当だと思うか》
思う８８．２　　　　　思わない７．１　　　　　他４．７
【問】日本政府が韓国に設置された元慰安婦支援のための財団に１０億円を拠出し、元慰安婦の支援事業に充てることについて
《元慰安婦への１０００万円の支給を評価するか》
評価する３８．４　　　評価しない５２．９　　　　他８．７
《この日韓合意で慰安婦問題が解決に向かうと思うか》
思う２２．１　　　　　思わない７２．３　　　　　他５．６
【問】組織的な犯罪集団が関与する重大な犯罪について、実行されていなくても犯罪を計画した時点で罪に問う「共謀罪」の適用範囲について
テロの計画・準備に限るべきだ２３．６
テロに限らず、広く組織的犯罪に適用すべきだ６５．３
共謀罪の創設は必要ない８．１　　　　　　　他３．０
【問】成人年齢を１８歳に引き下げる民法改正に伴い、政府が女性が結婚できる年齢を現行「１６歳」から男性と同じ「１８歳以上」に引き上げる検討に入ったことについて
賛成７３．９　　　　　　反対１８．０　　　　　　他８．１
（注）数字は％。カッコ内の数字は前回８月６、７両日の調査結果。「他」は「わからない」「言えない」など。
安保法１年、現在地は　「抑止力強化」見えない効果
朝日新聞デジタル藤田直央、相原亮 福井悠介、岩崎生之助2016年9月19日04時04分


　国論を二分した安全保障関連法の成立から、１９日で１年になる。集団的自衛権の行使を認める法制が整備され、国連平和維持活動（ＰＫＯ）での自衛隊の活動範囲も広がった。政府は着々と本格運用に向けた準備を進めるが、国民に説明を続けて理解を広げるとした「約束」は置き去りのままだ。
　「北朝鮮の核実験の脅威は新たな段階に入った」。１８日夕、羽田空港。国連総会出席を控えた安倍晋三首相は記者団に語り、安全保障環境が厳しさを増しているとの認識を強調した。
　その６日前、首相は防衛省にいた。自衛隊幹部約１５０人を前に、「制度は整った。これらを血の通ったものとする。今こそ実行の時です」と訓示した。
　この１年、政府が着々と進めてきた準備の先頭を行くのが南スーダンＰＫＯ。ＮＧＯ職員らが襲われた際に助けに行く「駆けつけ警護」などが柱で、１４日から陸上自衛隊の部隊が実動訓練に入った。河野克俊統合幕僚長は１５日の記者会見で「武器の使用に誤りなきよう徹底する」と語った。【続きあり】
新任務付与、月内にも判断＝安保法成立１年、運用段階へ
　政府は、安全保障関連法に基づき、国連平和維持活動（ＰＫＯ）部隊への新たな任務「駆け付け警護」の付与を月内にも判断する。また、集団的自衛権の行使を想定した日米共同訓練も来月に実施予定。１９日で成立から１年が経過した安保関連法は、本格運用の段階を迎える。



　防衛省は１４日、南スーダンＰＫＯに１１月に派遣予定の陸上自衛隊部隊に対し、離れた場所で襲撃されたＮＧＯ職員らの救出に向かう駆け付け警護の訓練を開始した。
　政府は新任務の付与について、国家安全保障会議（ＮＳＣ）を開き、訓練の習熟度や現地の治安情勢などを見極めて最終判断する方針だ。他国軍との「宿営地の共同防護」の任務を与えることも併せて判断。付与を決めれば、部隊派遣の実施計画見直しを閣議決定する。
　集団的自衛権が行使できる「存立危機事態」を想定した訓練にも着手する。日本周辺海域などで１０～１１月に行われる日米共同統合演習「キーンソード」には、陸海空の自衛隊が同時に参加。弾道ミサイルなどで攻撃された米艦を自衛隊が防護する訓練が行われる見通しだ。
　安保法の下、日本有事でなくても米軍への弾薬提供や発進準備中の戦闘機への給油が可能になる。政府は近く、米政府との間で、この根拠となる日米物品役務相互提供協定（ＡＣＳＡ）の改定に署名。２６日召集の臨時国会で承認を目指す。
　米軍との一体化が進むことに、国民の懸念は依然根強い。政府にとっては引き続き、丁寧な説明が課題となる。（時事通信2016/09/19-00:05）
安保法成立１年 　米との共同訓練に内容反映、強化へ
毎日新聞2016年9月19日　23時41分（最終更新　9月20日　01時03分）
集団的自衛権行使を可能にし、自衛隊の役割を拡大した安全保障関連法の成立から１９日で１年となった。政府は今後、米国との共同訓練に安保関連法の内容を反映させ、日米同盟による抑止力の向上につなげる方針だ。だが、新たな任務に対する反対論は根強く、国民への理解をどう深めるかが問われている。 
　「（安保関連法は）自衛隊の任務と遂行能力を大きく拡大することを可能にした。米軍とシームレス（切れ目なく）に活動する自衛隊の能力を向上させる」 
　米政府の政策決定に影響力を持つワシントンの主要シンクタンク、戦略国際問題研究所（ＣＳＩＳ）で１５日、稲田朋美防衛相は安保関連法の意義を強調した。 
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安保関連法成立後の主な流れと今後の動きと安保関連法が想定する事態と主な新任務
　 
　安保関連法は、昨年４月に改定された「日米防衛協力のための指針」（新ガイドライン）や２０１３年に成立した特定秘密保護法などと合わせ、平時から有事まで「日米同盟をより深化させる」（河野克俊統合幕僚長）という狙いがある。 
　防衛省は約１年間の準備作業を終え、先月２４日、安保関連法を反映させた訓練を解禁した。集団的自衛権行使が可能な存立危機事態や、後方支援の地理的制約を撤廃した重要影響事態などの想定が可能となり、１０月以降の日米共同演習から取り入れられそうだ。 
　政府は安保関連法が必要な理由として「抑止力の向上」を訴えてきたが、今年に入り、北朝鮮の核実験や弾道ミサイル発射、中国の沖縄県・尖閣諸島周辺での活動はエスカレートしている。抑止力に対する懐疑的な見方もあるが、安倍晋三首相は１２日、防衛省で自衛隊幹部を前に訓示し、「制度は整った。必要なのは新しい防衛省・自衛隊による実行だ」と強調した。 
　一方で、重要な協力項目が進んでいない現状もある。日米間の後方支援の拡大に必要な物品役務相互提供協定（ＡＣＳＡ）の改定は、通常国会での審議日程が確保できないとして臨時国会へ先送りになった。平時の米艦防護を巡っては、どのような要件下で自衛隊が米軍を防護できるかについての調整が必要で訓練解禁に至っていない。与党関係者は「１年たっても始まらなければ、米側の期待も下がるだろう。作業を急ぐべきだ」と指摘している。 
　自衛隊の国際協力活動の拡大も安保関連法の大きな柱の一つだ。南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣している施設部隊に対し、離れた場所に救援に向かう「駆け付け警護」や、他国軍と拠点を守る「宿営地の共同防護」の任務を付与するかが焦点となっている。政府は１１月中旬に派遣する交代部隊に任務付与する方針だが、現地の治安は流動的だ。自衛隊に被害が出れば、政権を揺るがす事態にもなりかねず、派遣直前に最終判断する。 
　南スーダンには約３５０人の施設部隊を半年交代で派遣しており、交代部隊として派遣される陸自第９師団は、今月１４日に駆け付け警護などの実動訓練を始めた。駆け付け警護では、自分や管理下に入った人を守るためだけでなく、妨害する相手を排除する武器使用も認められるようになり、新たな武器使用基準への習熟が課題となる。 
　また、民間人を誤射したり、本格的な戦闘に発展したりする可能性も指摘される。毎日新聞の今月の世論調査でも、駆け付け警護の実施に反対が４８％で、賛成の３９％を上回った。 
　稲田氏は１５日、ワシントンで記者団に「国民のみなさん、特に女性や若い方にしっかり説明することが重要だ」と述べ、安保関連法の広報に力を入れる方針を示した。【村尾哲】 
自衛隊ＰＫＯ重武装化　防衛装備庁　中長期方針　活動中の攻撃想定

東京新聞2016年9月19日 07時04分

 　国連平和維持活動（ＰＫＯ）に参加する自衛隊に将来必要となる装備として、防衛装備庁が、武装勢力による迫撃砲攻撃や自爆テロに対応するための兵器を開発する方針であることが分かった。これまでＰＫＯに派遣された自衛隊は、道路などの施設整備や物資輸送が中心で、隊員が持つ武器は護身用の拳銃や小銃、宿営地を守る機関銃に限られていた。同庁の開発方針は、ＰＫＯの危険性が今後、増大することを前提としている。（新開浩）

　防衛装備庁は八月、今後二十年程度の間に必要になると見込まれる装備開発の方針をまとめた「中長期技術見積もり」を作成。弾道ミサイル対処や離島への侵攻阻止と並び、ＰＫＯ部隊の装備を拡充させる必要性を指摘した。見積もりは、ＰＫＯ部隊が武装した反政府勢力に攻撃される事態を想定し、現状の最小限の装備では活動が困難になる可能性を指摘。開発が必要な装備として（１）宿営地に撃たれた迫撃砲弾を迎撃する機関砲（２）活動中の隊員への自爆テロを防ぐ爆発物の感知センサー（３）空輸中の自衛隊機を狙う対空ミサイルに対する防御機能－などを挙げた。

　見積もりは二〇〇七年に初版が作られ、今回は九年ぶりの改定。初版にも、ＰＫＯ用の装備を開発する方針は盛り込まれていたが、地雷除去や情報収集のための無人機・ロボットの開発が主要テーマで、隊員が武装勢力に攻撃を受ける事態は想定していなかった。

　防衛装備庁は、安全保障関連法に規定された新任務の内容は改定に反映させなかったと説明している。同庁は昨年十月、安保法の成立に続いて発足し、見積もりの改定作業を本格化させた。改定版は安保法に基づく新任務の訓練が八月に始まった直後にまとまった。

　防衛省は、南スーダンＰＫＯに十一月に派遣する交代部隊に「駆け付け警護」を新任務として付与した場合でも、隊員に持たせる武器は現状と同様、拳銃などにとどめる方針だ。部隊の活動は道路などの施設整備が中心で、重装備は必要ないと判断している。

（東京新聞）
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自衛隊駆け付け警護、可否判断へ　安保法成立、19日で1年

共同通信2016/9/19 02:04
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南スーダン・ジュバ　自衛隊の海外活動を大幅に広げ、集団的自衛権行使を可能にした安全保障関連法は19日、成立から1年を迎えた。政府は南スーダンの国連平和維持活動（PKO）で「駆け付け警護」を実施するための訓練を開始。11月派遣予定の部隊に新任務として付与できるか近く可否を判断する。安保法は運用段階へ本格的に移行。海外での武器使用が増え、戦闘に巻き込まれるリスク拡大は避けられない。全国各地で違憲訴訟が起き、攻防の舞台は司法にも広がった。

　7月の参院選後、安倍政権は内閣改造し、野党第1党の民進党は蓮舫代表を選出。新たな顔触れが出そろう中、今月26日に臨時国会が召集される。

安全保障関連法をめぐる動き
【２００７年】
　４月　第１次安倍政権が集団的自衛権をめぐる有識者会議を設置。翌年、行使容認を求
　　　　める報告書をまとめる
【１２年】
１２月　第２次安倍政権発足。翌年、有識者会議が議論再開
【１４年】
　５月　自民、公明両党による与党協議会が議論開始
　７月　政府が集団的自衛権行使を可能にする憲法解釈変更を閣議決定
【１５年】
　４月　日米防衛協力の指針（ガイドライン）を再改定
　５月　安全保障関連法案を閣議決定。衆院で審議入り
　６月　衆院憲法審査会で参考人の憲法学者全員が「集団的自衛権行使は違憲」と表明
　　　　国会周辺で安保法案反対のデモ活発化
　９月　安保法が可決、成立
【１６年】
　３月　安保法が施行
　８月　安保法反対の学生団体「ＳＥＡＬＤｓ（シールズ）」が解散表明
　　　　稲田朋美防衛相が安保法に基づく自衛隊の訓練を順次開始と発表
　９月　「駆け付け警護」の訓練開始
（時事通信2016/09/18-15:44）
安保法１年・識者談話
◇安保法は最低限の国際貢献
　森本敏・元防衛相の話　この１年間、北朝鮮のミサイル発射に関する日米間の協議や対応、熊本地震における日米協力など、新たな日米防衛協力の指針（ガイドライン）に基づく「同盟調整メカニズム」は極めて効率的に動いている。ガイドラインも安全保障関連法も、周りの戦略環境の変化に対応して、わが国の安全保障政策をより効率的に行うための一貫した考え方に基づくものだ。
　国連平和維持活動（ＰＫＯ）に部隊を出すにはわが国の基準があり、駆け付け警護がすぐに増えるとは考えられない。ただ、国際情勢は絶えず変化し、想定外のことも起こり得る。適切に対応できるかどうかは、指揮官の判断能力に大きく委ねられる。
　安保関連法は世界の主要国としてやるべき貢献のミニマムライン（最低限のこと）。問題は、実際に事態が発生したとき、安保関連法を適用して活動する必要性について、国民の理解を得られるかだ。１年たっても「分かりにくい」と答える人が多く、引き続き政府は説明の努力を続けていく必要がある。
◇政府はリスク説明を
　柳沢協二元官房副長官補の話　安保法制の問題点は自衛隊の武器使用拡大と、米国との軍事的一体化の２点にある。政府は安保法制にかかるリスクやコストを国民に正直に説明し、理解を得る努力を行うべきだ。
　安保法制に基づく自衛隊の訓練が始まった。南スーダンでは今後、ＰＫＯ活動での「駆け付け警護」など武器使用を前提とした任務が検討される。自衛隊がどんな事態を想定して訓練を行うのか、今も政府は十分な説明をしていない。国民の理解がないまま自衛隊員が犠牲になるという事態になりかねず、現場では精神面でも大きな負担となっている。
　この１年で南シナ海の状況や北朝鮮情勢はさらに悪化している。安保法制では、日本への攻撃がなくても、自衛隊が武器を使って米艦を防護できる。米中の覇権争いや朝鮮半島の緊張の中で、日本が軍事的に米国のサイドに立って加担していくことになれば、日本も敵として認識され、攻撃されるリスクが高まる。力による抑止は力による反作用を生み、結果的に脅威を高める危険がある。（時事通信2016/09/18-15:44）
４野党、安保法廃止へ共闘継続＝連携、協力には不安も
　民進、共産、生活、社民の４野党は、安全保障関連法廃止に向け、引き続き共闘を継続する方針だ。ただ、総論では一致しても、現実的な対応となると、民進、共産両党のスタンスには開きがある。今後の国会での連携や次期衆院選での協力には不安もつきまとう。
　昨年９月の安保法成立をめぐっては、当時の民主党や共産党などが「成立阻止」で足並みをそろえた。学生団体「ＳＥＡＬＤｓ（シールズ）」などの市民団体とも連携し、「安保法廃止」は野党共闘の最大のよりどころとなった。
　実際、今年７月の参院選では安保法廃止を旗印に、民進、共産、生活、社民４党は、３２ある全ての１人区で候補一本化を実現。東日本で善戦するなど一定の成果を上げた。
　民進党の蓮舫代表は党代表選で「安保法制に私は反対だ。白紙撤回すべきだ」と明言。就任後の記者会見では、共産党との共闘路線を尊重する考えを示した。前執行部が進めた方針を踏襲し、安倍政権と徹底対決する構えだ。
　ただ、安保法に基づく陸上自衛隊の「駆け付け警護」などの訓練がスタートし、既成事実が積み上げられる中、「安保法廃止」を唱えるだけの対応には限界ものぞく。民進、共産両党の主張に温度差があることも今後の懸念材料だ。
　民進党は、島しょ防衛強化に向けた領域警備法制定を提唱。撤廃した地理的制約を元に戻す周辺事態法改正案なども掲げる対案路線だ。これに対し共産、生活、社民３党はこうした路線とは一線を画しており、２６日召集の臨時国会でもどこまで連携を深められるか見通せない。
　外交・安保という国の基本政策で溝があれば、政権選択選挙となる衆院選で、選挙協力に向けた野党間の政策合意が進む保証もなく、民進党の保守系からは「共産党との関係は清算すべきだ」との声も上がる。民進党にとり、安保法への対応が政権復帰に向けた足かせとなる可能性もある。（時事通信2016/09/18-15:38）
野党、臨時国会で追及へ　安保法の問題点 
日経新聞2016/9/19 0:47情報元
日本経済新聞　電子版
　安全保障関連法の是非は、26日召集の臨時国会でも与野党論戦の焦点になりそうだ。与党は安全保障環境の変化を理由に法整備の意義を訴える。野党は憲法違反の恐れや自衛隊員の安全確保の難しさを追及する構えだ。
　自民党の下村博文幹事長代行は18日、都内で記者団に「厳しい国際情勢がある。安保法成立は国の安全保障の観点から適切だ」と強調した。北朝鮮の核実験や中国軍艦による領海侵入を念頭においた発言で「これからも…【続きあり】
安保法成立１年、駆けつけ警護10月に判断 
日経新聞2016/9/19 0:39情報元
　集団的自衛権の行使容認などを柱とする安全保障関連法の成立から19日で１年を迎えた。政府はまず国連平和維持活動（ＰＫＯ）で「駆けつけ警護」など新任務の訓練を始め、運用段階に入った。11月に南スーダンに派遣する陸上自衛隊の部隊への任務付与を10月に判断する。民進、共産、生活、社民の４野党は安保法廃止を求め、臨時国会で火種になる可能性がある。
　11月に南スーダンに派遣される予定の陸自第９師団（青森市）…【続きあり】
産経新聞2016.9.19 09:59更新 
【安保関連法成立１年】安保関連法への支持は目減り？　野党が「戦争法」とレッテル貼り　蓮舫代表も「違憲の疑いがあるので反対だ」と
　安全保障関連法による自衛隊の役割拡大を進めていく上で欠かせないのが国民の理解だ。世論の動向は任務に就く自衛官の士気や、家族の不安にも影響する。

北朝鮮の新聞が６日に掲載したミサイル発射の写真　（共同） 
　菅義偉官房長官は１６日の記者会見で「（安保関連法の成立から）１年たったが、国民の理解も進んでいる」と強調した。産経新聞社とＦＮＮ（フジニュースネットワーク）が６月に行った合同世論調査では、安保関連法を「廃止すべきだと思わない」と答えた人が過半数の５１・５％に上っている。
　だが、安保関連法の成立時と比べて有権者の支持が広がっているとは必ずしもいえない。
　成立直前の昨年９月に実施した世論調査では、安保法制を「必要」と答えた人は５２・７％だった。同じ質問ではないが、支持が目減りしているとも取れる数字だ。
　安保関連法を「戦争法」と決めつける野党の戦術が国民の理解を阻害している面は否めない。１５日の民進党代表選で勝利した蓮舫氏も「違憲の疑いがあるので反対だ」と述べており、安保関連法への攻撃は今後も続くことが予想される。
　「国民、特に女性や若い人たちにしっかり説明していくことが重要だ」
　稲田朋美防衛相が１５日にこう述べたのは、安保関連法への理解が広がらない現状に対する危機感の表れともいえる。
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産経新聞2016.9.19 09:59更新 
【安保関連法成立１年】ＰＫＯ新任務　武器使用基準の習熟を徹底


　安全保障関連法が実際の現場で運用される最初の場所になりそうなのが、陸上自衛隊が国連平和維持活動（ＰＫＯ）に部隊を派遣している南スーダンだ。
　南スーダンに派遣される予定の陸自第５普通科連隊（青森市）は駆け付け警護や他国軍との宿営地共同防護を新たな任務として付与される見通し。１４日からは新任務の訓練を開始した。
　ＰＫＯに派遣される自衛隊としては初めて武器を使用する可能性もある。自己保存型の武器使用に限られていた従来のＰＫＯとは異なり、駆け付け警護などでは任務遂行型の武器使用も認められる。
　武器使用の可否、武器使用の程度、指令が出た後の動作…。一つでも間違えば現地住民や自衛官に危険がおよび、混乱に巻き込まれる恐れもある。河野克俊統合幕僚長が「特に武器使用基準に対する習熟については徹底してやる」と力を込めるのはこのためだ。
　ただ、安保関連法が施行されても「停戦合意の成立」など「ＰＫＯ参加５原則」が満たされなければ、自衛隊は撤退しなければならない。７月上旬には南スーダンの首都ジュバで、大統領派と前第１副大統領派との間で戦闘が発生し、２７０人以上が死亡した。
　現在は小康状態になっているが、衝突が再発し、内戦状態に陥れば日本政府は難しい判断を迫られることになる。日本だけが撤退すれば参加各国からの反発も予想されるからだ。
　防衛相経験者は「防衛省にとって大事な課題は、いかに南スーダンからの撤収を乗り切るかだ」と語る。
　撤退の可能性を見据えながらの新たな任務。１１月以降に１１次隊として南スーダンＰＫＯに派遣される陸自部隊は、わが国が積み重ねてきたＰＫＯ参加の歴史の中でも、最も困難な任務の完遂を求められている。
米政府、安保法具体化の努力評価＝国防長官「非常に良いこと」－安保法１年
　【ワシントン時事】米政府は安全保障関連法成立後１年間の日本政府の取り組みを評価している。安保法を反映させた新しい日米防衛協力の指針（ガイドライン）に基づき、共同計画の策定など協力の具体化を今後も進めていく方針だ。
　「非常に良いことだ」。カーター米国防長官は１５日、訪米した稲田朋美防衛相との会談で安保法に基づく「駆け付け警護」の訓練が始まったと報告を受けると、歓迎する立場を伝えた。
　両防衛相は北朝鮮が先に核実験などを行った際、ガイドラインに基づく「同盟調整メカニズム」が効果的に機能したことを確認。国務省当局者は「米政府は同盟強化に向けて日本が進めている努力を歓迎している」と説明する。
　在沖縄米軍トップも務めたグレグソン元国防次官補は「われわれは過去１年、かつてないスピードで進んできた」と述べ、日米協力は飛躍的に進展しつつあると評価する認識を示した。「すべての安保分野の努力を効果的に統合していく必要がある」と語り、協力具体化を今後も着実に進めるよう求めた。（時事通信2016/09/18-15:43）
日米防衛協力の指針
　日米防衛協力の指針　日米安全保障条約に基づく自衛隊と米軍の協力の在り方を定めた政策文書。１９７８年に旧ソ連の日本侵略に備えて初めて策定、９７年に朝鮮半島有事に備えて改定し、中国の台頭による安全保障環境の変化を踏まえ、昨年再改定した。
　新指針は日米の「切れ目のない対応」をうたい、日本有事の際の島しょ防衛で米軍が協力することを明記。一方、協力の地理的制約は撤廃され、自衛隊が地球規模で米軍の活動に協力する余地が生まれた。（時事通信2016/09/18-15:34）
駆け付け警護
　駆け付け警護　国連平和維持活動（ＰＫＯ）などに従事する自衛隊員が、離れた場所で襲撃された他国軍兵士らの救出に向かう任務。安全保障関連法の一つである改正ＰＫＯ協力法に盛り込まれ、隊員の身を守るための武器使用だけでなく、任務遂行に必要な警告射撃なども認められた。
　自衛隊が武器を使用する相手が国や国に準じる組織の場合、憲法が禁じる「武力の行使」につながる恐れがあるとの懸念もある。政府は９月、南スーダンのＰＫＯに１１月に派遣する予定の陸自部隊を対象に、駆け付け警護の実戦訓練を始めた。（時事通信2016/09/18-15:33）
中国、増幅する対日不信＝軍事圧力強化を警戒－安保法１年
　【北京時事】中国政府に近い外交専門家は、安全保障関連法について「米国と軍事的に中国を抑え込み、日本が軍事大国化する手段だ」と警戒する見方を示す。中国では、同法は日本への不信が増幅する一因となっている。
　中国国防省の呉謙報道官は８月２５日の記者会見で、「安保法制成立による集団的自衛権解禁などは隣国が強く警戒するに値する」と述べた。訪米した稲田朋美防衛相が今月１５日にワシントンでの講演で、南シナ海問題で中国を批判し、海上自衛隊と米海軍の共同巡航訓練を行う方針を示したことに対しても、「安保法制成立後の対中圧力強化の一環」（外交専門家）と疑う声が出ている。
　「日中両国は互いに相手を信頼できず、対立を深めている」（日本専門家）面があることは否めない。一方で、中国側にも「軍事衝突は避けるべきだ」（同）と憂慮する思いはあり、先の日中首脳会談を受け、東シナ海での偶発的な衝突回避のための「海空連絡メカニズム」の運用開始に向けた協議が行われている。（時事通信2016/09/18-15:44）
韓国、日本の「軍事大国化」懸念＝情報協定締結、慎重に対応－安保法１年
　【ソウル時事】韓国では、日本が安全保障関連法の本格運用を通じて「軍事大国化」するのではないかという懸念が根強い。北朝鮮が５回目の核実験を強行するなど、核・ミサイルの脅威が日増しに深刻化する中、日韓両政府は、防衛協力拡大に向けて動き始めているが、韓国政府は懸案の軍事情報包括保護協定（ＧＳＯＭＩＡ）締結問題で慎重な対応を迫られている。
　稲田朋美防衛相は、北朝鮮に対応するため、日韓２国間の防衛協力を強化していきたいとの考えを示し、「ＧＳＯＭＩＡを早期に締結し、情報共有することが重要だ」と強調。日本の防衛関係者は「ＧＳＯＭＩＡがなければ、機密情報の法的な保護がないため、情報共有が限定されてしまう」と訴えている。
　韓国国防省報道官は１２日、ＧＳＯＭＩＡについて「国民の間ではさまざまな声がある」と述べ、反対の声が強いことを示唆しながらも、「安保面では必要な側面がある」と指摘した。
　この発言を受けて京郷新聞は１３日、「北朝鮮の５回目の核実験を機に、国防省が対日ＧＳＯＭＩＡの早期締結を推進している」と報道、「国民感情を無視していると批判が出ている」と伝えた。
　日韓関係の専門家は「安保上、ＧＳＯＭＩＡなど日韓協力が必要だが、一般国民のレベルでは『日本が軍国主義に走るのではないか』という憂慮がまだある。戦略的現実と国民の認識にギャップがある」と分析する。
　ＧＳＯＭＩＡをめぐっては２０１２年６月、韓国政府が閣議決定を公表せず、「密室処理」と批判されたため、土壇場で署名を見送った経緯がある。外交筋は「再び失敗することは許されない」と語り、慎重に進めるべきだという考えを示している。（時事通信2016/09/18-15:43）
稲田防衛相発言に反発＝「挑発」と中国国営メディア
　【北京時事】中国国営新華社通信は１７日、海上自衛隊と米海軍の共同巡航訓練などを通じて「南シナ海への関与を強めていく」と述べた稲田朋美防衛相の発言に対し、「公然たる挑発」と反発する記事を配信した。
　稲田氏は１５日にワシントンで講演し、中国の東・南シナ海での行動を批判した。新華社は稲田氏の歴史認識を問題視した上で「地域の安全と安定に暗雲をもたらす」と論評。「日本当局に関係改善の誠意があるなら、敏感な問題で言動を慎むことは最低限の態度だ」と主張した。　（時事通信2016/09/17-20:03）
7月に陸自宿営地の隣で銃撃戦　南スーダン首都での戦闘

共同通信2016/9/17 19:50
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16日、南スーダンの首都ジュバで、7月に反政府勢力が立てこもり、砲弾で外壁に穴が開いたビル（共同）　【ジュバ共同】南スーダンの首都ジュバで7月に大規模な戦闘が発生した際、国連平和維持活動（PKO）に参加する陸上自衛隊の宿営地の隣にあるビルで2日間にわたり銃撃戦が起きていたことが分かった。南スーダン政府軍のルアイ報道官が16日、共同通信に現場を公開した。

　南スーダンPKOへの日本の参加を巡っては、停戦合意などPKO参加5原則は満たされているのか疑問の声が上がっている。日本政府が駆け付け警護など新任務の付与について検討する中、宿営地と目と鼻の先で銃撃戦が起きたことが判明し、参加の是非があらためて問われそうだ。

柳条湖８５年、副首相出席＝「国家主権」譲歩せず－中国
　【北京時事】満州事変の発端となった柳条湖事件から８５年の１８日、中国遼寧省瀋陽市の「九・一八歴史博物館」で記念式典が開かれた。出席した劉延東副首相は「いかなる国も、われわれが核心的利益で取引したり、主権や安全、発展の利益を損なう結果を受け入れたりすると期待してはならない」と述べ、領土問題などで決して譲歩しない姿勢を示した。
　劉副首相は「共産党があってこそ中国は発展し、強大になれることを歴史が明らかにしている」と党の役割を強調。党の指導の下での愛国と団結を訴えた。
　事件から８３年の２０１４年の式典には党序列５位の劉雲山政治局常務委員が出席した。今年は節目の年となったが、最高指導部メンバーは出席せず、副首相の演説に歴史認識問題などの直接的な対日批判はなかった。（時事通信2016/09/18-18:23）
自衛隊導入予定のＦ３５で不具合＝燃料タンクの冷却管に剥離－米
　【ワシントン時事】自衛隊が次期主力戦闘機として導入する予定の機体を含む空軍仕様のＦ３５戦闘機（Ａ型）５７機で、燃料タンク内の冷却管の絶縁体が剥離する不具合が見つかったことが分かった。米空軍当局者が１６日、明らかにした。日本は２０１７年３月までに第１陣として４機を導入する予定。当局者は、部品交換などを行っており、「日本への引き渡し時に問題は残っていない」と強調した。
　不具合が見つかった機体のうち、すでに運用している１５機については、米軍所属の１３機の飛行を中止し、部品交換などを行っている。ほかの２機は共同開発国の機体という。残りの４２機はテキサス州フォートワースの工場で生産中のもので、米軍機以外に日本などが購入した機体も含まれている。
　米軍は８月、Ｆ３５Ａが初期運用能力（ＩＯＣ）を獲得し、実戦配備が可能になったと発表したばかり。日本が導入する４２機のうち、第１陣の４機をフォートワースの工場で製造し、残りの３８機は日本国内で組み立てられる。（時事通信2016/09/17-09:37）
Ｆ３５、過去に不具合や部品交換＝９カ国共同開発の第５世代機
　【ワシントン時事】Ｆ３５戦闘機は、「第５世代」のステルス機として、米、英、イタリアなど９カ国が共同開発している。空軍仕様、空母艦載の海軍仕様に加え、垂直離着陸型の海兵隊仕様の３タイプがあり、対空、対地攻撃能力を併せ持つ多用途機だ。共同開発は２００１年に始まったが、ソフトウエア開発の遅れやコスト上昇の影響を受け、不具合や部品交換のトラブルにも見舞われてきた。
　米軍の兵器開発計画としては、最高額とされる約４０００億ドル（約４０兆９０００億円）が費やされた。Ｆ３５ＡとＦ３５Ｂはすでに実戦配備が可能となっている。
　日本では、自衛隊が１７年３月までに空軍仕様のＦ３５Ａの第１陣の４機を導入するほか、米軍は１７年から岩国基地（山口県岩国市）に海兵隊仕様のＦ３５Ｂを配備する予定。
　１３年１月には、Ｆ３５Ｂで燃料圧力系に不具合が見つかり、部品を交換。同年２月にも、Ｆ３５Ａでエンジンのタービンの羽根に亀裂が見つかり、試験・訓練用の全機の飛行を停止している。（時事通信2016/09/17-11:17）
「共謀罪」、通常国会提出へ調整…政府・与党

読売新聞2016年09月17日 12時40分

　政府は１６日の衆院議院運営委員会理事会で、創設を目指していた「共謀罪」の適用範囲を縮小する組織犯罪処罰法改正案について、２６日召集の臨時国会への提出を見送ることを与野党に伝えた。

　世論の理解を重視する公明党が慎重な対応を求めたためだ。政府・与党は来年の通常国会への提出に向け、調整を続ける。

　「共謀罪」は、重大犯罪を計画した団体を処罰対象とするもので、政府は創設を盛り込んだ改正案を２００３年、０４年、０５年の３回にわたって国会に提出した。だが、いずれも野党の反発にあって廃案になった。【続きあり】
米軍機差し止め却下確定へ＝厚木騒音訴訟－最高裁
　米軍と海上自衛隊が共同使用する厚木基地（神奈川県）の周辺住民が国を相手に起こした第４次騒音訴訟で、最高裁第１小法廷（小池裕裁判長）は１７日までに、住民側が申し立てた上告受理の理由のうち、米軍機の飛行差し止めについては認めなかった。差し止め請求を退けた一、二審の判断が確定する可能性が高まった。
　確定すれば、米軍機の差し止めを求める他の基地騒音訴訟にも影響するとみられる。
　二審東京高裁は昨年７月、「米軍空母艦載機の飛来で生じる騒音が大きな比重を占めているのは明らか」と指摘し、主な要因は米軍機であることを認めた。ただ、「米軍の基地使用は日米安保条約と日米地位協定に基づくもので、防衛大臣が使用を制限することは想定されていない」と判断。一審横浜地裁に続いて住民側の米軍機差し止め請求を却下するなどした。
　最高裁は、早ければ年内にも出す判決で、二審が認めた自衛隊機の夜間早朝の飛行差し止めと将来分の損害賠償について判断を示す。（時事通信2016/09/17-11:51）
米軍機差し止め部分、最高裁上告受理せず　厚木基地訴訟
朝日新聞デジタル2016年9月17日14時00分
　米軍と自衛隊が共同で使う厚木基地（神奈川県）の周辺住民らが、国を相手に航空機の飛行差し止めや騒音被害への損害賠償を求めた訴訟の上告審で、米軍機の飛行差し止めを認めなかった二審・東京高裁の判断が確定する見込みになった。最高裁第一小法廷（小池裕裁判長）が１５日付で、訴訟のうち、住民が米軍機の飛行差し止めを求めた部分について上告を受理しない決定をした。
　昨年７月の二審判決は、米軍機については「運航について国に権限がなく、差し止めの根拠はない」として、一審判決と同様に、住民の請求を退けた。
　この訴訟で第一小法廷は、一、二審判決で自衛隊機の夜間・早朝の飛行差し止めを命じた部分については、国と住民双方の上告を受理した。１０月３１日に弁論が開かれ、年内にも出る判決で二審判決が見直される可能性がある。
厚木騒音訴訟、米軍機差し止めは却下か…最高裁

読売新聞2016年09月17日 14時21分

　米軍と海上自衛隊が共同使用する厚木基地（神奈川県大和市、綾瀬市）の周辺住民らが、騒音被害を受けているとして国に飛行差し止めや損害賠償を求めた「第４次厚木基地騒音訴訟」で、最高裁第１小法廷（小池裕裁判長）は、住民側の請求のうち米軍機の飛行差し止めについて、上告審での主要な論点から外すことを決めた。

　決定は１５日付。米軍機の飛行差し止めの訴えを却下した１、２審の判断が維持される見通し。

　２０１４年５月の１審・横浜地裁判決は、米軍機について「国の支配が及ばない」などとして訴えを却下し、１５年７月の２審・東京高裁判決も支持したことから住民側が上告していた。

　一方、自衛隊機の飛行差し止めについては、同小法廷は１０月３１日に口頭弁論を開くと決定。２審は、自衛隊機の夜間早朝の飛行差し止めを高裁で初めて認めたが、この判断が見直される可能性もある。

日米韓が独自制裁　外相会談、対北圧力で一致

東京新聞2016年9月20日 朝刊
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　【ニューヨーク＝東條仁史】岸田文雄外相とケリー米国務長官、韓国の尹炳世（ユンビョンセ）外相は十八日午後（日本時間十九日未明）、米ニューヨークで会談し、五回目の核実験を強行した北朝鮮に対して、国連安全保障理事会での新決議採択と、三カ国独自の制裁強化に連携して取り組むことで一致した。会談後、こうした内容の共同声明を発表。「北朝鮮は安保理決議を著しく無視し、一層強力な国際圧力が必要だ」と訴えた。

　日米韓外相会談は昨年九月以来一年ぶり。約一時間の会談の大半を北朝鮮問題に費やし、岸田氏は会談後、「北朝鮮への対応で日米韓が中核的な役割を担う」と強調した。

　共同声明は、三カ国独自の制裁について「ミサイルや核計画の資金源を制限する方策を検討」と明記。岸田氏は「あらゆる可能性を検討し、最も効果的なタイミングで実施したい」と述べたが、具体的な内容や実施時期は言及を避けた。

　ケリー氏は「米国が日韓に対する防衛上の責任を断固として維持する」と表明。日本政府の説明によると、拉致問題の解決に向けて岸田氏が米韓両国に協力を呼び掛けたほか、南シナ海も含めたアジア地域の課題も議論したという。

国連総会、１９日から主要会合＝難民、核軍縮テーマ
　【ニューヨーク時事】第７１回国連総会は１９日から１週間にわたり、急増する難民の問題や核軍縮などをテーマに首脳らによるハイレベル会合が開催されるほか、各国が内外課題への方針や取り組みを表明する一般討論演説が行われる。
　一連の会合に先立ち、ニューヨークで１８日、日米韓や日韓の外相会談が予定されている。５回目の核実験を強行した北朝鮮への制裁強化について話し合う見通し。
　１９日の「難民と移民に関する国連サミット」には安倍晋三首相を含め約８０カ国の首脳レベルが参加予定。難民、移民は紛争や経済的理由などから急増し、世界で２億４０００万人を超える。難民受け入れの拡充をはじめ、国際社会の責任分担や協力について討議する。
　オバマ米大統領も２０日に「難民サミット」を主催。難民受け入れや人道支援金の拠出増といった貢献拡大策が表明される。（2016/09/17-14:18）
原爆の記憶、デジタルで学ぶ＝日米高校生ら国連訪問


「日米・高校生平和会議」でデジタル原爆資料「ナガサキ・アーカイブ」を紹介する日本の生徒＝１６日、ニューヨークの国連本部
　【ニューヨーク時事】広島や長崎の高校生ら１３人が１６日、ニューヨークの国連本部を訪れ、米国の高校生３４人と共に、デジタル技術を活用して原爆被爆者の体験を学んだ。首都大学東京（東京都八王子市）システムデザイン学部の渡辺英徳准教授（４２）が企画した「日米・高校生平和会議」で、インターネットを通じて資金を募り、生徒らの渡航費を工面した。
　１３歳の時に広島で被爆したサーロー節子さん（８４）＝カナダ在住＝が自らの体験を語ったほか、渡辺研究室を中心に開発されたデジタル原爆資料「ヒロシマ・アーカイブ」「ナガサキ・アーカイブ」が紹介された。生徒らはデジタル地図上に浮かび上がる原爆投下直後の街の写真や被爆者の証言を基に、核兵器の威力や被害の大きさについて理解を深めた。
　広島女学院高校（広島市）２年の大久保花音さん（１６）は「さまざまな証言に触れ、きのこ雲の下に一人ひとりの人間がいたことを実感できた」とコメント。スタイベサント高校（ニューヨーク市）３年のアンドラ・ユアンさん（１７）は「デジタル技術は平和学習に役立つと思った」と話した。
　渡辺准教授は「デジタル技術を駆使して平和活動に取り組む若者を増やしたい」と述べ、来年以降もイベントを続ける考えを示した。（時事通信2016/09/17-15:16）
しんぶん赤旗2016年9月18日(日)

臨時国会　安倍暴走政治と対決　党国会議員に聞く　戦争法　発動許さず廃止でスクラム　笠井亮衆院議員

　２６日から臨時国会が始まります。国民との矛盾を広げている安倍政権の暴走政治にどう対決するか。焦点問題について日本共産党国会議員に聞きます。
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（写真）インタビューに答える笠井亮衆院議員＝14日、東京都千代田区


　―安倍晋三首相は、自衛隊幹部を前にした訓示で、「今こそ実行の時だ」（１２日）と述べ、安保法制＝戦争法の全面運用の開始を宣言しました。

　自衛隊員が海外で「殺し殺される」事態が現実に起こる局面に入ったことに、身震いします。臨時国会では、この安倍政権の暴走を何としても食い止める論戦が求められます。稲田朋美防衛相は、すでに８月２４日の記者会見で、戦争法にもとづく自衛隊の新任務について、「準備作業に一定のめどが立った」「今後必要な訓練を行う」と表明しています。戦争法にもとづく集団的自衛権行使や米軍等の兵たん支援を想定した共同訓練の危険、違憲性が国会で問われることになります。

ＰＫＯ任務拡大

　なかでも、真っ先に焦点になるのが、内戦が激化しているアフリカ・南スーダンＰＫＯ（国連平和維持活動）に参加している陸上自衛隊の任務を拡大しようとしている問題です。

　政府は、改定ＰＫＯ法にもとづき、「駆け付け警護」や「宿営地共同防衛」のための訓練を開始するとしていますが、こうした新任務を自衛隊に付与することなど断じて許されません。

　―笠井議員は、この問題を国会でも追及してきました。

　私は２月の衆院予算委員会で、防衛省の内部文書を示して追及しましたが、「駆け付け警護」では、自衛隊員の犠牲に加え、武装集団の「狙撃・射殺」まであり、「万が一、失敗すれば文民等を死亡させるリスク」も想定しています。

　戦争法では、従来の「自己防護」を超える「任務遂行」のための武器使用が可能になります。この１１月、青森から派遣される自衛隊の部隊に戦争法にもとづいて、新たな任務が付与されれば、海外で違憲の武力行使に至る危険が格段に高まります。

　南スーダンでは、７月にも首都ジュバで大規模な武力衝突が発生し、数百人が死亡、自衛隊宿営地への着弾も確認されています。こうした中で、国連ＰＫＯ自体も攻撃的な性格を強めています。

民生支援へ転換

　政府は、これまで「武力紛争は起こっていない」「ジュバは平穏」などと繰り返してきましたが、こうした言い訳はもはや通用しません。

　自衛隊派兵の前提そのものが崩れていることを厳しく追及し、憲法９条に立った非軍事の人道・民生支援への転換という対案を示して、論戦を繰り広げたい。

　―「戦争する国づくり」に向けた明文改憲も狙われています。

　安倍改憲の本丸は、海外での武力行使を無条件･無制限に可能にすること―｢戦争する国づくり｣の本格化にあります。

　しかし、そんな危険な改憲を悲惨な戦争を体験してきた国民は望んでいません。この１１月３日で憲法公布から７０年、平和憲法とともに歩んできた国民は、「戦争する国づくり」へと向かう道を決して許しません。

　戦争法の強行から１年、国民の怒りは静まるどころか、燎原（りょうげん）の火のごとく広がり、野党と市民の共闘は大きな前進を遂げています。９月１９日を中心にした全国各地での行動に呼応して、戦争法の発動を許さず、廃止と立憲主義回復を求める大義あるたたかいとがっちりスクラムを組み、秋の国会論戦に全力をあげます。

　聞き手　佐藤　高志

　写真　小酒井自由

しんぶん赤旗2016年9月19日(月)

非同盟諸国首脳会議が開幕　軍縮・テロ・経済で議論　議長国、ベネズエラに

　【ポルラマル（ベネズエラ）＝菅原啓】非同盟諸国会議の第１７回首脳会議が１７日、ベネズエラのマルガリータ島で開幕し、平和・軍縮、テロ、地域紛争解決や経済発展のための協力など途上国が抱える多様な課題をめぐって熱心な討議が行われました。
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（写真）非同盟諸国会議の首脳会議＝17日、ポルラマル（菅原啓撮影）


　会議の冒頭で、前回首脳会議（２０１２年）の開催国イランのロウハニ大統領が、非同盟運動は、世界の現実の課題を解決するうえで不可欠の存在となっていると述べ、ベネズエラのマドゥロ大統領に議長国の権限を公式に引き渡すと宣言しました。

　マドゥロ氏は「この職務（議長国の任務）は諸国民の幸福のために使われることになる」と語り、最終日に採択される予定の「マルガリータ宣言」のポイントを説明。また、途上国間の経済面での協力をさらに発展させるために、「南の書記局」「南銀行」など新たな機構を設立する提案を行いました。

　エクアドルのコレア大統領は、米石油企業による水源汚染など多国籍企業の横暴、タックスヘイブン(租税回避地)を利用した税逃れの問題を告発し､｢こうした形態の残酷な資本主義を終わらせるための共同行動が必要だ」と提起しました。

　キューバのカストロ国家評議会議長は、世界の大金持ち３６０人の所得が世界の４５％の人々の収入を超えているなどの数字を挙げ、貧富の格差を広げる「大国が押し付けた国際経済秩序の抜本的な改革」を訴えました。

　核兵器問題では、ナミビアのクーゴンゲルワアマディラ首相が、核兵器の存在と核保有国の軍事戦略への深刻な懸念を表明し、「いかなる国の核兵器使用の威嚇も正当化しえない」と指摘。エジプト代表は、核兵器が人類への脅威となっている現状は放置できないとして、中東非核地帯の創設を改めて呼びかけました。

　国際テロの問題でも多くの代表が発言。南アフリカのヌコアナマシャバネ外相は、テロを一掃するためには、「根源要因をなくすための協力が求められている」と指摘しました。

しんぶん赤旗2016年9月20日(火)

核兵器禁止条約交渉を　非同盟首脳会議が宣言

　【ポルラマル（ベネズエラ）＝菅原啓】南米ベネズエラのマルガリータ島で開催されていた非同盟諸国会議（１２０カ国が加盟、２７カ国がオブザーバー参加）の第１７回首脳会議は１８日、核兵器禁止条約の開始の要求などを盛り込んだ「マルガリータ宣言」を採択して閉幕しました。

　宣言は「大量破壊兵器、とりわけ核兵器の存在によって引き起こされた人類への脅威を一掃するための努力を強める意思」「核兵器のない世界の実現に向けて活動する決意」を表明しています。

　さらに、「核軍縮とりわけ、核兵器の保有・開発・生産・入手・実験・蓄積・移転・使用または使用の威嚇を禁止し、特定の時間枠内で核兵器の破壊を促す包括的な核兵器条約の交渉を緊急に開始することを要求する」と述べています。

　首脳会議では少なくない政府代表が、核兵器廃絶の緊急性と、このために非同盟諸国が果たす役割の重要性を強調しました。

　同時に採択された「最終文書」は、無差別で大量の死と破壊、世代を超えた健康被害をもたらす核兵器の「非人道性」に改めて注目した上で、「核兵器の全面廃絶は核兵器の使用や使用の威嚇に対抗する唯一絶対の保証である」と述べています。

しんぶん赤旗2016年9月20日(火)

非同盟首脳会議閉幕　軍縮・国連改革よびかけ
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（写真）第１７回非同盟諸国首脳会議の閉会総会＝１８日、ポルラマル（菅原啓撮影）


　【ポルラマル（ベネズエラ）＝菅原啓】南米ベネズエラのマルガリータ島で開催されていた非同盟諸国会議の第１７回首脳会議が１８日に採択した「最終文書」と「マルガリータ宣言｣は､国際情勢、非同盟運動の役割、国連改革、平和・軍縮、経済発展の課題などを網羅しました。

　「マルガリータ宣言」は、次回首脳会議までの３年間に取り組む中心課題を列挙したもので、核兵器廃絶条約の交渉開始を強調した軍縮・国際安全保障、テロ、気候変動、国連改革、国連平和維持活動（ＰＫＯ）、民族自決権など２１の項目からなっています。

　国連改革では、国連総会の役割の回復・強化、安全保障理事会の民主化・拡大などを提起。議長国ベネズエラのマドゥロ大統領は閉会演説で、国連改革によって大国の利益ではなく、諸国民の利益に対応した世界をつくることが可能になると力説しました。

　各国首脳の一般討論では、ＰＫＯの派遣決定の原則が守られず、特に当事国政府の同意を得ないまま派遣されるケースが批判的に取り上げられました。

　この点で「マルガリータ宣言」は、「ＰＫＯの基本原則、すなわち当事者の同意、公平性、自衛以外の武力不行使がＰＫＯの成功に不可欠である」と指摘しました。

　同宣言はまた、多くの首脳らが「深刻な脅威」と述べたテロ問題について、テロを断固糾弾するとともに、テロを特定の宗教・文明・民族集団に結び付けないことの重要性を指摘しています。

　２０１９年の次回首脳会議の開催国はアゼルバイジャンに決まりました。

首相、国連総会でＮＹに…クリントン氏と会談へ

読売新聞2016年09月19日 18時56分



国連総会に出席するためニューヨークに到着した安倍首相と昭恵夫人（１８日、米ＮＹのジョン・Ｆ・ケネディ国際空港で）＝川口正峰撮影

　【ニューヨーク＝今井隆】安倍首相は１８日夕（日本時間１９日朝）、国連総会に出席するため、米ニューヨークに到着した。

　２１日午後（同２２日未明）、一般討論演説に臨み、５回目の核実験を強行した北朝鮮に対して国際社会が結束して圧力を強めるよう呼びかける方針だ。

　首相はまた、米大統領選の民主党候補ヒラリー・クリントン前国務長官（６８）と１９日夕（同２０日朝）にニューヨーク市内のホテルで会談する。クリントン氏側から会談要請があった。日本の首相が投開票日まで２か月を切った米大統領の候補と面会するのは異例。クリントン氏が日米同盟を重視していることを踏まえた対応とみられる。

「加憲の議論深める」　公明・山口代表５選承認

東京新聞2016年9月18日 朝刊

	 公明党大会で気勢を上げる山口代表（中）ら＝１７日、東京都内で
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　公明党は十七日、東京都内で党大会を開き、山口那津男代表（６４）の五選を正式に承認した。五選は一九九八年の公明党再結成以降、最多。任期は二〇一八年九月までの二年間。

　山口氏はあいさつで、安倍晋三首相が意欲を示す改憲への対応について「党憲法調査会で共通認識を持った上で、現憲法をさらに検証し、何を『加憲』の対象にすべきかの議論を深めていく」と、新たな条文を加える「加憲」に向けた議論を進める考えを示した。

　憲法九条は「（戦争の放棄や戦力、交戦権を否定した）一項、二項を堅持する立場だ」と明言。「加憲」の具体的な内容については「まだ成熟していない」と述べるにとどめた。

　山口氏は党大会後の記者会見で、自民党内に改憲により参院選の「合区」を解消すべきだとの意見があることについて「憲法は（国会議員を）全国民の代表と位置付けており、地域代表との理念を持ち込むのは適切ではない。合区解消は憲法の次元とは違った分野で議論する余地がある」と否定的な考えを示した。

　党大会では、井上義久幹事長（６９）や石田祝稔政調会長（６５）、大口善徳国対委員長（６１）、漆原良夫中央幹事会会長（７１）ら主要ポストの留任も了承された。　（山口哲人）

産経新聞2016.9.19 23:59更新 
公明党の山口那津男代表「２年で憲法論議が成熟するとは考えにくい」　自民党内での議論やり直しも求める

山口那津男代表　 
　公明党の山口那津男代表は１９日夜のＴＢＳ番組で、次期衆院選で憲法改正が争点となる可能性について「２年以内（に衆院選がある）と考えた場合、憲法改正についての合意点や選択肢が成熟するのはちょっと考えにくい」と述べ、今後２年での改正発議は不可能だとの見通しを示した。
　また、自民党の憲法改正草案の９条改正の部分について、集団的自衛権の限定的行使容認を含む安全保障関連法が成立する前に書かれたものだと指摘。「（安保関連法を）あれだけ議論して政府・与党で決めたわけだから、次の憲法がどうあるべきかは自民党の中でもう少し議論し直してもいいのではないか」と述べ、自民党が草案を見直すべきだとの考えを示した。
問われる「ブレーキ役」＝改憲への対応に苦慮－公明
　１７日の公明党大会で、山口那津男代表の５期目の新体制がスタートした。さまざまな懸案が横たわる中、同党にとって最大の課題は憲法改正への対応だ。いわゆる「改憲勢力」が衆参両院で３分の２の議席を確保する中、安倍晋三首相の意向を受け、前のめりな姿勢を隠さない自民党とどう向き合うか。改憲論議で「ブレーキ役」を果たせるかが問われる。
　「国民の理解をじっくりと促しながら、国会で幅広い合意形成を進めていくべきだ」。山口氏は党大会のあいさつで憲法改正に言及し、性急な改憲論議にくぎを刺した。
　公明党は先の参院選公約で、憲法に一切触れなかった。そうした中、山口氏があえて憲法を取り上げたのは、「党内に広がる不安を払拭（ふっしょく）する」（党幹部）狙いからだ。
　背景には、自民党が首相の党総裁任期中の改憲実現を見据え、２６日召集の臨時国会から改憲論議を本格化させ、改憲項目の絞り込みを加速させる構えを見せていることがある。公明党内には、改憲の実績ができれば「アリの一穴」となり、自民党が９条改正に突き進みかねないとの懸念が少なくない。
　「現行憲法を真っ向から否定する人々と、公明党が同一視されることがあってはならない」。党大会では、茨城県の代表者がこう発言。現行憲法の制定過程に疑問を呈し、自主憲法制定を目指す自民党などに引きずられないよう求めた。
　公明党は「現憲法を高く評価」（山口氏）する立場で自民党との憲法観も異なる。公明党としては国民の議論の成熟度合いを見定めながら、慎重に議論を進めたいのが本音だ。
　ただ、衆参の憲法審査会で改憲論議がスタートすれば、公明党も一定の時期に結論を迫られるのは必至。憲法問題で自民党と対立し、連立を離脱する選択肢もない。「真綿で首を絞めるように追い詰められるのではないか」。公明党幹部の一人は、党の置かれた苦しい立場をこう吐露した。（時事通信2016/09/17-22:18）
加憲対象「議論深める」＝山口代表５選、執行部続投－公明


公明党大会で気勢を上げる山口那津男代表＝１７日午後、東京都千代田区
　公明党は１７日、東京都内で定期党大会を開き、山口那津男代表（６４）の５選を承認した。任期は２０１８年９月までの２年間。井上義久幹事長（６９）ら執行部の続投も承認された。山口氏はあいさつで憲法改正に言及し、「党憲法調査会で現憲法をさらに検証し、何を加憲の対象にすべきかの議論を深めていく」と表明した。
　山口氏は「各党、各議員が（衆参両院の）憲法審査会を中心に、落ち着いて議論を深めることが必要だ。国民の理解をじっくりと促しながら、国会で幅広い合意形成を進めていくべきだ」と指摘。公明党が国政選挙並みに重視する来年の東京都議選にも触れ、「首都決戦の全員当選を勝ち取っていこう」と呼び掛けた。
　一方、井上氏は地方代表者との質疑で、次期衆院選について「現行の区割りの下で行われる可能性は十分ある。常在戦場の構えを強くして対応していかなければならない」と述べ、区割り改定案の勧告が想定される来年５月までの衆院解散も念頭に準備を加速するよう求めた。
　来賓として出席した安倍晋三首相（自民党総裁）は「連立政権の質は高まってきた。大きな成果を協力して挙げていきたい」と強調。１０月の衆院東京１０区、福岡６区両補欠選挙に触れ、「早く公認（候補）を決定したい。ともに勝ち抜きたい」と語り、自公両党の結束を訴えた。


公明党大会で手を合わせる（左から）石田祝稔政調会長、山口那津男代表、井上義久幹事長、漆原良夫中央幹事会長＝１７日午後、東京都千代田区
　党大会では、党運営の安定性を重視する観点から、石田祝稔政調会長（６５）、大口善徳国対委員長（６１）、漆原良夫中央幹事会長（７１）ら主要幹部の続投も決まった。　（時事通信2016/09/17-18:44）
公明党大会、山口代表の5選承認　井上幹事長ら幹部も再任

共同通信2016/9/17 17:179/17 17:23updated

　公明党は17日、東京都内で党大会を開き、山口那津男代表の5選を正式に承認した。1998年の党再結成後、代表の5選は初めて。井上義久幹事長、漆原良夫中央幹事会会長、石田祝稔政調会長ら幹部も再任した。次期衆院選や来年夏の東京都議選を見据え、安定重視の布陣とした。安倍晋三首相が意欲を示す憲法改正の論議にどう向き合うかが重い課題となる。

　山口氏はあいさつで「連立政権の一翼として政策実現に全身全霊で戦い抜く決意だ。最重要課題は経済再生と社会保障の充実だ」と述べた。

　憲法改正に関しては「国民の理解をじっくり促しながら、国会で幅広い合意形成を進めるべきだ」と強調した。

公明の山口代表５選、加憲の対象議論する方針　党大会
朝日新聞デジタル2016年9月17日20時25分
　公明党は１７日、東京都内で党大会を開き、山口那津男代表を正式に選出した。５期目となる山口体制では、井上義久幹事長ら主要幹部がすべて再任された。山口氏は党大会のあいさつで、安倍晋三首相が意欲を示す憲法改正について、野党を巻き込んだ形で慎重に議論を進めるべきだとの考えを強調した。
　党役員人事では、井上幹事長のほか、北側一雄副代表▽古屋範子副代表▽漆原良夫中央幹事会長▽石田祝稔政調会長▽斉藤鉄夫選対委員長▽大口善徳国対委員長らの続投が決まった。
　山口氏はあいさつで、現行憲法の根幹を残しながら、必要な理念があれば新たな条文を付け加える「加憲」の立場であることを説明し、「どこを改正するかの議論は、まだ衆参両院の憲法審査会で行われていない。国民の理解をじっくりと促しながら、国会で幅広い合意形成を進めていくべきだ」と述べた。また、党として、加憲の対象の議論を行う方針も示した。
　来賓の安倍首相は「私たちの連立政権は新しい次元。連立の質は深まってきた。１億総活躍社会や積極的平和主義など未来を見据えた大きなビジョンを共有するに至った」と自公の緊密な関係をアピールした。
公明・山口代表の５選を承認…都内で党大会

朝日新聞デジタル2016年09月17日 19時00分



来賓の安倍首相（左）と握手する山口代表（１７日、東京都千代田区で）＝竹田津敦史撮影

　公明党は１７日、東京都内で党大会を開き、山口那津男代表（６４）の５選を承認した。

　９日に告示された代表選で山口氏のほかに立候補者がなく、無投票当選が決まっていた。代表任期は２年間。井上義久幹事長（６９）ら主要幹部の留任も決定した。

　山口氏はあいさつで、５期目に取り組む主要課題として経済再生や社会保障の充実などを挙げ、「連立与党として安倍内閣を支え、国内外に山積する課題解決に結束して立ち向かう」と意欲を語った。憲法改正については、党内で慎重に議論する考えを示した。

「現行区割りで衆院選」＝公明幹部、１月解散念頭か
　公明党の井上義久幹事長が１７日の党大会で、次期衆院選について「現行の区割りの下で行われる可能性は十分ある」と言及した。小選挙区の「１票の格差」を是正するための改正公職選挙法に基づく区割り改定案は、来年５月の勧告が想定されている。衆院解散はこれより前にあり得るとの見通しを示した発言で、臆測を呼びそうだ。
　来年夏には、公明党が重視する東京都議選が控えている。同党は支持母体の創価学会の負担を考慮して、都議選と衆院選は「３～４カ月離れているのが望ましい」との立場。２０１７年度予算成立が想定される３月末でもこの条件は満たされるが、時間的ゆとりをみれば、同党には１月の通常国会冒頭の方がより対応しやすいだけに、井上氏の念頭には「１月解散」もあるとみられる。　（時事通信2016/09/17-18:28）
公明幹事長「現行区割りで衆院選も」　早期解散言及 
日経新聞2016/9/18 0:35
　公明党の井上義久幹事長は17日の党大会で、次期衆院選について「現行の区割りのもとでおこなわれる可能性は十分ある」と述べた。１票の格差を是正する新しい区割り案の勧告は来年５月末までに出るとみられ、それまでの衆院解散があり得るとの見方を示した。
　山口那津男代表も今年の衆参同日選が見送られたことに触れ「『常在戦場』の心構えだが、本日より全議員が一層の緊張感を持たなければならない」と指摘した。次期衆院選は「（来年夏の）東京都議選から３～４カ月は離してほしい」というのが公明党の立場だ。
　あいさつに立った安倍晋三首相（自民党総裁）は10月の衆院補選に触れ「野党は政策を棚上げし、勝つためだけに統一候補を出してくる。こんな勢力に負けるわけにはいかない」と強調。候補者選びを急ぐ考えを示した。
小沢氏「野田氏は野党共闘を否定できぬ」　衆院選に向け
朝日新聞デジタル2016年9月17日20時19分
　生活の党の小沢一郎代表は１７日、共産党との共闘を批判してきた民進党の野田佳彦前首相が同党の幹事長に就いたことについて、「現実として、野党共闘を否定することはできない」と述べた。衆院選に向け、野田氏が共闘を否定するのは不可能との見方を示したものだ。盛岡市内で記者団に語った。
　小沢氏は野田氏と対立してきた。民進党で幹事長以外の人事の了承が週明けにずれ込んだことについても「民進党がごたごたしているのはなぜか。考えればわかることだ」と発言。党内での野田、蓮舫両氏に対する批判が背景にあるとの考えを示唆した。
新潟県知事選、野党3党の擁立焦点
米山氏立候補見送り
新潟日報2016/09/18 09:30
　２９日告示の知事選（１０月１６日投開票）が迫る中、民進党県連が１７日、「自主投票」を正式決定し、焦点は共産、社民、生活の野党３党が候補を擁立できるかに移った。現時点の立候補予定者は自民党と公明党の推薦が決まっている前長岡市長の新人森民夫氏（６７）だけ。告示まであと１１日となったが、選挙戦の構図はいまだ固まらない事態だ。
　民進党県連との共闘を目指してきた野党３党と市民グループは１７日、新潟市中央区で開かれた民進党県連の常任幹事会が始まる直前、民進党衆院５区総支部長の米山隆一氏（４９）の擁立を提案したが、退けられた。
　非公開で行われた幹事会の終了後、米山氏は取材に「組織の決定に従う」と、出馬しない意向を表明。「野党統一候補として対立軸を示したかったが、みんなでまとまらなければ勝てない。党を無視して個人でやる考えはない」と述べ、今後３党から要請があっても応じないと断言した。
　黒岩宇洋民進党県連代表は報道陣に対し、「自主投票で意見集約を図った。県連として対応することはない」と語った。米山氏擁立を巡る議論については内容を明かさなかった。
　一方、市民グループ呼び掛け人の佐々木寛新潟国際情報大学教授は「候補擁立に尽力してきたが、米山氏以外に残された選択肢はない。出馬容認を再度、民進党に働き掛けたい」と話したが、実現は困難な情勢だ。
しんぶん赤旗2016年9月19日(月)

衆院選でも野党共闘を　福島　市民と野党合同街頭集会
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（写真）声援に応える（左２人目から）高橋、増子、紺野各氏＝18日、福島市


　戦争法強行から約１年の１８日、福島市で、ふくしま県市民連合主催の、市民と野党の合同街頭集会が開かれ、抗議と同法廃止を求める運動強化の決意とともに、「衆院選でも野党は共闘」との声が強く上がりました。

　ＪＲ福島駅前通りで開かれた集会冒頭、県市民連合の人たちと民進党の増子輝彦参院議員、日本共産党の高橋千鶴子衆院議員、社民党の紺野長人県連代表（県議）が握った手を高く掲げると、参加者から大きな拍手と声援が飛びました。

　増子氏は「協議を重ね良い形をつくることで、衆院選でも（野党共闘の）成果を挙げることが必要だと思っている。日本の平和、憲法９条を壊すわけにはいかない。みなさんとの約束を守って政治行動していく」と強調。

　高橋氏は「参院選は、市民と野党が力を合わせれば勝てることをはっきり示した。立憲主義を守ることが私たちの声だ、民意だということをさらに強くあげていきましょう」と訴えました。

　紺野氏は「次の総選挙は共産党、民進党といっしょになって安倍政権を打倒するため、真ん中に立って粘着力の役割を果たさなければならないと思っている」と述べました。

　市民団体から「私が言いたいのは、衆院選でも野党は共闘しろという、ただ一言だ」など熱意を込めた発言が続きました。

しんぶん赤旗2016年9月18日(日)

衆院東京１０区補選　野党統一候補求める市民の動きが活発に　政策協定合意へ協議進める
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（写真）東京１０区補選で市民と野党の共闘を求める集会＝１３日、国会内


　１０月２３日投開票の衆院東京１０区（豊島区、練馬区の一部）補選に向けて、戦争法を廃止し立憲主義の回復をめざす野党統一候補を実現しようと、市民の動きが活発になっています。

　東京１０区補選は、小池百合子氏が都知事選に立候補したことに伴い行われるもの。

　１０区補選での市民と野党の共闘を求めて活動する「ＴｅＮネットワーク２０１６」（ＴｅＮ１６）などは１３日、日本共産党の岸良信、民進党の鈴木庸介両予定候補や野党の国会議員に参加を呼びかけ、市民と野党の統一候補実現を求める集会を国会内で開きました。会場には都内各地から約１００人もの市民が駆けつけました。

　集会で「ＴｅＮ１６」の森田彦一共同代表は、安保関連法（戦争法）廃止・集団的自衛権行使容認の閣議決定撤回、アベノミクスで広がる非正規雇用と貧困層の増大や格差の拡大の是正など１０項目の政策協定案を予定候補に提案していることを報告。さらに市民の輪を広げながら野党との共闘体制をつくっていく決意を語りました。

政策協定を議論

　「ＴｅＮ１６」は１０区内で広がった「原発ゼロ」「秘密保護法反対」「戦争法廃止」の運動の中で、結びついた市民らが補選のためにつくったグループです。政策協定案は７月の参院選で野党と「市民連合」が合意した協定案の内容をベースにしながらメンバーで議論を重ねてきました。今回の協定案では南スーダンでの自衛隊の「駆け付け警護」に反対することや年金積立金運用方法の見直しなど、いま大きな課題となっている項目も加えています。

　戦争法廃止と立憲主義回復を求める学者・文化人も声をあげています。市民連合にも参加する佐藤学・学習院大学教授をはじめ、１０区在住・在勤の学者らが声明を発表し、市民と野党の共闘を呼びかけました。

候補者も前向き

　これに対し、野党各党や予定候補も共闘に前向きな姿勢を見せています。

　１３日の集会で共産・岸候補は「市民のみなさんの運動が大きく発展し、この声を届け、政治を変えるために力を尽くしたいと思い立候補した。市民のみなさんとの共闘をいかに発展させていくかというところに頑張っていきたい」と発言。民進・鈴木候補も「総選挙で大きな目的のために一緒にやっていこうという力が結集できるのかどうか。（今回の補選は）総選挙の前哨戦として試されている」と語りました。

　一方、自民党は補選候補者を公募し、２１日をめどに決定すると伝えられています。公募には、都知事選で自民党の方針に反し小池百合子氏を応援した若狭勝衆院議員（比例東京ブロック）も応じています。

　選挙が迫るなかで「ＴｅＮ１６」は１９日の週にも、各党と政策協定が合意できるよう協議を進める構えです。戦争法が強行されて１年となる１９日には街頭に立ち、戦争法廃止のための共同を広げようと訴えます。（前田美咲、前野哲朗)

二重国籍、何が問題＝「蓮舫首相」は可、禁止の動きも－ニュースを探るＱ＆Ａ
　民進党代表選で初の女性党首となり、注目を集める蓮舫氏。日本国籍以外に台湾（中華民国）籍を持つ「二重国籍」状態だったことが明らかになったが、そもそも何が問題なのか整理してみた。
　－なぜ二重国籍になったの？
　蓮舫氏は１９６７年、日本生まれ。父親が台湾人なので、当時の国籍法の決まりで生まれた時から台湾籍だった。１７歳の時の８５年１月に改正国籍法が施行され、日本人の母親を持つ蓮舫氏は、希望すれば日本国籍を持てることになった。蓮舫氏の説明では、この時に日本国籍を選択し、台湾籍を離脱したつもりでいたそうだ。
　今回、二重国籍と指摘された蓮舫氏は、台湾当局に問い合わせたものの、すぐには確認が取れなかった。９月６日に「念のために」と離脱申請をやり直したが、１２日に「台湾籍が残っていた」との回答があったという。
　－国籍法の規定を教えて。
　日本の国籍法は、二重国籍の国民は「いずれかの国籍を選択しなければならない」と定めていて、日本国籍を選んだ人には、外国籍を離脱したことの確認を求めている。だが、実際には国籍離脱を認めていない国もあって、外国籍離脱は「努力義務」にとどめているんだ。
　－日本と台湾は国交がないよ。
　国籍事務の現場では台湾籍も国籍と同じように扱われるから、日本国籍を取得した在日台湾人は台湾籍の離脱を求められる。ただ、台湾の法令は台湾籍離脱に当局の「許可」が必要と定めていて、必ず認められるわけではない。蓮舫氏自身、手続きを終える時期について「相手があることで断言できない」と説明している。
　－二重国籍でも首相や閣僚になれるの？
　日本国籍があれば問題はない。国会議員も同じだ。ただ、外交官については、外務公務員法で外国籍を持つ者の採用を禁止している。
　－蓮舫氏は問題ないのでは？
　結果として法令を順守していなかったことに加え、説明が二転三転したことで、リーダーとしての資質を疑問視する声が出ている。インターネットなどで「二重国籍疑惑」が指摘された当初、蓮舫氏は「（台湾）籍は抜いている」「疑惑はない」などと明確に否定していた。疑いを晴らそうと、不確かな記憶や情報に基づいて答えたことで、かえって不信感を高めてしまった。日本維新の会は、国会議員などの二重国籍を禁じる法案を準備していて、２６日に始まる臨時国会でもこの問題を追及する構えだよ。（時事通信2016/09/19-17:29）
衆院補選で野党共闘維持＝蓮舫氏・民進党
　民進党の蓮舫代表は１９日、衆院東京１０区、福岡６区の両補欠選挙（１０月２３日投開票）への対応に関し、「これまでの基本的な枠組みを維持しながら、どういう形ができるのか詰めたい」と述べ、共産、生活、社民３党との共闘を継続しながら準備を進める考えを示した。東京都内で記者団に語った。　
　これに先立ち、蓮舫氏は都内で街頭演説し「批判だけでは何も生まれない。常に安倍政権と違う選択肢を示す政治を始めていく」と語り、対案を提示して政権と対峙（たいじ）する考えを表明。「納得してもらえる予算の在り方を私たちに委ねてもらいたい」と政権復帰へ支持を訴えた。（時事通信2016/09/19-17:29
蓮舫代表「与党の暴走止める」　初の街頭演説

共同通信2016/9/19 18:33

　民進党の蓮舫代表は19日、東京・巣鴨で就任後初めて街頭演説し、10月の衆院東京10区補欠選挙に向け支持の拡大を訴えた。「健全な野党が、与党の暴走を止める。民進党にこの国を変えてもらいたいと皆さんが思えるよう頑張る」と述べた。

　社会保障の充実に関し「限られた財源を特定の大企業に分配するのか、皆さんが納得する使い方に振り向けるのか。私たちは常に選択肢を用意する」と強調。「批判から提案の民進党に蓮舫が変えていく」とも述べた。

　東京10区補選では、小池百合子東京都知事に近い自民党の若狭勝衆院議員（比例東京）が立候補への意欲を示し、同党の公募に応じている

民進党 　蓮舫代表、本格始動…街頭演説で支持訴え
毎日新聞2016年9月19日　19時55分（最終更新　9月19日　22時30分）
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商店街を支持を訴えて歩く民進党の蓮舫代表＝東京都豊島区巣鴨で２０１６年９月１９日午後１時４５分、松本晃撮影
　民進党の蓮舫代表は１９日、衆院東京１０区補選（１０月１１日告示、同２３日投開票予定）の公認候補予定者の応援を行い、代表としての活動を本格的に始動させた。同補選は衆院福岡６区補選と同じ日程で行われる予定で、蓮舫氏が代表就任後初めて戦う国政選挙。次期衆院選に向け試金石となるだけに、代表就任早々の選挙区入りで全力支援をアピールした。 
　「健全な野党が与党の暴走を止めて、皆様方が『民進党でこの国を変えてもらいたい』と思えるようにしっかり頑張らせていただく」。蓮舫氏は１９日午後、東京都豊島区の街頭演説で自民党に対抗する姿勢を強調した。 
　東京１０区補選は小池百合子元防衛相の都知事選立候補（当選）に伴うもの。自民党は候補者を選考中で出遅れ、民進党は蓮舫氏自らテコ入れを図ることで優位に立ちたい考えだ。 
　東京１０区で旧民主党は２００９年に自民党に勝利したが、１２、１４年は敗北した。１４年は共産、生活の両党と野党票を奪い合う構図となっており、補選では両党と候補者を一本化できるかも課題だ。 
　当面は既に公認予定者を発表している共産党との協議が焦点。蓮舫氏は記者団に「補選では勝つために、基本的な枠組みを維持しながら、どういう形ができるのか詰めたい」と述べ、一本化へ意欲を示した。福岡６区補選の応援にも入りたい考えだ。【松本晃】 
民進代表代行に安住氏＝国対委員長は山井氏－蓮舫氏調整
　民進党の新執行部人事で、蓮舫代表は１７日、安住淳国対委員長（５４）を代表代行に充て、後任の国対委員長に山井和則国対委員長代理（５４）を昇格させる方向で調整に入った。党関係者が明らかにした。先の代表選で安住氏は蓮舫氏を推したが、山井氏は敗れた前原誠司元外相を支持した。　
　蓮舫氏は１７日の読売テレビの番組で、決定済みの幹事長を除く執行部人事について「週末に固めたい」と述べ、人選を急ぐ考えを示した。「党内に広範な声があるので、老壮青のバランスを取りたい」とも説明したが、細野豪志元環境相に代表代行を打診していることには言及を避けた。
　蓮舫氏は党運営の要を担う幹事長に野田佳彦前首相を起用したが、旧民主党が政権から転落した「戦犯」との見方から反発の声が上がっている。蓮舫氏は野田氏について「失敗を繰り返さないと自覚を最も持っている人だ。安倍晋三首相に論戦で対峙（たいじ）できる人という意味でお願いした」と語り、適任との認識を強調した。（時事通信2016/09/17-13:28）
「野田氏に３党合意の責任感共有を期待」公明・山口代表
朝日新聞デジタル2016年9月17日21時31分
■山口那津男・公明党代表
　民進党の野田（佳彦）幹事長は、（消費税率１０％への引き上げを決めた）３党合意の時の首相だった方。３党合意の精神は今も生きているし、法的な枠組みも今後きちっと実行していく過程にあると認識している。そうした大きな意味でも、責任感を共有しながら、与党、野党のそれぞれの役割を担い、健全な民主主義の発展に貢献し合える方だと期待している。（記者会見で）
前原氏落選「非常に残念」　京都の民進党議員ら
京都新聞 2016年09月15日 22時00分 


代表選で前原氏の演説に耳を傾ける民進党京都府連の関係者（京都市中京区）
　１５日の民進党代表選で、蓮舫代表代行が新代表に選出された。前原誠司元外相（衆院京都２区）を支援してきた京都府内の地方議員や後援会関係者は「非常に残念」と落胆しつつ、前原氏の要職での起用を含む挙党態勢の構築に期待した。
　京都市中京区にある民進府連の事務所では、会議室にプロジェクターやスクリーン、テレビを設置。京都市議や国会議員秘書、府連職員らが、立候補者の演説や国会議員らの投票風景を生中継で見守った。
　集まった人たちは画面を食い入るように見ていたが、前原氏が演説で蓮舫氏の勝利を念頭に置いたようなエールや忠告を口にすると「まるで敗戦の弁のようだ」との声も漏れた。
　前原氏は蓮舫氏に大差で敗れたが、府内の党員・サポーターの投票率は６２・００％と全国で２番目に高く、前原氏の得票率は８６・３４％に及んだ。
　府連副会長を務める安井勉市議は「京都は前原さんを強く応援してきただけに残念だ。他府県でも期待の声は多かったのだが」と無念そうに話した。
　左京区にある前原氏の地元事務所でも、蓮舫氏の勝利が決まると、地元市議や後援会関係者約２０人がため息を漏らした。
　党京都２区総支部幹事長の鈴木正穂市議は「京都の地方議員も近畿や九州に直接出向いて地方の仲間に支持を呼び掛けたが、努力が足りなかった」と頭を下げ、「重鎮らしい役割を担えるよう、新代表には挙党態勢を組んでほしい」と、前原氏の幹部起用を求めた。
　前原氏の後援会連合会の小林祥一会長は「これだけ差がつくとは思っていなかったが、結果を受け止めたい。今まで以上に後押しし、いずれ代表に押し上げたい」と話した。
民進党、国対委員長に山井氏　安住氏は代表代行

共同通信2016/9/17 21:38

　民進党の蓮舫代表は17日、新執行部の役員人事で山井和則国対委員長代理を国対委員長、安住淳国対委員長を代表代行にそれぞれ起用する方針を固めた。岡田克也前代表は常任顧問に就任。代表選で対立候補だった前原誠司元外相にも常任顧問を打診したが、前原氏は固辞した。江田憲司代表代行は続投要請に回答を保留した。政調会長には大串博志政調会長代理の昇格案が浮上している。党関係者が明らかにした。

　21日までに両院議員総会を開き、既に承認を得た野田佳彦幹事長以外の主要な役員人事を決める方針。

民進、政調会長に大串氏内定　野田幹事長の元首相補佐官
朝日新聞デジタル2016年9月18日06時45分
　民進党の蓮舫代表は１７日、新執行部人事で、政調会長に大串博志氏（５１）を内定した。大串氏は野田佳彦幹事長の首相時代に首相補佐官を務めた。今回の代表選では、蓮舫氏の推薦人になっていた。
　大串氏は当選４回。財務省出身で、民主党政権では財務政務官、復興政務官なども務めた。蓮舫氏は大串氏が自身と野田氏に近い上、政策通とされることから起用したとみられる。大串氏は代表選で、蓮舫氏の政策集の作成に関わった。
　蓮舫氏はこのほか、代表代行に安住淳国会対策委員長、国対委員長に山井和則氏を内定した。
執行部人事急ぐ＝「老壮青でバランス」－蓮舫民進代表
　民進党の蓮舫代表は１７日の読売テレビの番組で、幹事長を除く新執行部人事について「週末に固めたい」と述べ、人選を急ぐ考えを示した。「党内に広範な声があるので、老壮青のバランスを取りたい」とも説明したが、細野豪志元環境相に代表代行を打診していることには言及を避けた。
　蓮舫氏は党運営の要を担う幹事長に野田佳彦前首相を起用したが、旧民主党が政権から転落した「戦犯」との見方から反発の声が上がっている。蓮舫氏は野田氏について「失敗を繰り返さないと自覚を最も持っている人だ。安倍晋三首相に論戦で対峙（たいじ）できる人という意味でお願いした」と語り、適任との認識を強調した。　（時事通信2016/09/17-10:48）
蓮舫新代表、安住代表代行と山井国対委員長を内定
朝日新聞デジタル2016年9月17日10時57分
　民進党の蓮舫代表は新執行部人事をめぐり、代表代行に安住淳国会対策委員長、国会対策委員長に山井和則氏を内定した。山井氏は幹事長に就任した野田佳彦氏の首相在任中も民主党の国会対策委員長を務めた。
　蓮舫氏はまた、江田憲司代表代行を留任させ、辻元清美役員室長を組織委員長に起用する方針。代表代行には安住、江田両氏のほか、細野豪志元環境相も内定している。
　蓮舫氏は１７日午前の読売テレビの番組に出演。野田氏を幹事長に起用した理由について「安倍晋三首相に対して論戦を、経験を持ってできる人」と説明した。人事については「広範な声が党内にあるので、老壮青を含めてバランスを見たい」と語り、週明けまでに固める意向を示した。
＜辺野古訴訟＞裁判長「ほっとした　ありがとう」異例の感謝　憤る傍聴席

沖縄タイムス2016年9月17日 07:48

　「ほっとしたところであります。どうもありがとうございました」。１６日午後２時、多見谷寿郎裁判長は、約４分間の国側勝訴の判決言い渡しを安堵（あんど）の表情で締めくくり、県側代理人に一礼した。

　翁長雄志知事が敗訴した場合に「確定判決には従う」考えを明言したことへの異例の“感謝”に、県側代理人は硬い表情を崩さなかった。傍聴席からは「出来レースとしか思えない」と憤りの声が上がった。

　午後１時３０分すぎ、国側の代理人らが次々と入廷。談笑したりスマートフォンを触ったりするなど、余裕を漂わせた。１０分後に県側代理人が入ると、法廷は緊張感に包まれた。

　判決言い渡しでは、傍聴席まで内容が聞き取りづらく、市民からは「どっちが勝ったのか分からなかった」と不満の声も。傍聴した今帰仁村の男性（７５）は「一方的な判決だ。権力側ではなく弱い立場の側に立ってほしかった」と悔しさをにじませた。

辺野古移設「重要性変わらず」＝米
　【ワシントン時事】米国務省のカービー報道官は１６日の記者会見で、米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古移設をめぐる訴訟で国が勝訴したことに関し、「（辺野古移設が）重要だというわれわれの立場は変わっていない」と述べた。その上で「移設計画推進の重要性について、外交、防衛両面で、日本の当局者と常に連絡を取り合っている」と語った。（時事通信2016/09/17-10:10）
＜米軍ヘリパッド＞高江警備で意見交換　与党県議団と沖縄県警

沖縄タイムス2016年9月18日 10:28

　沖縄県東村高江周辺のヘリパッド建設に伴う警備などを巡り、県議会与党３会派の県議団が１４日、県警の担当幹部らと意見交換した。会合は非公開。

　県議らは、県警が民間作業員を警察車両で作業現場まで搬送したことなどについて「公正中立に見えない」として、説明を求めた。

　県警は「安全確保のため」などと回答し、県外から派遣されている機動隊の配備の規模などは「県公安委員会と県警の責任で判断した」と説明した。

　派遣された機動隊の車の燃料代などの経費が県警の予算から支出されていることについて、県警は同経費を国の補助が５０％認められる予算で工面すると説明。県議らは詳しい額などを明らかにするよう求めた。

　県議らは納得できる議論にならなかったとして、県公安委の委員長や県警本部長と意見交換する機会を設けるよう要請。

　終了後に会見した社民・社大・結の大城一馬会派代表は「引き続き意見交換し、議会でもしっかり議論する」と述べた。

しんぶん赤旗2016年9月19日(月)

高江ヘリ着陸帯建設工事　沖縄「慰霊の日」　弾圧指示出した　安倍政権　「妨害者」と住民排除

　沖縄県の米軍北部訓練場で日米両政府が進めるヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）建設工事をめぐり、「暮らしと豊かな自然が破壊される」と座り込みなどの抗議行動を粘り強く続ける東村高江地区の住民などを「妨害者」と決めつけ、全国から動員した機動隊による暴力的排除など無法の限りを尽くす安倍政権。その指示文書は県民の４人に１人が犠牲になった沖縄戦を悼み、戦争につながる一切を受け入れないと誓う「慰霊の日」に出されていました。(山本眞直)
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（写真）ヘリパッド建設に反対する住民と県民を「妨害者」と決めつけ、排除の前線に立つ防衛省職員＝７月21日、沖縄県東村高江の「Ｎ１」工事現場


　高江での政府の強権的な弾圧は、参院選沖縄選挙区で野党統一候補の伊波洋一氏が自民現職閣僚の島尻安伊子候補に１０万票の大差で勝利した翌日、７月１１日早朝を皮切りに始まりました。▽高江のヘリパッド建設予定地への資材搬入▽予定地の住民の監視用テントに機動隊が大挙して検問を実施▽全国から動員された機動隊が県道を封鎖し、反対する住民を暴力的に排除▽沖縄防衛局が法的根拠を示さず県道沿いの住民のテントを撤去―。

　いずれも法の拡大解釈や法的手続きのない無法・違法な行為です。現場には全国から集められたヘルメット、作業服姿の防衛省職員がピケを張るように対峙（たいじ）しています。

防衛省が文書

　そのもとになったのが同省の６月２３日付「防犯パトロール及び妨害活動に対する本省・地方防衛局職員の派遣について」という指示文書です。(7月２１日付既報)

　指示文書は、４月２９日、うるま市で発生した元海兵隊員の米軍属による女性暴行殺人事件をきっかけに官邸主導で始めた米兵犯罪を未然に防ぐとして繁華街などを夜間巡回する「防犯パトロール」にかこつけて出されました。

　「指示文書」の「妨害活動」とは何か―。同省は本紙の取材に、「米軍施設区域への業務上必要な人員や車両などの出入りをさまたげること」をあげ、米軍施設は「北部訓練場周辺」と回答しました。その理由に「北部訓練場のヘリコプター着陸帯の移設工事に関わる当局の業務量が大幅に増加することが予想されたから」としました。

　高江のヘリパッド建設は、１９９６年の日米のＳＡＣＯ合意（沖縄に関する特別行動委員会)で持ち出されました｡北部訓練場の北側の返還を条件に南側の高江地区に７カ所（最終的には６カ所）を新たに建設することに合意。しかし住民の反対で２００７年着工、０９年完成という計画が２カ所のみの完成で、残り４カ所は着工の見通しすら立ちませんでした。業を煮やした米軍から「早く」と迫られた安倍政権が「来年（１７年）３月完成」を打ち出したからです。

参列しながら

　「指示文書」は、６月２３日の「慰霊の日」（県条例で休日）に出されました。その日、糸満市で開かれた全戦没者追悼式で翁長県知事や県遺族連合会長などは異口同音に「この悲惨な戦争の体験こそが、平和を希求する沖縄の心の原点」とし、辺野古への新基地建設など「戦争につながる新たな基地建設に断固反対する」との強い思いを表明しました。

　追悼式には安倍首相、中谷元防衛相＝当時＝が参列しながらこの日、防衛省は県民を「妨害者」として排除するための指示文書を出したのです。

しんぶん赤旗2016年9月18日(日)

ヘリパッド阻止　闘志健在　沖縄・高江　定例の集中行動
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（写真）定例の集中行動に参加する人々＝17日、沖縄県東村高江


　沖縄県東村高江で１７日、米軍ヘリパッド＝オスプレイパッド（着陸帯）の建設工事を阻止しようと、毎週水・土曜日に行われる「集中行動」が県道７０号線沿いのＮ１ゲート前で開かれ、２００人以上が集まりました。

　福岡高裁那覇支部が前日、名護市辺野古の米軍新基地建設をめぐる訴訟で安倍政権の主張を全面的に認める不当判決を下したことへの怒りの声が相次ぐと同時に、高江・辺野古の工事阻止へ連日の行動を継続しようと確認しあいました。

　日本共産党県議団から３人が参加し、渡久地修議員は「昨日の判決は、司法が役割・任務を放り投げて、安倍政権の代理人になった最悪の判決だ」と厳しく批判しました。

　「オール沖縄会議」の高里鈴代共同代表は３月４日の国・県による「和解」以来、辺野古の工事が止まっていることについて「それまで長い間がんばってきたことの成果です。一日一日のたたかいを大切にして何としても辺野古・高江の工事を止め続けよう」と訴えました。

　沖縄平和市民連絡会の北上田毅さんは、高江の工事の進ちょく状況を報告。「予定されている４カ所のヘリパッドを建設するためには砂利だけでも１０トントラック１３００台分は必要だが、現在で４００台分程度。しかも、先日、ヘリで重機を空輸したＨ、Ｇ地区は手つかずであり、ノグチゲラの営巣期間（来年３月～６月）前に完了する見通しはたっていない」と指摘。「阻止行動で工事が遅れ、政府は焦っている。ゲート前での阻止行動がますます重要になっている」と訴えました。

有識者委、来週にも初会合＝福島廃炉で東電支援策－政府
　政府が、東京電力福島第１原発の廃炉費用の支援などを検討する有識者委員会の初会合を来週にも開くことが１６日、明らかになった。複数の財界人らが加わる方向で調整している。東京電力ホールディングスの経営改革も併せて議論し、費用負担の在り方について年内に一定の結論を出す方針だ。
　委員会は経済産業省と東電、原子力損害賠償・廃炉等支援機構のほか有識者らで構成。費用負担によっては、電気を利用する国民の負担増につながるため、オールジャパン体制で検討する。安易な救済策にならないよう、東電にも厳しい経営改革を求める。（時事通信2016/09/17-01:29）
ＴＰＰ年内承認を＝米大統領
　【ワシントン時事】オバマ米大統領は１７日、週末恒例のラジオ・インターネット演説で、連邦議会には環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の承認など「与野党で連携し年内に遂行すべき仕事がある」と訴え、速やかに審議、採決するよう求めた。
　大統領は「議会を主導している共和党は、行うべき仕事をしていない」と改めて批判。「ＴＰＰ承認は米国の雇用、賃上げを支える」と強調した。１０月から始まる新会計年度の予算案の承認も要請した。（時事通信2016/09/17-19:36）
「ＴＰＰは米国に恩恵」＝大統領が政財界に支援要請
　【ワシントン時事】オバマ米大統領は１６日、ホワイトハウスでオハイオ州のケーシック知事（共和党）ら政財界要人と会談し、来年１月までの任期中の環太平洋連携協定（ＴＰＰ）議会承認への支援を要請した。オバマ氏は「ＴＰＰにより米国は恩恵を得る。承認されなければ長期の損失を被るだろう」と力説した。
　会談にはポールソン元財務長官やＩＢＭのロメッティ最高経営責任者（ＣＥＯ）らも出席。大統領選でＴＰＰ批判が続く中、議会承認に向けた戦略を協議した。オバマ政権は、大統領選の共和党候補指名をトランプ氏と争ったケーシック氏らの協力を得て、伝統的に貿易自由化に前向きな同党内のＴＰＰ支持を広げたい考えだ。
　オバマ氏は会談の冒頭、中国がアジアで貿易ルールの整備に乗り出したと警告。ＴＰＰを通じ「米国が２０～３０年後も競争力を持てるようにしていく」と語り、支持を求めた。ケーシック氏は１６日のホワイトハウス定例記者会見に参加し、「ＴＰＰにより米国は国際社会のリーダーでいられる」と述べ、オバマ政権への同調を表明した。（時事通信2016/09/17-07:54）
トランプ氏、支持率で抜く＝クリントン氏の健康不安影響か－米ＦＯＸ調査
　【ワシントン時事】米ＦＯＸニュースが１５日発表した世論調査によると、大統領選でリードを保ってきた民主党候補ヒラリー・クリントン前国務長官（６８）が共和党候補ドナルド・トランプ氏（７０）に、一騎打ちを想定した全米支持率で逆転された。
　調査期間はクリントン氏が肺炎と診断されていたことが判明した１１日から１４日まで。診断後すぐに結果を公表せず、秘密主義と批判されたほか、健康不安説が再燃したことが影響した可能性もある。
　支持率はクリントン氏４５％、トランプ氏４６％で、トランプ氏が１ポイント上回った。他の調査によれば、選挙戦の行方を左右するとされるフロリダ州やオハイオ州でもトランプ氏がクリントン氏を抜き、他の激戦州でも追い上げを見せている。（時事通信2016/09/17-08:23）
憲法違反　明言避ける　別府署隠しカメラ事件 
大分合同新聞2016年９月17日


小嶋秀行県議の質問に答える松坂規生県警本部長＝１６日、県議会



　別府署の隠しカメラ事件を巡り、松坂規生県警本部長は１６日の県議会本会議で、署員がビデオカメラで隠し撮りをした行為は「犯罪に該当しない」との見解を示した。プライバシー権を保障した憲法１３条に対する認識についても「不適正な捜査だった」と述べるにとどまり、憲法違反に当たるかどうかの明言を避けた。質問に立った議員からは「納得できる答弁ではない」と不満が噴出した。
　この日は一般質問と議案質疑があり、小嶋秀行氏（県民クラブ）と堤栄三氏（共産）が追及した。
　「盗撮は犯罪ではないのか」との質問に、本部長は「盗撮の犯罪行為は、公共の場所などでの卑猥（ひわい）な行為を禁止した県迷惑行為防止条例で規定している」と説明。「別府署の行為は構成要件上、これに該当せず、犯罪ではないと考えている」と答えた。
　同様のビデオカメラ撮影について、「過去に捜査で使ったことはあるが、いずれも設置場所の管理者の承諾を得るなど適正に使用されている」と発言。ただ、どんな事件でどう使ったかなどの詳細は「今後の捜査に支障が生じる恐れがある」として明らかにしなかった。
　カメラ捜査を巡る最高裁判例は、憲法１３条を根拠に「何人も承諾なしに、みだりに容貌を撮影されない自由がある」としている。「憲法違反だ」と県議に指摘され、何度も見解を問われた本部長は「不適正な捜査だった」とのフレーズを繰り返した。
　県警は隠しカメラの設置を別府署の独断だったとして、関係した署員を処分した。本部は発覚まで知らなかったとしている。しかし、両県議は本部を含めた組織的な責任を追及。「参院選で野党候補に関連した摘発を増やせと、本部長らによる大号令が出ていたのではないか。本部の強い指示が事件を誘発したと考えられる」などとただした。
　本部長は「カメラ設置を判断したのは当時の別府署刑事官。本人は軽率な行為だったと言っており、そこに原因があったと考えている」と答弁。自身の責任は「県警の運営を預かる本部長として重く受け止めている。再発防止に努めることが、私に課せられた最も大きな責任ではないか」と述べた。
　本会議後、小嶋氏は「盗撮は犯罪ではないと答弁したことで、今後も同じ捜査が繰り返される懸念がある。公安委員会ではなく、明確な第三者を入れて再発防止策を検討すべきだ」と指摘。堤氏は「身内に甘く、うみを出し切れていない。２０日の常任委員会でも厳しく追及する」とした。
「豊洲」地下の説明が二転三転　駐車場→汚染浄化作業→配管保全

東京新聞2016年9月20日 朝刊

 　東京都が開設する豊洲市場（江東区）の建物下に土壌汚染対策の盛り土がなかった問題で、地下空間を設けた目的を巡って、都の担当者の説明が変遷している。石原慎太郎氏が都知事在任中の二〇〇八年、担当局長にコンクリート箱を埋める案の検討を指示する以前から、都側は盛り土案とターレ（小型搬送車）置き場案を併せて計画。その後は「浄化作業ができる空間」「配管や配線を維持管理する作業スペース」などと変わっている。都は歴代担当者を聴取し、週内にも小池百合子知事に経緯の調査結果を報告する。　（内田淳二）

　都の会議録などによると、建物下の地下空間に関する言及は、少なくとも〇六年十月にさかのぼる。都と築地市場（中央区）の関係者が新市場計画について協議する場で、都側が「スロープ（坂）で地下のターレ置き場に接続する計画になっている」と説明していた。

　その後、新市場予定地で高濃度のベンゼンなどが検出されたのを受け、都は〇七年四月、土壌汚染対策を検討する専門家会議を設置。翌月の初会合で、都側は盛り土案とターレ置き場案を併せて提案したが、委員から「有害物質が建物内に入る恐れがあるため、地下施設は造らない方がいい」と指摘され、ターレ置き場案は消えた。

　石原氏が「コンクリートを埋め込むことで、ずっと安くて早く終わるんじゃないか」と担当局長に検討を指示したのは、翌〇八年五月ごろ。しかし同年七月、専門家会議は敷地全体の盛り土などの土壌汚染対策を提言した。

　具体的な工法を検討する有識者の技術会議では同年十二月、都側は「万が一、地下水から環境基準を超える汚染物質が検出された場合にも、たとえば建物下で浄化ができるような作業空間の確保を考えている」と言及。地下空間が図面に初めて示されたのは一一年六月、基本設計を受注した日建設計（千代田区）が作成したものだった。

　だが、その後も都の担当者は都議会などで「敷地全体を四・五メートルのきれいな土で覆っている」と答弁し、土壌汚染対策の万全さをアピールしてきた。実際は約四十ヘクタールの敷地のうち三割を占める建物下は盛り土されていなかった。

　問題が発覚した今月十日、都の担当者は地下空間の目的について「下水管や電気の配線を通すので、メンテナンス用の作業空間を確保する必要があった」と、従来とは違う説明をした。
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豊洲市場、地下は「モニタリング空間」　元担当者が証言
朝日新聞デジタル2016年9月19日07時27分
　東京都の築地市場（中央区）から移転する予定の豊洲市場（江東区）で、盛り土がなかった主な施設の地下空間について、都の担当部局が将来新たに地下水汚染が見つかった際、状況を調べたり取水などの汚染対策に使ったりする「モニタリング空間」と呼んでいたことが分かった。
　都中央卸売市場の元担当者が朝日新聞の取材に応じ、「将来的なリスクへの対応を考えた結果だった。技術系職員は全て地下空間の存在を知っており、通称で呼んでいた」などと話した。技術系職員で広く認識されていたことが明らかになり、なぜ庁内全体で情報が共有されず、専門家に報告しなかったのかの解明が今後の焦点となる。
　豊洲市場の敷地については、環境基準を大きく上回る有害物質が検出された。土壌汚染を取り除く方法として０８年、都の「専門家会議」が盛り土などによる対策を提言していた。【続きあり】
豊洲「盛り土」答弁、繰り返した都　都議「我々も同罪」
朝日新聞デジタル2016年9月19日10時24分

東京都議会での盛り土を巡る都側の主な説明
　築地市場（東京都中央区）が移転する予定の豊洲市場（江東区）の主な建物の下に土壌汚染対策の盛り土がない問題で、都が都議会で「敷地全体をきれいな土で覆う」との答弁を繰り返していた。技術系職員の間では地下空間が必要との認識が共有されていたのに、なぜ実態とかけ離れた答弁がまかり通ったのか。背景の検証が焦点になる。
　土壌汚染対策をめぐっては、都が委嘱した専門家会議が２００８年７月、敷地全体で２メートル分の土を入れかえ、その上に２・５メートルの盛り土をすることを提言した。ところが、１１年６月に完成した基本設計には、専門家会議の議論で想定されていなかった地下空間が設けられていた。
　都議会の議事録によると都は少なくとも０６～１５年、豊洲市場の敷地全域で土の入れ替えと盛り土をして、土壌汚染対策に万全を期すとの答弁を重ねてきた。
　専門家会議の提言の約２年前の０６年１０月、土壌汚染処理の方法を問われた当時の新市場建設調整担当部長が「掘削区域を安全な土壌で埋め戻し、市場用地全体に２・５メートルの盛り土を行う」。０７年２月には「新市場予定地全面にわたって二重、三重の対策を講じ、（汚染物質と）空気との接触を遮断する」と説明した。
　こうした答弁は、１１年６月に基本設計が完成した後も変わらず、１５年までの４年間で少なくとも２０回近くに及ぶ。整備工事が進んでいた１４年１２月でさえ、基盤整備担当部長が「敷地全体を全てきれいな土に入れ替え、その上に２・５メートルの盛り土を行うことで、合わせて４・５メートルのきれいな土で覆っております」と答弁。最近では１５年１０月にも同様の答弁があった。
　しかし、実際には青果棟や水産卸売場棟など主要な建物の地下はおおむね４・５メートルの深さまで空洞になっている。その面積は計約１３万４４００平方メートルで、土の入れ替えと盛り土がされたのは、約４０万平方メートルの敷地面積のうち７割弱にすぎないことになる。
　この地下空間は新市場の建物建設に関わる技術系職員の間では通称「モニタリング空間」と呼ばれ、将来の地下水汚染などに備える作業場として広く認識されていたことが１８日、明らかになった。にもかかわらず、なぜ実態を反映しない答弁が続いたのか。かぎは土壌汚染対策の担当部門と建物の建築にあたる部門の連携にありそうだ。
　盛り土に関する質問への答弁は、市場を管理する都中央卸売市場のうち汚染対策の所管部署が担当することが多かった。答弁経験のある幹部職員は「汚染対策の全体的な考え方を述べてきた」といい、建築の状況と合わせた説明ではなかったと弁明した。
　議会で答弁した別の幹部職員は「地下部分の面積や規模について把握していなかった。縦割りと言われるかもしれないが、担当が違うので建築のことは正確には知らなかった」と話す。地下を使う計画があることは知っていたが、専門家会議の提言との整合性には思いが至らなかったという。「土壌汚染対策の説明をする場だったので、具体的な地下の使われ方を意識しなかった」
　都議会には戸惑いと反発が広がる。移転を進めてきた自民のベテラン議員は「一貫して同じ答弁で、事実に全く気づけなかった」と驚く。ただ、地下利用を示す公表資料もあり、「我々も同罪という部分はある」。都議会公明党の長橋桂一幹事長は現地を視察した１４日、「議会や都民に説明がなかった。重大な局面だ」と強調した。
　問題を先行して調査してきた共産党都議団も、２８日開会の都議会で経緯を厳しく追及する構えだ。
■担当部署の強化、小池知事が指示
　豊洲市場をめぐる問題について、リオデジャネイロ出張中の小池百合子都知事は１７日（日本時間１８日）、担当する都中央卸売市場の人員を増やし、態勢を強化する方針を明らかにした。報道陣に「私が帰国するまでの間に、局長級をはじめとする幹部の異動ができるように指示をした」と述べた。異動規模は数人で、「信頼回復のために（問題の）客観的、科学的な分析が必要」とも話した。
豊洲市場、０９年まで「高床式」案…盛り土前提

読売新聞2016年09月19日 08時42分

　東京・築地市場（中央区）の移転先となる豊洲市場（江東区）の建物下に盛り土がなかった問題で、都は少なくとも２００９年頃まで、豊洲市場の建物は盛り土を前提にした「高床式」にする案を検討していたことが、元都中央卸売市場幹部の証言で分かった。

　しかし、１１年の建物の基本設計段階では地下空間案に変更されており、都は計画変更の経緯を調べている。

　専門家会議は０８年７月、土壌汚染対策として豊洲市場の敷地全体に深さ４・５メートルの盛り土をするよう都に提言。元幹部によると、都は提言を受けて内部で議論し、盛り土の上に建物を建設して、基礎を高床式にすることにしたという。

　元幹部は「建物の下の地下水で将来汚染が確認された場合、浄化作業をする空間が必要という意見で一致した」と証言。当時の認識については、「建物の下に地下空間を設けるという考えはなく、盛り土は絶対だった」と話した。【続きあり】
豊洲市場 　０９〜１０年の担当職員聴取　都、経緯調査
毎日新聞2016年9月19日　07時00分（最終更新　9月19日　07時00分）
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２００９年当時の豊洲市場に関連する主な組織
　東京都の築地市場（中央区）からの移転が延期された豊洲市場（江東区）の主要建物下に土壌汚染対策の盛り土がされなかった問題で、２００９年７月〜１０年７月に担当部局「中央卸売市場」に所属していた職員を中心として、都が聞き取り調査に乗り出していることが都幹部への取材で分かった。「盛り土計画」はこの時期に変更されたとみられることが、都関係者の証言で判明している。都も認識している模様で、計画が変更された経緯や目的を詳しく調べている。【円谷美晶、森健太郎、川畑さおり】 
　築地市場の移転先となる豊洲市場の土壌汚染対策や建設計画、工事発注、外部有識者の会議の事務局などは、中央卸売市場が担当した。問題の時期は石原慎太郎氏が知事で市場関係の担当副知事は佐藤広氏、部局トップで都の局長級の市場長は岡田至氏が務めていた。豊洲市場を主に担当するのは管理部だった。 
　岡田氏の前任で０６年７月〜０９年７月に市場長を務めた比留間英人氏によると、工法を検討する専門家の技術会議が０９年１月の会合で敷地全体に盛り土をする方向性を確認した後は建物下を空洞にする案が検討されることはなかった。一方、市場に関わった都幹部によると、１０年７月時点で既に建物下を空洞にすることになっていた。このため０９年７月〜１０年７月の間に計画が変更されたとみられる。 
　都も把握しているとみられ、この間に中央卸売市場に所属していた職員に対し、数日前から本格的な聞き取り調査に着手した。建物下に盛り土をしない判断をした経緯や計画変更を有識者の会議や都民に公表しなかった理由などについて岡田氏らから事情を聴いている模様だ。結果は、外部有識者の「市場問題プロジェクトチーム」にも報告される。 
　岡田氏は１８日、「結果が出されるまでは個別の取材は控えさせていただく」とコメントした。 
豊洲の盛り土問題、週内にも報告へ　リオで小池知事表明
朝日新聞デジタル2016年9月19日18時56分
　東京都の築地市場（中央区）から移転する予定の豊洲市場（江東区）で、主な施設の下に土壌汚染対策の盛り土がされていなかった問題で、小池百合子知事は１９日、出張中のリオデジャネイロで報道陣に「経緯など様々な調査を進めるように指示した。戻り次第、調査結果を知りたい」と述べた。週内にも調査結果を公表するとみられる。
　小池知事は、市場の施設設計時に知事だった石原慎太郎氏と面会する考えについても質問され、「調査結果を見て、必要性があればと思いますが。まず結果を見たい」と話した。２１日午後に帰国する予定。
　小池知事が１０日に問題を公表して以降、都は、担当する都中央卸売市場の当時の担当者らから聞き取り調査を続けている。１９日は、市場長経験者ら幹部を中心に、盛り土がされず地下に空間を設けた経緯などについて話を聞いた。
豊洲の魚「売れないのでは」＝買い出し人も不安視－築地市場


仲卸や量販店などの仕入れ担当者でにぎわう築地市場の鮮魚卸売場＝１７日
　築地市場（中央区）の江東区・豊洲への移転延期や、新市場で土壌汚染対策に必要な盛り土が一部で行われていなかったことを受け、卸や仲卸だけでなく、買い出し人からも不安や疑問の声が高まっている。
　茨城県龍ケ崎市からほぼ毎日、築地市場に鮮魚を仕入れに来る水産物問屋梶谷水産の梶谷武輝社長は「次々と出てくる（豊洲市場の）不安な情報に（地元などの）取引先は敏感になっている」と話す。
　豊洲の土壌に関する安全宣言が出たとしても、都への不信感が高まっているため「開場後もいつ風評被害が起こるか分からない。そうなれば豊洲の魚はたちまち売れなくなる」と不安げな表情だ。
　首都圏の百貨店で「築地直送」を掲げて、鮮度や品質をアピールする鮮魚専門店「魚力」も豊洲市場のイメージを心配する。魚力の経営企画室では「移転後に『豊洲直送』とうたっても、この状況では消費者に受け入れられないのでは」とみる。今後の対応にも慎重になっており、豊洲移転後に支障が出れば、大田市場（大田区）に持つ拠点の有効活用も検討する。
　長年、築地市場に足を運ぶ世田谷区のすし店主も「現状では豊洲の魚は受け入れられない。多少は割高だが産地直送などへの切り替えも考えている」と打ち明ける。（時事通信2016/09/17-07:10）
豊洲移転、長期化の見通し　安全性、再検証スタート

共同通信2016/9/17 20:25

　築地市場（東京都中央区）の移転先となる豊洲市場（江東区）の建物下に盛り土がなかった問題で、土壌汚染対策検討のため8年ぶりに再設置された有識者による「専門家会議」が17日、安全性の検証を事実上スタートさせた。パラリンピック視察中の小池百合子知事の帰国を待って本格的な調査に移るが、「食の安全」への信頼を回復するのは容易ではなく、移転時期が大幅に遅れるのは避けられない見通しだ。

　専門家会議の座長を務める放送大和歌山学習センターの平田健正所長は17日、都庁で記者会見し「敷地全体で盛り土をするという前提が崩れている。安全性の再検証が必要だ」と指摘した。

平田座長会見の一問一答＝豊洲市場問題
　専門家会議の平田健正座長が１７日行った会見の主なやりとりは次の通り。
　冒頭発言　９月１０日、市場担当者から、地下に４．５メートルの盛り土がされていないと新聞に載ったと知らせがあり、とても驚いた。なぜ盛り土がされなかったか、説明を頂かないと話が前に進まない。ただし事実関係を確認するだけで、責任追及の場ではない。いろんな情報が出ているが、現状を見て（安全性を）再評価することに尽きる。
　－知らせを受けた時に感じたことは。
　あくまで提言なので、それをどう実現するかは都の裁量権の範囲。提言の前提条件が崩れているから再度検討する必要があると感じた。
　－共産党の調査では地下空間のたまり水からヒ素が出た。
　都のデータでもヒ素が出ている。地下水の影響を受けている可能性はある。もし地下から上がってきた水にベンゼンなど揮発性物質が含まれていれば、空間の中にたまる可能性があることは懸念すべきだ。
　－地下空間に再び盛り土をする可能性は。
　いろんな施設が入っており、物理的には難しい感じがする。改めて盛り土を入れるかを含めいろんな可能性を検討する。
　－調査結果はいつごろ発表するか。
　すぐに何かをしてすぐに終わる問題ではない。いつまでというのは予想もつかない。
　－当初の専門家会議で、地下空間の利用が議題になった記憶は。
　２００７年５月の第１回会議で私の発言がある。地下空間を造らないという発言と受け止めてもらっていい。
　－都の検査でヒ素、六価クロムが出た。
　環境基準以下なので全然問題ない。
　－ベンゼンは揮発して空気中にあるのでは。
　ご心配になっていることは全て採り上げる。現在、地下の大気濃度は測っていると思う。
　－都への感情は。
　提言と違ったことをするのであれば、まず一番の当事者（の市場関係者）に（説明）するのが大事。コミュニケーションが欠けていたのかなと。
　－盛り土４．５メートルの根拠はどこから？
　もともと都が諮問した内容だ。
　－地下空間は盛り土と同じ機能を発揮するか。
　現状を精査してこれが本当に盛り土と同等かチェックしないといけない。必要なことがあれば何らかの対策を行う。（時事通信2016/09/17-18:44）
豊洲市場問題、長期化へ＝専門家会議で再検討－東京都


東京都の豊洲市場の土壌汚染対策をめぐる問題で記者会見する専門家会議の平田健正座長＝１７日午前、東京都庁
　豊洲市場（東京都江東区）の主要施設の地下で、土壌汚染対策の盛り土が行われていなかった問題が長期化の様相を見せ始めた。小池百合子都知事は、盛り土を含む提言を行った専門家会議を再招集し、調査結果を待った上で移転時期を判断する方針だが、見通しは立っていない。
〔写真特集〕豊洲市場の土壌問題～地下空間に水～
　専門家会議座長を務めた平田健正放送大学和歌山学習センター所長は１７日の会見で、「前提条件が崩れた。再度（安全性を）検討する必要がある」と強調した。
　専門家会議は２００８年７月に敷地全体での盛り土の実施を提言。しかし、委員に無断で５棟の施設に配管を通す地下空洞が設置された。平田座長に事実が知らされたのは、小池氏が空洞の存在を発表した今月１０日の朝で「盛り土がなかったんだと驚いた」と語る。提言内容と異なる工事を説明なしに行ったことについて「コミュニケーションが欠けていた」と都の姿勢を批判した。
　豊洲市場では青果棟など３棟の地下空洞に水がたまっており、都の調査で微量のヒ素などが含まれていることも判明。平田座長は由来が地下水であることを示唆し、新たな安全対策に関して「改めて盛り土するかも含めていろいろな検討をする」と話した。ただ、結論の時期については「何かをしてすぐに終わる問題ではない。いつまでというのは予想がつかない」と明言を避けた。　
　一方、小池氏は専門家会議と別に「市場問題プロジェクトチーム」を立ち上げ、盛り土を見送った決定までのプロセスや当初計画の３倍近い２７５２億円へ増大した建設費などを検証させる。不透明な経緯を明らかにしたい考えだが、相次ぐ問題発覚で移転にいつめどが立つか「全然見えない」（幹部）状況だ。（時事通信2016/09/17-18:40）
建物地下の水、微量のヒ素と六価クロム検出　豊洲市場
朝日新聞デジタル2016年9月17日11時28分

豊洲市場の「水産仲卸売場棟」（手前左）と「水産卸売場棟」（手前右）。右奥の建物は「青果棟」＝１４日、東京都江東区、朝日新聞社ヘリから、竹花徹朗撮影






　豊洲市場（東京都江東区）の建物の地下にたまっていた水について、都は１７日、水質調査結果を発表した。環境基準を下回る微量のヒ素と六価クロムが検出されたが、ベンゼンやシアン化合物などは検出されなかった。１３日に主な３棟の地下で採った水を検査したという。専門家会議座長の平田健正（たてまさ）氏は会見で「（検出された数値は）全然問題ない」と話し、ヒ素が検出されたことから「地下水の影響が出ている可能性がある」と指摘した。
　結果によると、ヒ素は環境基準（１リットルあたり０・０１ミリグラム）に対し最大で０・００３ミリグラム、六価クロムは基準（１リットルあたり０・０５ミリグラム）に対し０・００５ミリグラムがそれぞれ検出された。
豊洲問題、専門家会議で再評価　座長「前提が変わった」

共同通信2016/9/17 14:16

　築地市場（東京都中央区）の移転先となる豊洲市場（江東区）の建物下に盛り土がなかった問題で、土壌汚染対策を検討するため再設置された有識者による「専門家会議」の座長を務める放送大和歌山学習センターの平田健正所長が17日午前、都庁で記者会見し「敷地全体で盛り土をするという前提が変わったので、現状を見て安全性を再評価する」と述べた。

　また、都は同日、豊洲の建物の地下空間で採取した水を検査した結果、環境基準を下回る微量のヒ素と六価クロムを検出したと発表。平田氏は、環境基準を上回る有毒物質は検出されなかったとして「（安全性に）問題はない」と強調した。

「なぜ盛り土なし」説明を＝専門家会議座長が会見－豊洲市場の土壌汚染問題・都


東京都の豊洲市場の土壌汚染対策をめぐる問題で会見する専門家会議の平田健正座長（右）＝１７日午前、東京都庁
　東京都の豊洲市場（江東区）の土壌汚染対策をめぐる問題で、改めて設置する専門家会議の座長を務める平田健正放送大学和歌山学習センター所長らが１７日、都庁で記者会見を行った。平田座長は主要施設の下で土壌汚染対策としての盛り土が行われていなかったことについて「なぜ、なされなかったのか説明いただかないと話が前に進まない」と述べ、都がこうした判断をした経緯と安全性の確認、対応策の検討を進める考えを示した。
〔写真特集〕豊洲市場の土壌問題～地下空間に水～
　一方、都は同日、１３日に採取した青果棟など主要施設の地下にたまる水から有害物質ベンゼンは検出されず、環境基準を下回る微量のヒ素と六価クロムが検出されたとの調査結果を発表した。平田座長は「地下水の影響を受けているのでは」とし、たまり水が地下水由来のものであるとの見方を示した。ヒ素などに関しては「環境基準値よりかなり低いので大丈夫」と述べた上で、詳細な調査を行う方針を強調。検証結果をまとめる時期は明言しなかった。
　専門家会議は２００８年７月、敷地全体に盛り土を行うよう提言していたが、今月１０日、主要施設の地下が空洞になっていたことが判明。都は、現状の安全性を評価するため、かつての委員を再び招集することにした。
　メンバーは他に、駒井武東北大大学院教授と内山巌雄京都大名誉教授。
　会見には、専門家会議にオブザーバーとして参加する「市場問題プロジェクトチーム（ＰＴ）」座長の小島敏郎元環境省地球環境審議官も出席。耐震性や建設費の高騰などについて検証する考えを明らかにし、「９月の終わりには第１回ＰＴを開催したい」と述べた。


パラリンピックの閉会式出席のためリオデジャネイロ入りし、記者団の質問に答える東京都の小池百合子知事＝１６日
　これに関連し、パラリンピックの閉会式に出席するためリオデジャネイロ入りした小池百合子都知事は「豊洲における食の信頼を失うことは大変なダメージになる。信頼できる情報をしっかり提供していく」と記者団に強調。「徹底して客観的に、これまで何があったのか、誰がどこで何を決めたのかを明確にしていきたい」と述べた。　（時事通信2016/09/17-13:30）
豊洲移転延期　長期化も　専門家会議　安全性、再検証へ

東京新聞2016年9月18日 朝刊

　東京都が開設する豊洲市場（江東区）の建物下に土壌汚染対策の盛り土がなかった問題で、安全性を再検証する「専門家会議」座長の平田健正（たてまさ）・放送大和歌山学習センター所長は十七日、都庁で記者会見し「すぐに何かをして、すぐに終わる問題ではない。いつまでというのは予想もつかない」と語った。当初は十一月七日の予定だった築地市場（中央区）からの移転延期が長期化する可能性が出てきた。

　専門家会議は二〇〇八年、盛り土を柱とする土壌汚染対策を提言して解散したが、都は提言に反して建物下で盛り土をせず、地下空間を設けていたことが判明。再招集された平田座長は「提言の前提条件が崩れている。現状を見て、安全性を再評価する必要がある」と指摘した。

　ベンゼンなどの有害物質が揮発し、地下空間の大気に含まれる可能性もあるとみて、さまざまな実測データを検証し、必要な対策を検討する意向を示した。

　これと連携して、都が十六日付で設置した有識者八人による「市場問題プロジェクトチーム（ＰＴ）」は、移転費用や運営コストの妥当性、市場施設の構造などに問題がないかを調べる方針。施設を設計した日建設計（千代田区）にもヒアリングするという。

　座長の小島敏郎・元環境省審議官は「土壌汚染対策が優先的な課題。それとの見合いでＰＴも検討を進める」と説明。都が地下空間を設けた経緯も検証する考えで「都の公表資料をみると、（盛り土がないことを）隠していなかったが、説明をちゃんとしなかった過失がある」と語った。今月中に初会合を開く方向で調整している。

　一方、都は十七日、地下空間にたまっていた水を十三日に採取し、水質調査をした結果を発表。ベンゼンやシアンは検出されなかったが、青果棟と水産仲卸売場棟ではヒ素（環境基準一リットルあたり〇・〇一ミリグラム）が最大〇・〇〇三ミリグラム、青果棟では六価クロム（同〇・〇五ミリグラム）が〇・〇〇五ミリグラム検出された。

　平田氏は「ヒ素は自然界に存在するレベルで、六価クロムとともに環境基準以下なので問題ない」と語った。ヒ素は雨水に含まれているケースはめったにないため「地下水の可能性が高い」とも指摘し、六価クロムは真新しいコンクリートに接すると検出されることがあると説明した。

「盛り土したもんだと…」　豊洲市場の認識、庁内にずれ
朝日新聞デジタル2016年9月18日03時02分


　「昨年ごろ知った」「問題ないと思った」――。盛り土がされていなかった東京都の豊洲市場（江東区）をめぐり、前副知事が証言した。都庁内のずさんな情報共有は地下空間が設けられた問題検証の焦点で、都のプロジェクトチームが経緯を調べる。専門家会議も小池百合子知事の依頼を受けて再開され、安全性を再検証する。
　「両方の思い込みがそのままにきて、今回のような事態になっている」。市場問題プロジェクトチーム座長の小島敏郎・青山学院大教授は１７日の記者会見でそう話した。「盛り土をしている」と考えてきた職員と「地下に施設を造った」と把握していた職員――。小島氏は、双方の連携不足が深刻な事態を招いた一因とみている。
　「技術屋（技術担当の職員）はみんな知っていたはず。ただ、それ以外は地下の空間まで気にしない」。市場移転を担当してきた都幹部の一人も、部署間に情報共有の壁があったことを認める。建物設計の担当者の間で、どこまで「盛り土」の必要性が共有されていたのか。都が進める検証の焦点になっている。
　外部への情報発信も正誤が入り交じっていた。都のウェブサイトなどで「盛り土をした」と説明し続けたが、別のページには地下に施設を設けたことが分かる資料なども載っていた。
　「広報担当の事務職員は、設計が途中で変わるとは思わない。心底、『盛り土がある』と思って情報発信をしていた」。元都幹部の一人は、都庁内の雰囲気をそう振り返る。結果として、都庁中枢すら、大型プロジェクトの根幹に関わる内容変更を数年も知らない事態が続いてきた。
　「恥ずかしながら全く知らなかった。盛り土をしているもんだと思ってた。（資料を）見て気づければ良かったけど、なかなか難しい」。市場を管理する都中央卸売市場長の経験者も、そう語る。【続きあり】
前副知事、地下空間「昨年ごろ初めて知った」　豊洲市場
朝日新聞デジタル2016年9月18日03時00分
　東京都の築地市場（中央区）から移る予定の豊洲市場（江東区）で、主な建物下に土壌汚染対策の盛り土がない問題で、都の前副知事が「地下に空間があることを昨年ごろ初めて知らされた。きちんと（市場の関係者らに）説明されていると思っていた」と朝日新聞の取材に話した。都庁中枢まで正しく情報共有されてこなかった実態を示すもので、問題に関する調査の焦点にもなっている。
　取材に応じたのは、２０１３年１０月に市場担当の副知事に就き、今年６月に退任した前田信弘氏。豊洲市場の地下空間について「建設がだいぶ進み、開場の準備も始まっていた昨年ごろ、地下部分の存在を初めて聞いた」と明かした。前任者からの引き継ぎはなく、任期途中で初めて聞く話で、少し驚いたという。
　豊洲市場の建設が有識者による「専門家会議」や「技術会議」の提言を受けて進められた経緯を念頭に、「専門家の確認はとってあるのか」と市場担当の部下に聞いたところ、「はい」と回答があったため「それなら問題ない」と判断したという。
　前田氏は「今思えば、どの時点での『専門家の確認』かなど、しっかり詰めるべきだった」と話す。都が、地下空間の情報をこれまで公表しなかったことについては、「隠すような話との認識はなく、当然、きちんと説明されているものだと思っていた」と述べた。「市場関係者にもきちんと説明できていないのは大きな問題」と認めた。
　盛り土がされなかった経緯については「（１１年に）市場の基本設計を担当した者でないと正確な説明はできない」と繰り返した。【続きあり】
石原氏、コンクリ検討指示認める　発言を修正

共同通信2016/9/17 22:21
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報道陣に公開された豊洲市場の水産仲卸売場棟の地下空間＝16日、東京都江東区　元東京都知事の石原慎太郎氏は17日、都内で報道陣の取材に応じ、豊洲市場の建物下にコンクリートの箱を埋める案について、これまでの発言を修正し、「（自分が）専門家から聞き、都の幹部に検討したらどうだと言っていた」と述べた。

　検討を指示した後は「コンクリート（で地下空間）を造る計画は一切報告を受けていない」と説明した。

　石原氏は知事だった2008年5月の定例記者会見で、海洋工学の専門家が「（汚染対策は）違う発想で考えたらどうか」と発言していると紹介。長所として工費の安さや工期の短さを挙げ、当時の担当局長にコンクリ案を検討するよう伝えたことを明らかにしていた。

石原氏が発言訂正、地下利用案「私が言った」　豊洲市場
朝日新聞デジタル2016年9月17日19時01分
　豊洲市場（東京都江東区）の盛り土がない問題に関連し、石原慎太郎・元東京都知事は１７日、在任中の２００８年に定例会見で建物の地下利用案に言及したことについて、「（外部の）専門家からこういう話があるから考えた方がいいと（当時の都中央卸売市場長の）比留間英人氏に言った」と述べた。「市場長から聞いた」としていた自身の説明を訂正した。
　石原氏は同日、「元秘書が詳細を覚えていた」として報道陣に説明し直した。石原氏の案は採用されておらず、建物の地下に空洞がある現在の設計になったことについては「一切報告をうけていない」とした。
社説　東アジア交流　広がる「親日」を見据えて
西日本新聞2016年09月17日 10時30分 
　「近くて遠い」と形容されてきた日本と近隣諸国・地域の距離感が、もはや過去のものになりつつある。この変化を単に経済成長という物差しで測るのではなく、戦後の日本が平和憲法の下で培ってきた「国力」として捉えたい。
　訪日客の激増ぶりである。日本政府観光局の推計によると、今年１～７月の訪日客は１４０１万人に達した。過去最高を記録した昨年同期を３００万人近く上回り、全体の７割超を中国、韓国、台湾、香港からの来客が占めた。
　かつてない動きである。欧米からの来客も増えているものの、東アジアで広がる日本人気こそが観光業界に活気をもたらしている。
　日本は過去と向き合いつつ、隣人への援助を長年惜しみなく続けてきた。それが東アジアの発展につながり、今や富裕層に限らず海外旅行を楽しめる中間層が拡大した。巡り巡っての恩恵である。
　▼排除から受容へ転換
　安倍晋三政権は「観光立国」を掲げ、訪日客誘致を成長戦略の柱の一つに位置付けている。加えて今の流れを「地方創生」の原動力にしたい、と意気込む。
　２０２０年までに年間２千万人－としていた従来の誘致目標を一気に４千万人へ倍増した。３０年までには６千万人を目指すという。昨年の訪日客が東アジアを中心に１９７３万人と、爆発的な伸びを見せたからだ。
　要因は何か。端的に言えば、「排除」から「受容」へ－。日本の入国管理行政の転換である。
　入国査証（ビザ）要件や免税品目の大幅な緩和、入国手続きの円滑化など、東アジアの発展と連動する形で諸改革を進めてきた。
　それらが訪日ラッシュにとどまらず、「反日」「嫌日」から「知日」「親日」へと対日観を新たにする人々を増やしている。そうした大局の流れに着目したい。
　▼百聞は一見にしかず
　中国の一般の人々が日本観光を楽しめるようになったのは、つい最近のことだ。
　日本は２０００年から北京市、上海市、広東省に限って団体観光ビザの発給を始めた。不法滞在や不法就労を恐れたためだ。団体ビザの対象を中国全土に広げたのは０５年、条件付きで個人観光ビザの発給を開始したのは０９年からだ。
　香港、台湾、韓国の人々はビザなしでの短期日本滞在が可能だ。それを解禁したのも、訪日客誘致の「ビジット・ジャパン事業」を開始した０３年以降のことだ。
　百聞は一見にしかず－である。日本の食の安全、治安の良さ、平和志向の国民性、おもてなしの精神…。これらに触れた訪日客から「驚いた」「感激した」という声を聞く。観光庁のサンプル調査では、東アジアからの来客の９割は訪日旅行について「満足した」「また来たい」と回答している。
　無論、過去を消し去ることはできない。言語や文化の違いも厳然とある。日本側では「反中」「反韓」ムードが先行し、中韓に渡航する人は減少傾向にある。それでも交流を広げ、互いの国情を知ることが隣国間の紛争の「抑止力」につながっていくのではないか。
　▼「近くて近い」関係へ
　主役は九州であろう。地理的にも歴史的にも隣人との関わりは深い。友好都市交流のネットワークも広い。熊本地震では、中国や台湾などから支援の声が多く寄せられた。
　今年上半期の九州への訪日客は過去最高の１６６万人（前年同期比４４％増）に達した。うち、９割は東アジアの人々が占める。
　国家と国家の間では、政治的な利害が複雑に絡み、緊張や摩擦が絶えない。その一方で、国民同士の関係、地方と地方の距離はじわじわと縮まっている。
　九州と大連や香港、九州と釜山や台北など、この地域ならではの人の往来が長年にわたって地道に紡がれ、それが確実に広がりを増していることもまた事実だ。
　東アジア大交流時代の到来－。
安倍首相に進言したい。成長戦略も重要である。対中・対韓外交は一筋縄ではいかない。けれども、ここは「観光立国」プラス「隣人交流の促進」を前面に掲げてはどうか。今の訪日ラッシュがしぼめば、新たな誘致目標の達成はおぼつかない。「近くて近い」関係へ－。長い目でみれば、それこそが日本の国益につながろう。
中日新聞2016年9月19日
 社説　宝の言葉を平和の種に　敬老の日に考える
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　何か大きなものが後ろから、近づいて来るようです。おじいさん、おばあさん、戦争の話をしてください。私たちは宝の言葉を平和の種に変えてまく。
　百年の歴史が残した宿題でした。
　愛知県大府市の至学館大学で助教を務める越智久美子さん（３９）は十年前、母校でもある学園の百年史の編纂（へんさん）を任された。
　＜昭和２０年６月／名古屋大空襲、学徒動員で愛知時計船方工場に動員されていた学生や、本学の学生３１名と教諭１名が爆死＞
　旧来の資料を引き写し、分厚い本文の末尾に添えた「沿革」のこの数行、とりわけ＜３１＞という数が、なぜか頭を離れなかった。
　太平洋戦争末期の一九四四年、学徒勤労令、女子挺身（ていしん）勤労令の名の下に、女学生も「準軍属」として軍需工場で働かされた。
　当時の愛知時計電機は精密機械造りの実績を買われて軍需部門を拡大し、兵器の製造を主力に据えていた。関連の愛知航空機は、中島や三菱と並ぶ戦闘機の生産拠点。当然、空襲の標的でした。
　四五年六月九日の熱田空襲。米軍は、名古屋市熱田区の愛知時計船方工場周辺に、五百キロ～一トンの爆弾計約五十発を投下した。
　今、愛知・名古屋が誇る航空宇宙産業は、このような歴史の上に立つ。愛知県の学徒の死者は全国最多といわれています。
　学園史編纂を機に越智さんは、近現代史を講じ始めた。その後、男の子に恵まれた。
　ところが「戦後七十年」が近づくに連れ、なぜか気持ちがもやもやとして落ち着かない。
　学生や子どもたちの行く末に漠然とした不安を感じ、空襲で亡くなった＜３１＞人の名前を知りたくなった。
　可能なら、その人たちが、どのように生き、どのように死んだのか、短すぎた人生を、今という時代に問うてみたい。
　調査を始めた越智さんが訪ね歩いた卒業生は、約百人。徴用があった当時は、十二歳から十五歳という人たちです。その時すでに卒寿に近い先輩たちの記憶もたぐり、厚生労働省や靖国神社の記録などとも照合し、＜３４＞人の名前をすべて明らかにすることができました。＜３１＞より多かった。
手触りを知りたくて
　事実を掘り起こすだけでなく、たとえば防空壕（ごう）の中の臭いや暑さ、窮屈さなどを感じ取り、戦争の怖さにもっと近づきたい。
　越智さんが、徹底してリアリティー（現実感）にこだわるのには、わけがある。
　三年前、自宅で突然激しい頭痛に襲われて、病院に運ばれた。手足は動かず、声も出せなかったのに、意識だけは明瞭でした。
　「くも膜下出血か。まだ三十代なのに」。誰かの声が耳に届いた。「うそでしょ。私、死んじゃうの…」。怖かった。
　治療は奏功、奇跡のように回復できた。一種の臨死体験が生への思いをかき立てた。日常を理不尽に奪い去る戦争というものの本質、つまり「死」に、少しだけ手を触れたようでした。その手触りを先輩たちの言葉を借りて目の前の学生たちに伝えたい＝写真。
　絶望的な戦局も、工場で何を造るのかさえも知らされぬまま、先輩たちは、ただ「お国のために」と駆り立てられていきました。
　作業中、意味もわからず陽気に軍歌を口ずさみ、“同僚”の男子に心ときめかせたりもしたそうです。
　本物の恐怖を知ったのは、間近で爆弾が炸裂（さくれつ）し、全身で“地獄”を感じた瞬間でした。しかしそれではもう遅い。「うそでしょ」と口にするいとまもないままに、多くの命が消えていったのです。
　越智さんの聞き取りに答えた卒業生の元教師、名古屋市北区の粕谷俶子さん（９０）は、体中から言葉をほとばしらせた。
　「知らないことが恐ろしい。知らされないのは、なお怖い。普通なら思い出したくもないことも、こんな不安な世の中だから、語らずにはいられません」
私たちの戦争だから
　越智さんはこの五月、集めた資料と証言を「私たちの戦争」というタイトルの本にした。
　そう、あの戦争は、私たち自身のものにもなり得ると、若い世代にリアルに感じてもらいたい。
　「私たちの戦争」を、もう二度と繰り返すことがないように、体験者の皆さんの“宝の言葉”を聞き取り、伝え、“平和の種”に変えていかねばなりません。
産経新聞2016.9.20 05:02更新 
主張　テロ準備罪見送り　政府与党の危機感を問うPR
　政府与党には失望を禁じ得ない。政府は「共謀罪」の名称と構成要件を変えた組織犯罪処罰法の改正案について、２６日召集の臨時国会に提出しない方針を固めた。
　自民、公明両党も同調している。改正案の成立は、２０２０年東京五輪を控え、テロと戦う国際社会と連携するために喫緊の課題だったはずだろう。
　共謀罪は過去に３回廃案となっており、その後も提出は見送られてきた。世界各地で大規模テロ事件が頻発している中、またも政府の問題先送りが繰り返される。国を守る危機感が希薄すぎる。
　国連は００年に「国際組織犯罪防止条約」を採択し、各国に共謀罪を設けることを求めて批准の条件とした。すでに世界１８０カ国以上が締結しているが、先進７カ国（Ｇ７）では日本だけが締結に至っていない。共謀罪を持たないためだ。日本は、テロと戦う国際連携の「弱い環（わ）」となっている。
　このため法務省は罪名を「テロ等組織犯罪準備罪」に変更し、従来の法案で「団体」としていた適用対象は「組織的犯罪集団」に限定していた。構成要件には犯罪の合意だけではなく、資金集めや道具を用意するなど犯罪実行のための「準備行為」を加えた。
　「居酒屋で上司を殴ると相談しただけで処罰されるのか」といった懸念や、市民運動の弾圧に適用されないかなど、過去の反対論に対応するためだ。法案提出の準備は十分に整っていた。
　１５日にはケネディ駐日米大使が金田勝年法相と会談し、法案提出の動きについて「大変勇気づけられた。米国としても協力する」と期待を語っていた。
　金田法相も「法案の提出は未定」としながら、「米国の知見や情報の共有をお願いしたい」と応じていた。なんと間抜けな問答であったことだろう。
　法案提出の見送りは、平成２８年度第２次補正予算案や、環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）の関連審議を優先させるためとされる。いずれも重要であろうが、テロと対峙（たいじ）するための法案と両立しないとの判断はおかしい。
　来年の通常国会には提出し、成立を目指すとされるが、どうにも信用がならない。その間もテロの準備は進められているかもしれない。本当に五輪に間に合わせるつもりはあるのか。テロは国会の都合を待ってはくれない。
しんぶん赤旗2016年9月18日(日)

主張　沖縄・高裁不当判決　県民の怒りと結束さらに強く

　沖縄の米海兵隊普天間基地（宜野湾市）に代わる名護市辺野古の新基地建設問題で、翁長雄志知事が辺野古沿岸部の埋め立て承認取り消しの撤回に従わないのは違法だとして国が訴えた「違法確認訴訟」で、福岡高裁那覇支部（多見谷寿郎裁判長）は、国側の主張を全面的に追認する極めて不当な判決を下しました。判決自身が裁判所は中立・公平であるべきだとしながら「政府の追認機関」に成り下がり、「沖縄県民の気持ちを踏みにじる、あまりにも国に偏った判断」（翁長氏）を行い、司法の責務を自ら否定したものとして到底許すことはできません。

安倍政権の主張そのまま

　今回の不当判決の最大の特徴は、「埋め立ての必要性の中で軍事的な面について踏み込んだ判断を行い、他方では自然環境面については一切考慮しない」（翁長氏）内容だということです。

　判決は、普天間基地の被害は基地の閉鎖という方法で改善される必要があるとしつつ、▽在沖縄海兵隊全てを県外に移転することができないという国の判断は尊重すべきだ▽そうすると県内に普天間基地の代替基地が必要▽辺野古の他に県内の移転先は見当たらない▽よって普天間基地の被害を除去するには辺野古新基地を建設する以外にない―としています。

　沖縄県側の反論で既に破綻済みの「沖縄の地理的優位性」や「海兵隊の一体的運用」論に固執して「辺野古が唯一の解決策」とする安倍政権の主張そのままです。

　県側が「地理的優位性」を否定する根拠に中国のミサイルの射程内にある沖縄への米軍基地集中はリスク（危険）が高いとの専門家の指摘を挙げると、判決は北朝鮮の「ノドン」ミサイルは射程外だという全く反論にならない主張までするありさまです。安倍政権への擁護ぶりが際立っています。

　しかも、判決は、辺野古新基地の建設を中止するには普天間基地の被害を継続するしかないとまで述べています。安倍政権が沖縄県民に新基地を受け入れさせるために使ってきたどう喝まで同じという異常さです。翁長氏が「あ然としている｣｢驚きを禁じ得ない｣と述べたのはあまりにも当然です。

　辺野古新基地は、海兵隊の海外侵攻のため、垂直離着陸機オスプレイが配備され、強襲揚陸艦が接岸できる港湾機能なども新たに備えた巨大出撃拠点として計画されています。老朽化して使い勝手の悪い普天間基地の単なる「移設」という生易しい代物ではありません。オスプレイ・パッド（着陸帯）の建設が強行されている北部訓練場（東村、国頭村）などとも一体的に運用され、訓練の激化など被害も拡大しかねません。判決が「県全体としては基地負担が軽減される」などと主張することは、沖縄の基地の現実を全く分かっていないと言わざるを得ません。

自然環境の破壊考慮せず

　判決が、埋め立てに１０トントラック約３４０万台分の土砂を使い、希少生物が多様に生息する貴重な自然環境を破壊することを何ら考慮していないことも重大です。

　翁長知事は、今回の判決によって沖縄県民の反発と結束はより強くなると述べ、「辺野古新基地は絶対に造らせない」と強調しました。辺野古新基地ノー、普天間基地閉鎖・撤去を求める世論と運動をさらに大きく広げる時です。

社説　安保法１年　まだ「違憲」のままだ
朝日新聞デジタル2016年9月19日（月）付
　１年前のきょう未明、全国各地での反対行動のなかで、集団的自衛権の行使を認める安全保障関連法が成立した。
　「違憲法制」との批判に対し、安倍首相は「これから粘り強く説明を行っていきたい」と語った。だが、その後の姿勢はその言葉とはほど遠い。
　野党５党が国会に提出した廃止法案の審議に与党は応じなかった。夏の参院選でも首相ら与党幹部の言及は限られた。
　一方で、自衛隊は安保法による新任務の訓練を始め、政府は着々と運用に動きだしている。
　この１年、北朝鮮は核実験やミサイル発射を重ね、中国の軍拡や海洋進出も続く。日本周辺の情勢をみれば、安全保障環境は厳しさを増している。
　だが安保法の違憲の疑いは、１年たったからといって晴れるわけではない。参院選で与党が勝っても、廃止を訴えた野党が負けても合憲にはならない。
　安保法については違憲訴訟が続いている。自衛隊は世論の後ろ盾を欠いたまま任務の遂行を求められる。そんな事態は避けねばならない。
　なぜ「違憲」なのか。国会審議をおさらいしておく。
　政府は一貫して「集団的自衛権の行使は憲法上許されない」との立場をとってきた。２年前に一転して「行使できる」と唱え始めたときの論拠は、集団的自衛権と憲法との関係を整理した１９７２年の政府見解だ。
　ところが、この見解の結論は「集団的自衛権は行使できない」なのだ。その文章を変えることなく、解釈を百八十度ひっくり返した。
　理由を問う民進党の小西洋之参院議員らに、内閣法制局長官は「（見解の中に行使容認の）法理としては当時から含まれていた」などと答えた。
　けれど、７２年以降の歴代政権も内閣法制局幹部も「行使はできない」と答弁し続けてきた。昨夏の週刊朝日の取材に、７２年当時の幹部は「これを根拠に解釈改憲なんて夢にも思っていなかった」と語っている。
　政府の説明は説得力を欠く。
　安保法の成立時に、安倍首相は「時がたてば間違いなく理解は広がっていく」と述べた。
　だが、朝日新聞の今春の世論調査では、安保法が憲法違反と思う人は５０％、違反していないと思う人は３８％。安保法に賛成の人は３４％、反対は５３％。国民は納得していない。
　政府が安保法の運用に向かうなか、臨時国会が２６日に始まる。憲法審査会でも他の委員会でもいい。与野党は安保法を改めて論じあうべきだ。
社説　安保関連法１年　様々な危機対処の重要基盤だ

読売新聞2016年09月19日 06時45分

　安全保障関連法が制定されてから、１９日で１年を迎える。

　アジア情勢が不安定化する中、安保関連法の適切な運用により、日米同盟を強化し、日本の安全をより確かなものにしたい。

　北朝鮮は核実験や弾道ミサイル発射を繰り返す。中国は独善的な海洋進出と軍備増強を続ける。国際テロの脅威も拡散している。

　こうした様々な危機に効果的に対処するうえで、安保関連法は重要な基盤となっている。

　日本の存立が脅かされるような事態が発生した際には、集団的自衛権の限定的な行使が可能になった。平時でも、自衛隊が米軍艦船を防護することができる。

　安保関連法は既に、日米の信頼関係を高め、防衛協力を深化させるのに大きく寄与している。

　北朝鮮の再三のミサイル発射に関して、自衛隊と米軍が情報共有や共同の警戒監視活動をより円滑に実施できるようになった。

　今月９日の北朝鮮の核実験を受けて、日米の外務・防衛当局の局長級がテレビ会議を開催した。安保関連法制定を前提に昨年４月に改定された防衛協力の指針（ガイドライン）に基づく「同盟調整メカニズム」の一環である。

　１５日の日米防衛相会談では、調整メカニズムが効果的に機能していると評価し、今後も一層活用する方針で一致した。不慮の事態に即応できるよう、平時から日米の当局者が緊密に意見交換しておくことが大切である。

　稲田防衛相は８月下旬、安保関連法に基づく自衛隊の新たな任務の訓練を開始すると発表した。

　日米２国間や、韓国、豪州などを加えた多国間の訓練を重ねて、艦船防護や、補給・輸送支援などの熟練度を高めることが欠かせない。危機を未然に回避するための抑止力の向上につながろう。

　安保関連法では、国際平和協力活動も拡充された。紛争の発生後に特別措置法をいちいち制定しなくても、人道復興支援や他国軍への後方支援活動に機動的に自衛隊を派遣できるようになった。

　南スーダンでの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に１１月に派遣される陸上自衛隊の部隊には、「駆けつけ警護」任務が付与される見通しだ。民間人に救援要請されても断るしかないという、いびつな状況が解消される意義は大きい。

　新たな任務には、危険も伴う。従来以上に現地情勢の情報収集を強化するとともに、実戦的な訓練を通じてリスクを最小限にする努力が求められる。

社説 　安保法成立１年　現実的な議論をもっと
毎日新聞2016年9月19日　東京朝刊
　集団的自衛権の行使などを認めた安全保障関連法が成立してきょうで１年になる。 
　この１年だけでも日本を取り巻く国際情勢には大きな変化が見られた。金正恩体制下の北朝鮮は２度も核実験を強行し、ミサイルの発射も繰り返している。台頭を続ける中国は国際仲裁裁判所の判決を無視し、南シナ海で覇権的な姿勢を崩そうとしない。 
　一方、米国では共和党大統領候補のトランプ氏が日本を含む同盟国との関係見直しをたびたび口にしてきた。こうした安全保障環境の変化に鈍感であってはならない。だからといって、力には力で対抗する発想は悪循環を招く。 
　日本が取るべき道は、憲法９条の制約を踏まえつつ、自衛隊と在日米軍との効果的な連携を追求していくことだろう。その意味で、安保政策の積み重ねから飛び越えた安保法制は、政治的にも、自衛隊の部隊運用の面でも不安定さを残した。 
　しかも集団的自衛権をめぐる憲法問題に議論が集中したため、他の重要な論点が手つかずのままになっている。この状態で、近く政府は平時から米軍の艦船などを守る「米艦防護」の訓練に入るという。 
　米艦防護は、米側の期待も高く、「同盟強化」の核心をなすと見られている活動だ。米軍が弾道ミサイルの警戒監視や自衛隊との共同訓練、日本の平和や安全に重要な影響を与える「重要影響事態」で輸送・補給をしている時に攻撃を受けた場面が想定されている。 
　米艦防護には、米軍が自衛隊と連携して「日本の防衛に資する活動」をしている場合という前提がある。だが、これがどこまでの活動を指すのか必ずしも整理されていない。 
　例えば南シナ海で将来、自衛隊と米軍が共同で警戒監視をするような場合に「日本の防衛に資する活動」と言えるのか、はっきりしない。 
　米艦防護には、地理的制約もなければ、集団的自衛権のように「武力行使の新３要件」や「国会承認」もない。米軍などの要請があり、防衛相が必要と認めれば実施できる。 
　野党は昨年の国会審議で「集団的自衛権の抜け道」と批判した。その後も、運用の方針も基準も示されていない。内閣や国会の関与のあり方も決まっていない。 
　基準があいまいなのは、米艦防護だけではない。集団的自衛権の行使を認める存立危機事態も、地球規模で後方支援ができる重要影響事態も、国民にイメージがわかないまま、政府判断にゆだねられる。 
　臨時国会で野党はこれらの問題を追及し、政府は丁寧に説明してもらいたい。 
社説　安保法の実行に欠かせぬ情報と判断力 
日経新聞2016/9/19付
　日本の対外政策を大きく転換する安全保障関連法が、いよいよ運用の段階に入る。自衛隊が任務を果たすには、入念な準備はもちろん、これまで以上に緻密な情報収集と高い判断力が必要だ。
　３月に施行された安保法により、自衛隊は主に３つの分野で活動を広げられることになった。
　集団的自衛権の行使を含めた米軍などへの支援、世界平和に貢献するための外国軍への支援、国連平和維持活動（ＰＫＯ）における役割――である。政府はまず、このうちＰＫＯから安保法の適用を始める考えだ。
　具体的には、11月から南スーダンのＰＫＯに派遣する部隊に、「駆けつけ警護」と「宿営地の共同防護」の準備をさせる。その成果や現地の情勢を踏まえ、問題がないと判断できれば、実際に任務を命じる方向だ。
　いずれの任務も安保法で初めて認められた。「駆けつけ警護」とは、ＰＫＯで一緒に活動する国連や民間の人たちが離れた場所で襲撃されたとき、助けることだ。
　「宿営地の共同防護」は、宿営地が攻撃されたとき、自分が直接、攻撃されていなくても、同じ拠点にいる他国軍と協力して守るというものだ。
　従来は、民間人や他国部隊から救助を要請されても、自衛隊は「法的制約」を理由に断るしかなかった。こうした状況が改められることは国際協力上、好ましい。
　その一方で、自衛隊が戦闘に巻き込まれ、死傷者が出る危険は高まる。実戦を想定した訓練を重ね、十分な準備が整うまで任務を始めるべきではないのは当然だ。
　南スーダンは事実上、内乱状態にある。政府は各国と密に情報を共有し、リスクを小さくする手立てを尽くすことが欠かせない。日本のＰＫＯ参加は、停戦合意などの５原則が守られていることが前提だ。この原則が崩れていないかどうか。情勢が急変すれば、政治指導者の判断力も問われる。
　政府は集団的自衛権行使などの新たな対米支援については、今秋以降、共同演習に取り入れていくことを検討中だ。その前に、米軍が何をどこまで期待しているのか、十分に調整してほしい。
　安保法は世論の賛否が割れている。政府はなお、理解を広げる努力を尽くすべきだ。そのためにも、ＰＫＯの活動状況や新たな日米共同演習などをめぐる情報は積極的に公開してもらいたい。
産経新聞2016.9.17 05:03更新 
主張　安保法制　血の通う日米協力実現を
　集団的自衛権の限定行使を容認する安全保障関連法の成立から、まもなく１年を迎える。
　この間にも、日本を取り巻く安全保障環境は厳しさを増した。
　戦争を抑止するための安保関連法をしっかりと活用し、平和を守る。それが必須なのである。
　安倍晋三首相は自衛隊高級幹部に対し、安保関連法や新日米防衛協力指針（ガイドライン）などを挙げて「血の通ったものとする」と訓示した。
　とりわけ重要なのは、朝鮮半島有事や東・南シナ海危機において日米協力が円滑に進むことだ。
　そのための十分な訓練を欠くことはできない。それ自体が日本と国民を守る抑止力として作用することを、重く考えてほしい。
　北朝鮮は、弾道ミサイルに積む核弾頭を小型化するための核実験に踏み切った。陸上発射型に加え、潜水艦発射弾道ミサイル（ＳＬＢＭ）の実験も強行した。
　安倍首相とオバマ米大統領は「今までとはレベルの異なる脅威」との認識を共有している。極めて深刻な事態である。
　中国は、東・南シナ海の覇権を追求している。
　６月には、尖閣諸島周辺の公海上空において中国機の攻撃的飛行が原因で、日中の戦闘機が空中戦の手前までいく事態が起きた。中国海軍の艦艇も日本の接続水域や領海に侵入した。
　海上民兵が乗った中国の大漁船団が８月、尖閣沖へ押し寄せ、中国公船と漁船が連携して領海に侵入してきた。
　南シナ海問題で、中国は仲裁裁判所の裁定を「紙くず」と切り捨て、人工島の軍事拠点化を進めている。この国にどう対処していくかは、党派を超えた喫緊の課題といえよう。
　安保関連法に反対してきた陣営は「戦争法」というレッテル貼りまでして抵抗してきた。
　だが、共産党を含めた民進党などの野党連携は、参院選で敗北した。もはや安保法廃止というステージは終わったのだ。民進党は抑止力を高めるための議論にこそ加わるべきである。
　国連平和維持活動（ＰＫＯ）で１１月中旬に南スーダンへ派遣予定の陸上自衛隊の部隊が、同法に基づく「駆け付け警護」と「宿営地の共同防衛」の実動訓練を始めた。新任務として付与できる態勢を整えてほしい。
社説　安保法成立１年　違憲性は拭い去れない

東京新聞2016年9月20日

 　安全保障関連法の成立から一年。「違憲立法」の疑いは消えず、既成事実化だけが進む。戦後日本の平和主義とは何か。その原点に立ち返るべきである。

　与野党議員が入り乱れる混乱の中、安倍政権が委員会採決を強行し、昨年九月十九日に「成立」したと強弁する安保関連法。今年三月に施行され、参院選後の八月には自衛隊が、同法に基づく新たな任務に関する訓練を始めた。

　政権は既成事実を積み重ねようとしているのだろうが、その土台が揺らいでいれば、いつかは崩れてしまう。その土台とは当然、日本国憲法である。

◆他衛認めぬ政府解釈

　七月の参院選では、安保関連法の廃止と立憲主義の回復を訴えた民進、共産両党など野党側を、自民、公明両党の与党側が圧倒したが、そのことをもって、安保関連法の合憲性が認められたと考えるのは早計だろう。

　同法には、「数の力」を理由として見過ごすわけにはいかない違憲性があるからだ。

　安保関連法には、武力で他国を守ったり、他国同士の戦争に参加する「集団的自衛権の行使」に該当する部分が盛り込まれている。

　安倍内閣が二〇一四年七月一日の閣議決定に基づいて自ら認めたものだが、歴代内閣が長年にわたって憲法違反との立場を堅持してきた「集団的自衛権の行使」を、なぜ一内閣の判断で合憲とすることができるのか。

　憲法の法的安定性を損ない、戦後日本が貫いてきた安保政策の根幹をゆがめる、との批判は免れまい。成立から一年がたっても、多くの憲法学者ら専門家が、安保関連法を「憲法違反」と指摘し続けるのは当然である。

　現行憲法がなぜ集団的自衛権の行使を認めているとは言えないのか、あらためて検証してみたい。

◆血肉と化す専守防衛

　戦後制定された日本国憲法は九条で、戦争や武力の行使、武力による威嚇について、国際紛争を解決する手段としては永久に放棄することを定めている。

　これは、日本国民だけで三百十万人の犠牲を出し、交戦国にとどまらず、近隣諸国にも多大な犠牲を強いた先の大戦に対する痛切な反省に基づく、国際的な宣言と言っていいだろう。

　その後、日米安全保障条約で米軍の日本駐留を認め、実力組織である自衛隊を持つには至ったが、自衛権の行使は、日本防衛のための必要最小限の範囲にとどめる「専守防衛」を貫いてきた。

　自国と密接な関係にある外国に対する武力攻撃を、自国が直接攻撃されていないにもかかわらず、実力で阻止する集団的自衛権については、主権国家として有してはいるが、その行使は専守防衛の範囲を超え、許されない、というのが歴代内閣の立場である。

　日本に対する武力攻撃は実力で排除しても、日本が攻撃されていなければ、海外で武力を行使することはない。日本国民の血肉と化した専守防衛の平和主義は、戦後日本の「国のかたち」でもある。

　しかし、安倍内閣は日本が直接攻撃されていなくても「わが国の存立が脅かされ、国民の生命、自由および幸福追求の権利が根底から覆される明白な危険がある場合」には集団的自衛権の行使が可能だと、憲法を読み替えてしまった。

　その根拠とするのが、内閣法制局が一九七二年十月十四日に参院決算委員会に提出した資料「集団的自衛権と憲法との関係」だ。

　安倍内閣は、自衛権行使の要件として挙げている「外国の武力攻撃」の対象から「わが国」が抜けていることに着目。攻撃対象が他国であっても、自衛権を行使できる場合があると解釈し、「法理としてはまさに（七二年）当時から含まれている」（横畠裕介内閣法制局長官）と強弁している。

　しかし、それはあまりにも乱暴で、粗雑な議論である。当時、この見解作成に関わった人は、集団的自衛権を想定したものではないことを証言している。

　国会での長年にわたる議論を経て確立した政府の憲法解釈には重みがあり、一内閣による恣意（しい）的な解釈が認められないのは当然だ。それを許せば、国民が憲法を通じて権力を律する立憲主義は根底から覆る。安倍内閣の手法は、歴史の検証には到底、耐えられない。

◆憲法の危機直視せよ

　日本の安保政策を、専守防衛という本来の在り方に戻すには、集団的自衛権の行使を認めた閣議決定を撤回し、安保関連法を全面的に見直すしかあるまい。

　安倍政権は、自民党が悲願としてきた憲法改正に向けて、衆参両院に置かれた憲法審査会での議論を加速させたい意向のようだが、政府の恣意的な憲法解釈を正すことが先決だ。与野党ともに「憲法の危機」を直視すべきである。

しんぶん赤旗2016年9月19日(月)

主張　「戦争法」強行１年　発動許さず、廃止の運動さらに

　安倍晋三政権が昨年９月１９日に戦争法（安保法制）の成立を強行してから１年です。戦争法案の廃案を求め、空前の規模に広がった国民の運動や世論に背を向け、大多数の憲法学者や歴代の内閣法制局長官、元最高裁判所長官など、かつてない広範な識者からの「憲法違反」との批判にも一切耳を貸さなかった安倍政権の独裁的暴挙は、日本の戦後政治史上、最悪の汚点を残しました。安倍政権は今年３月に戦争法の施行を強行し、本格運用に乗り出しています。戦争法の発動を許さず、廃止を求めるたたかいをさらに発展させることが必要です。

迫る「殺し殺される」危険

　「今こそ実行の時だ」―。安倍首相は１２日の自衛隊高級幹部への訓示で、集団的自衛権の行使を容認した戦争法と「これと軌を一」にした日米新ガイドライン（軍事協力の指針）が本格運用の段階に入る時だと述べました。

　戦争法は、地球規模での米軍への戦争支援を決めた新ガイドラインの実効性を担保し、自衛隊による海外での武力行使の仕組みを幾重にも盛り込んだ違憲の法律です。▽集団的自衛権の行使▽「戦闘地域」での米軍への兵站（へいたん）▽戦乱が続く地域での治安活動▽米軍を防護する武器使用…。こうした仕組みのどれもが、戦争放棄と戦力不保持を定めた憲法９条の乱暴な破壊であることは明白です。

　安倍政権は戦争法の本格運用に向け､武器使用の手順を定めた｢部隊行動基準」をはじめ規則類などをひそかに作成してきました。７月の参院選での国民の批判を恐れて先送りしてきた戦争法に基づく新任務の訓練も８月に全面実施していくことを発表しました。

　歴代政府が違憲としてきた集団的自衛権の行使や「戦闘地域」での米軍への兵站などを想定した訓練が、１０月から実施予定の日米共同統合実動演習キーン・ソードなどで狙われているのは重大です。

　戦争法に基づく集団的自衛権の行使は、米国がイラク戦争のような先制攻撃の戦争を起こした際、日本が集団的自衛権を発動して自衛隊を出動させ、米軍とともに武力を行使するところに本質的な危険があります。米軍への兵站も、歴代政府が「他国の武力行使と一体化する」ため違憲としてきた「戦闘地域」での活動が地球規模で可能になりました。安倍政権は、米軍への兵站を米国と協定するため、今月下旬からの臨時国会にＡＣＳＡ（日米物品役務相互提供協定）承認案の提出も狙っています。

　内戦状態が続く南スーダンのＰＫＯ（国連平和維持活動）に１１月に派遣予定の自衛隊部隊は今月１４日から、戦争法に基づく「駆け付け警護」など新任務の実動訓練を既に始めています。「駆け付け警護」は、襲撃された他国軍などを救出するため武器の使用が認められている任務です。自衛隊員が戦後初めて「殺し、殺される」現実的な危険が差し迫っています。

野党と市民の共同大きく

　戦争法は一刻も放置できません。戦争法に反対するたたかいはこの１年で、「安保法制廃止、立憲主義回復、安倍政権打倒」という戦後政治史上かつてない野党と市民の共闘に大きく発展しています。戦争法の発動を阻止し、廃止に追い込むことは急務です。そのための共同のたたかいをさらに大いに広げようではありませんか。

茨城新聞2016年9月19日(月)
論説　安保法1年　冷静に再考する議論を
集団的自衛権の行使解禁など戦後日本の安全保障政策を大きく転換させた安全保障関連法が成立して19日で1年になる。
　安倍晋三首相は12日の自衛隊幹部会合で「制度は整った。これらを血の通ったものとする」と表明。自衛隊は新たな任務の訓練を開始した。3月の法施行後も、安倍政権は7月の参院選への影響を考慮して具体的な運用を先送りしてきたが、今後、安保法は本格的な実施段階に入る。
　しかしその前に、あらためて議論すべき課題が多いことを確認したい。安保法の根幹に関わる「憲法違反」の指摘、この1年間の日本を取り巻く安全保障環境の変化と安保法の必要性、拡大する任務を巡る自衛隊のリスクなどの論点である。国際情勢と安保法の妥当性を冷静に整理・分析し、26日召集の臨時国会で議論すべきだ。
　戦後長い間、憲法解釈上認められないとしてきた集団的自衛権の行使を閣議決定での解釈変更によって解禁した安保法に対して、国会審議では憲法学者らが違憲と指摘した。その議論は決着しておらず、各地で違憲訴訟が提起されている。民進党などの野党は参院選で安保法の廃止を主張して共闘。「安倍政権は立憲主義に反する」とも批判し、臨時国会でも廃止を主張する構えだ。
　昨年の国会審議を振り返り、手続きの正当性も精査すべきだ。国会では与党が採決を強行した。参院特別委員会の議事録作成などでは混乱の中の採決で前例のない処理が行われている。国権の最高機関として誤った手続きは是正すべきだろう。
　安保法の必要性も再考したい。政府が8月に公表した2016年版防衛白書は、北朝鮮の核・ミサイル開発に関して「既に核兵器の小型化・弾頭化の実現に至っている可能性も考えられる」と指摘した。その後、北朝鮮は5回目の核実験やミサイル発射を実施、さらに能力向上を図っていると思われる。中国も沖縄県・尖閣諸島の周辺海域で公船の航行を繰り返しており、首相は日本周辺の安保環境が「厳しさを増している」と強調する。
　ただし安保法に盛り込まれた活動は日本への直接的な攻撃の対処が主眼ではない。首相は安保法制定で「日米同盟が強化され、日本を守る抑止力が高まった」と述べるが、抑止とは逆に悪化しているのが現実ではないか。なぜ安保法が必要なのか。納得のいく説明が尽くされたとは言い難い。
一方で軍拡競争がエスカレートする懸念が強まる。安保法と　昨年4月に改定した日米防衛協力指針(ガイドライン)によって、自衛隊と米軍の運用の一体化が進む。防衛予算は17年度概算要求で過去最大の5兆1685億円に上った。軍事偏重に陥っていないか。粘り強い外交による対処にもっと力を入れるべきだ。
　自衛隊の新たな任務では、まず国連平和維持活動(PKO)が焦点となる。政府はアフリカ・南スーダンに派遣している陸上自衛隊のPKOに、武装集団に襲われた国連職員らを救出する「駆け付け警護」などの任務を付与する方針だ。安保法は新任務に伴って武器使用の基準を緩和した。
　これまで海外で一発の銃弾も撃ったことのない自衛隊が、武器を使用する局面に立つ可能性は高まる。懸念が現実になる前に、新任務の妥当性をきちんと議論したい。
社説　安保法成立１年　立ち止まり議論すべきだ
京都新聞　2016年09月19日掲載

　安全保障関連法の成立から、きょう１９日で１年となった。
　米国などが他国から攻撃を受け、日本政府が「存立危機事態」と認定すれば、集団的自衛権行使が可能になった。後方支援や国連平和維持活動（ＰＫＯ）での任務、活動範囲も格段に広がった。まさに戦後日本の安全保障政策を大きく転換させた。
　安倍晋三首相は１２日、防衛省で自衛隊幹部を集めて訓示し、安保法について「制度は整った。あとは、これらを血の通ったものとする」と強調して自衛隊の海外任務拡大に重ねて意欲を示した。
　しかし、安保法に対する国民の理解が深まっているとは言い難い。成立直後に実施された共同通信社の世論調査では、「国会での審議が尽くされたとは思わない」との回答が約８割を占めた。３月の施行直前の調査でも、安保法について「評価しない」がほぼ半数の４９・９％を占め、「評価する」の３９・０％を上回った。
　安倍首相は国民の理解を得るため丁寧な説明に努めるとしてきたが、十分ではない。逆に今夏の参院選では反対世論の再燃を警戒し、新任務の付与や訓練を見送り、議論を避けたのではないか。
　そもそも、安保法に対する憲法違反の疑いはいまも拭えていない。多くの憲法学者らが違憲性を指摘し、各地で安保法の規定は憲法９条に違反するとして集団訴訟が相次いでいる。
　当面は安倍政権が、ＰＫＯで南スーダンに１１月中旬に派遣する予定の陸上自衛隊部隊に対し、武装集団に襲われた国連職員らを救出する「駆け付け警護」などの新任務を付与するかどうかが焦点となろう。
　駆け付け警護では任務を妨害する行為を排除するための警告射撃が可能だ。だが、武装集団がいる場所で銃声を響かせれば、隊員を攻撃してくる恐れがある。やむを得ず正当防衛で相手に危害を与える射撃に移行することも考えられる。軍法をもたない自衛隊が海外の戦闘で過失を犯した場合の影響も見通せない。政府は新任務付与について１０月末までに最終判断する方針という。
　今月２６日には臨時国会が召集される。参院選で安保法の廃止を掲げて共闘した野党４党は、協力して政府を追及する構えだ。政府、与党は正面から受け止め、堂々と議論すべきだ。多くの国民が不安や疑念を抱いたままで、安保法の本格的な運用を急ぐことは認められない。

中國新聞／2016/9/19 10:00

社説　安保法１年／なし崩しの運用許せぬ

　集団的自衛権の行使を可能にし、日本の防衛・安全保障政策を大きく転換させた安全保障関連法が成立して、きょうで１年となる。
　自衛隊は、安保関連法で新たに付与される任務の訓練を始めた。いよいよ本格的な運用段階に入ろうとしている。
　その前に検証しておくべき課題は多い。１年前、多くの反対を押し切り強行採決で成立した法律だ。その際、安倍晋三首相は「今後も国民に説明する努力を続ける」と述べた。だが、この１年間、国民の理解を深めようとする姿勢はほとんど見せずじまいだった。
　多くの疑問点を残し、いまだに国論は割れたままである。なし崩しに運用段階に移ることを認めるわけにはいかない。
　歴代政権が禁じてきた集団的自衛権の行使を、憲法９条の解釈変更という手法で解禁した安保関連法に対し、多くの専門家が違憲と指摘する。その議論はいまも決着していない。
　違憲性に加えて、拡大する新たな任務を巡る自衛隊のリスクなど、論点は多岐にわたるにもかかわらず、これまでまともに議論されなかった。２６日に召集される臨時国会を出発点にすべきだ。国際情勢と安保関連法の妥当性を整理・分析した上で、しっかり議論してもらいたい。
　自衛隊の新任務では、まず国連平和維持活動（ＰＫＯ）が焦点になろう。政府はアフリカの南スーダンに派遣される陸上自衛隊に「駆け付け警護」の任務を付与する方針でいる。離れた場所で武装集団に襲われた他国軍の兵士や国連職員たちを、自衛隊が助けに行く任務で、武器使用の基準が緩和され、警告射撃が認められた。
　ただ、南スーダンは７月に大統領派と副大統領派の戦闘が再燃し、事実上の内戦状態にある。日本政府は「ＰＫＯ参加５原則」の柱である停戦合意は保たれているというが、「新任務ありき」で前のめりになっている感が否めない。
　紛争地域で銃声を響かせれば、隊員が攻撃を受ける危険性も高まる。やむを得ず、相手に危害を加える射撃で応じなければならない事態も否定できない。自衛隊のリスクと正面から向き合い、新任務の妥当性を検討しなければならない。
　安保関連法の必要性についても、納得できる説明が尽くされたとは言い難い。
　確かに日本を取り巻く安全保障環境は厳しさを増している。とりわけ核実験やミサイル発射を繰り返す北朝鮮の動向は看過できない。先月公表された防衛白書は「核兵器の小型化・弾頭化の実現」の可能性に言及した。中国も沖縄県・尖閣諸島の周辺海域で公船の航行を繰り返しており、強引な海洋進出の懸念が拭いきれない。
　首相は安保関連法の制定で「日米同盟が強化され、日本を守る抑止力が高まった」とするが、抑止するどころか、逆に緊張は増しつつあるのが現実ではないだろうか。
　外交と信頼醸成によって成り立つ安全保障の原則を置き去りにしてはなるまい。違憲の疑いのある安保関連法に頼らずとも、既存の法律を生かし、対話を強化することなどで平和を維持する方策はあるはずだ。平和憲法の理念に立ち戻って冷静な議論を深めるべきだ。

社説　安保法成立１年　疑念強まる現実直視し再議論を 
愛媛新聞2016年09月19日（月）
　自衛隊の海外での活動を飛躍的に拡大させる安全保障関連法の成立からきょうで１年。安倍政権と与党が民意に背を向け、戦後日本の安保政策の大転換となる法を、数の力で強引に成立させた暴挙を忘れるわけにはいかない。 
　憲法９条の解釈を変更し、歴代政権が禁じてきた集団的自衛権の行使を容認した法は、先の大戦での惨禍を経て不戦を誓った平和憲法の理念や専守防衛の原則に反する。多くの憲法学者や元最高裁長官、元内閣法制局長が「違憲」と断じた法の内容や成立過程への疑問、不安は、今なお解消されていない。法が施行されたからといって終わりではない。諦めずにこの問題を問い続け、安保法の廃止を強く求めたい。 
　安倍晋三首相は「国民に丁寧に説明する」と述べたが、約束を果たそうとしない。昨年は野党が求めた臨時国会を開かず、今年の通常国会で野党が廃止法案や対案を提出しても与党は審議に応じなかった。先週末、菅義偉官房長官は「国民の理解は進んでいる」と強弁したが、全国各地で違憲訴訟が提起されるなど、むしろ疑念が強まっている現実を直視する必要がある。 
　安保法が運用段階に入ろうとしている。陸上自衛隊は新任務となった国連平和維持活動（ＰＫＯ）の「駆け付け警護」の実動訓練を始めた。政権が参院選の影響を避けようと、訓練開始を先延ばしにしたのは明白。安保法の是非が選挙の争点になったとは到底言えず、与党の勝利で容認されたわけではないと肝に銘じてもらいたい。 
　そもそも安保法は、どういう場合に自衛隊の活動を認めるかの判断基準が曖昧だ。集団的自衛権の行使は、国の存立が脅かされる明白な危険がある場合などに限られる。だが何が明白な危険かを、政府は「総合的に判断する」というばかりで明確にしていない。曖昧な基準は拡大解釈を可能にし、米国の要請に応じ自衛隊が歯止めなく海外へ派遣されることを危惧する。そんなリスクがつきまとう法は容認できない。 
　安保法の必要性も改めて考えたい。首相は法制化で「日米同盟が強化され、日本を守る抑止力が高まった」と述べたが、その効果には疑問符が付く。中国は沖縄県・尖閣諸島周辺での公船の航行を常態化し、軍艦を初めて接続水域に入れた。北朝鮮は核実験やミサイル発射をやめようとしない。過激な挑発を繰り返す相手に、警戒の度を高めれば、軍拡競争がエスカレートする懸念が強まる。粘り強い外交交渉による緊張緩和に力を入れなければなるまい。 
　臨時国会が来週召集される。野党は共闘し廃止を主張する構え。さまざまな論点が掘り下げられずに成立した法であり、与野党は安保政策の議論をやり直す必要がある。安倍政権は真摯しんしな姿勢で懸念に対する説明を尽くすことが、主権者である国民への責務だ。
社説　安保法１年

宮崎日日新聞2016年9月17日

◆冷静に必要性再考すべきだ◆
　安全保障関連法が成立して１９日で１年。今後、本格的な実施段階に入るが、あらためて議論すべき課題が多いことを確認したい。
　安保法の根幹に関わる「憲法違反」の指摘、この１年間の日本を取り巻く安全保障環境の変化と安保法の必要性、拡大する任務を巡る自衛隊のリスクなどの論点である。国際情勢と安保法の妥当性を冷静に整理・分析し、２６日に召集される臨時国会で議論すべきだ。
各地で続く違憲訴訟
　戦後長い間、憲法解釈上認められないとしてきた集団的自衛権行使を閣議決定での解釈変更によって解禁した安保法に対し、国会審議では憲法学者らが違憲と指摘。その議論は決着しておらず、各地で違憲訴訟が提起されている。
　民進党などの野党は、参院選で安保法廃止を主張して共闘。臨時国会でも廃止を主張する構えだ。
　昨年の審議を振り返り、手続きの正当性も精査すべきだ。国会では与党が採決を強行。参院特別委員会の議事録作成などでは、混乱の中の採決で前例のない処理が行われた。国権の最高機関として不適切な手続きは是正すべきだろう。
　安保法の必要性も再考したい。政府が８月に公表した２０１６年版防衛白書は、北朝鮮の核・ミサイル開発に関して「既に核兵器の小型化、弾頭化の実現に至っている可能性も考えられる」と指摘。その後、北朝鮮は５回目の核実験やミサイル発射を実施、さらに能力向上を図っていると思われる。
　中国も沖縄県・尖閣諸島の周辺海域で公船の航行を繰り返しており、安倍晋三首相は日本周辺の安保環境が「厳しさを増している」と強調する。
　ただし安保法に盛り込まれた活動は、日本への直接的な攻撃の対処が主眼ではない。首相は安保法制定で「日米同盟が強化され、日本を守る抑止力が高まった」と述べるが、抑止とは逆に悪化しているのが現実ではないか。なぜ安保法が必要なのか。納得のいく説明が尽くされたとは言い難い。
粘り強い外交進めよ
　一方で軍拡競争がエスカレートする懸念が強まる。安保法と昨年４月に改定した日米防衛協力指針（ガイドライン）によって、自衛隊と米軍の運用の一体化が進む。
　防衛予算は１７年度概算要求で過去最大の５兆１６８５億円に上った。軍事偏重に陥っていないか。粘り強い外交による対処に、もっと力を入れるべきだ。
　自衛隊の新たな任務では、まず国連平和維持活動（ＰＫＯ）が焦点となる。政府はアフリカ・南スーダンに派遣している陸上自衛隊のＰＫＯに、武装集団に襲われた国連職員らを救出する「駆け付け警護」などの任務を付与する方針だ。安保法は新任務に伴って武器使用の基準を緩和した。
　これまで海外で一発の銃弾も撃ったことのない自衛隊が、武器を使用する局面に立つ可能性は高まる。懸念が現実になる前に新任務の妥当性をきちんと議論したい。 

社説　安保法成立１年　矛盾と疑問は残ったままだ

琉球新報2016年9月19日 06:02 
　集団的自衛権の行使や地球規模での他国軍支援を可能にする安全保障関連法が成立して１年となった。戦後日本の安全保障政策を大きく転換させる法律は運用段階に入った。
　だがこの法律は集団的自衛権を行使する要件や、憲法９条が禁じる海外での武力行使につながる可能性をどう解釈するのかなどの定義が曖昧だ。専門家からは憲法違反と指摘されており、野党も同法の廃案を求め対決姿勢を崩していない。国論は割れたままだ。
　昨年９月１９日、多くの反対を押し切って安保法が成立した。しかし安倍政権はその後も国民世論の理解を深めようという努力をほとんどしてこなかった。それどころか反対する世論の沈静化を図るためか今年７月の参院選が終わるまで、新任務に対応した自衛隊の訓練を「封印」した。防衛省が安保法に基づく新たな任務の訓練開始を表明したのは参院選後の８月２４日だ。
　安倍政権は日本周辺の安全保障環境が厳しいから安保法制の整備が喫緊に必要だと主張している。先延ばしは矛盾する。そもそも自衛隊の運用という国の基本に関わる問題で国民に根強い反対論がある状況では、運用できるはずがない。
　しかし安保法案を審議した昨年の国会では、実際に派遣される自衛隊の「リスク」について、ほとんど説明されず、犠牲が発生する状況は審議を尽くしていない。それどころか、国際的に見れば自衛隊員をあえて危機に陥れるような答弁まであった。
　一例を挙げると、昨年７月の国会審議で岸田文雄外相は、後方支援活動中に自衛隊員が戦闘に巻き込まれて身柄を拘束されても、拷問をしないなど人道的処遇を定めたジュネーブ条約上の「捕虜」に当たらないと明言した。捕虜としての権利を、派遣した国が自ら放棄するのか。国際紛争の解決などで実務経験を持つ東京外国語大の伊勢崎賢治教授は「神学論争でしかない」と指摘している。
　同法は、１１月に国連平和維持活動（ＰＫＯ）で南スーダンに派遣される陸上自衛隊部隊に対し「駆け付け警護」などの新任務が付与されるかが当面の焦点だ。
　しかし矛盾と疑問が残ったままで、国民の理解を得ることは難しい。今月２６日召集の臨時国会で野党の安保法廃止法案を受け入れるべきだ。
社説　公明党　微修正の政治、脱却を

朝日新聞デジタル2016年9月17日（土）付

　公明党がきょう大会を開き、山口那津男代表の５選が正式に決まる。

１９９９年の連立参加から１７年に及ぶ自民党との絆は太い。

戦後日本の歩みを肯定的にみる公明党と、それとは異質な歴史観をもつ安倍政権。肌合いの違いは大きいが、それを超えた利益で結ばれている。

選挙では支持母体の創価学会票の上積みで当選する自民党議員が多い一方で、安倍首相の応援で議席を得る公明党議員も増えてきた。

安倍首相「一強」で単色に染まる自民党の議論に公明党が加わることで、与党としての幅の広さを示す効果もある。

両党は互いに依存しあう、切るに切れない存在なのだ。

公明党は与党の一員として予算編成に参加。「福祉の党」の看板のもと、低所得者を支える政策に力を入れてきたが、なかには地域振興券のように、選挙目当てのバラマキと批判された政策もあった。

「平和の党」の看板はどうだろう。

安全保障関連法をめぐっては、山口代表が慎重論を唱えたが、連立離脱の可能性を早々に否定し、首相に押し切られた。自民党との議論の過程で主張を反映した部分はあるものの、違憲の疑いが濃い集団的自衛権の行使を認め、自衛隊の活動範囲を大きく広げる本質は変わっていない。

この公明党の対応に向ける、支持者の視点は一様でない。

安保法に一定の歯止めをかけたと評価する人もいる。憲法改正に積極的な安倍政権にひきずられないか、危ぶむ声もある。

公明党は、７月の参院選で過去最多と並ぶ１４議席を得た。半面、朝日新聞の出口調査では、３２の１人区で公明支持層の２４％が野党統一候補に投票した。

自民党と選挙協力をし、福祉政策などで果実を勝ち取る。同時に、安保政策などでは自民党の判断に基本的に従い、微修正を求めつつ追随する――。

長い連立をへて、公明党が形づくってきた自民党との付き合い方に向ける公明党支持者の疑問や不安が、安倍政権のもとで強まっているようにも見える。

自民党にとってなくてはならない存在となった公明党が、その力をどう使うべきなのか。

主張すべきは主体性をもって主張し、政権に行き過ぎがあれば厳しく指摘する。もちろん、広く国民のために。

連立維持や、創価学会の意向ばかりを重視するとすれば、公党として国民への責任を果たすことにはならない。

社説　公明党大会　憲法改正論議に堂々と加われ

読売新聞2016年09月18日 06時03分

　巨大な連立与党の責任を自覚し、円滑な合意形成に努めて、政策課題を前進させてほしい。

　公明党が党大会で、山口代表の５選を正式決定した。井上幹事長も再任された。野党に転落した２００９年９月に誕生した「山口―井上」体制は、８年目に入る。

　自民党は７月、議席の６割超を占める衆院に続き、参院でも２７年ぶりに単独過半数を回復した。公明党も、参院選で自民党の支援を受け、選挙区選で過去最多の７人が当選した。両党の選挙協力は「自公融合」とまで呼ばれる。

　山口氏はあいさつで、「安定政権のもと、山積する課題解決に結束して立ち向かう」と強調した。経済再生と社会保障の充実を最重要課題に掲げた。

　来賓の安倍首相は、自公連立について「長年の風雪に耐えた。今や新しい次元だ」と指摘した。

　首相は、戦後７０年談話や消費税の軽減税率導入などで、公明党の意向を尊重してきた。平和や福祉を重視する公明党の主張を取り入れることは、自民党の政策の幅を広げる意味を持つ。

　公明党も、集団的自衛権行使の限定容認や安全保障関連法の制定を巡り、自民党に譲歩した。山口執行部は、慎重論が強い地方組織や支持者を丁寧に説得した。

　１９９９年以来の連立は、成熟期にあるとも言えよう。

　気がかりなのは、山口氏が最近、憲法改正について、後ろ向きな発言を続けていることだ。

　９条改正に慎重論を唱えた。改正項目を絞り込む目標時期の設定は、「不適切だ」と語った。

　公明党は長年、平和主義など憲法の骨格は変えずに、新たな規定を追加する「加憲」の方針を掲げてきた。環境権、プライバシー権などの新設や、自衛隊の明記を検討する考え方である。

　民進党の蓮舫代表は、岡田克也前代表とは違って、憲法論議に前向きな考えを示している。与野党の議論の土俵は整いつつある。

　山口氏も党大会では、「現憲法を検証し、何を加憲の対象にすべきかの議論を深めていく」と述べ、議論は否定しなかった。

　公明党は、加憲に関する党内論議の積み重ねを踏まえ、国会での議論に積極的に参加し、合意形成の一翼を担うべきだ。

　党大会では、「大学の無償化の検討」を提言した。安倍政権で経済格差が拡大したと主張する民進、共産両党に対抗する狙いだろう。低所得者への支援は必要だが、バラマキを競ってはなるまい。

社説　辺野古判決　それでも対話しかない

朝日新聞デジタル2016年9月17日（土）付

　国の主張が全面的に認められた判決だ。だからといって、政府が沖縄の不信を解く努力を怠れば、問題解決には決してつながらない。

米軍普天間飛行場の辺野古移設をめぐり、国と県が争った裁判で、福岡高裁那覇支部は国側勝訴の判決を言い渡した。

「普天間の被害を除去するには辺野古に基地を建設する以外にない」と言い切ったことに、大きな疑問を感じる。

長い議論の歴史があり、国内外の専門家の間でも見解が分かれる、微妙で複雑な問題だ。だが、この訴訟で裁判所が直接話を聞いたのは翁長雄志知事ひとりだけ。それ以外の証人申請をことごとく退け、法廷を２回開いただけで打ち切った。

そんな審理で、なぜここまで踏みこんだ判断ができるのか。しなければならないのか。結論の当否はともかく、裁判のあり方は議論を呼ぶだろう。

国と県はこの春以降、話しあいの期間をもった。だが実質的な中身に入らないまま、参院選が終わるやいなや、国はこの裁判を起こした。

判決は「互譲の精神」の大切さを説き、「国と県は本来、対等・協力の関係」と指摘しながらも、結果として国の強硬姿勢を支持したことになる。

辺野古移設にＮＯという沖縄の民意は、たび重なる選挙結果で示されている。

翁長知事は判決後の会見で、最高裁の確定判決が出れば従う姿勢を明確にする一方、「私自身は辺野古新基地を絶対に造らせないという思いをもってこれからも頑張りたい」と語った。

国が埋め立て計画の変更申請を出した際など、様々な知事権限を使って抵抗する考えだ。

一日も早く普天間の危険をなくしたい。その願いは政府も県も同じはずだ。対立ではなく、対話のなかで合意点を見いだす努力を重ねることこそ、問題解決の近道である。

だが参院選後、政府による沖縄への一連の強腰の姿勢に、県民の不信は募っている。

大量の機動隊員に守らせて東村高江の米軍ヘリパッド移設工事に着手し、工事車両を運ぶため自衛隊ヘリを投入した。来年度予算案の概算要求では、菅官房長官らが基地問題と沖縄振興のリンク論を持ち出した。

政府が直視すべきは、県民の理解がなければ辺野古移設は困難だし、基地の安定的な運用は望み得ないという現実だ。

県民の思いと真摯（しんし）に向き合う努力を欠いたまま、かたくなな姿勢を続けるようなら、打開の道はますます遠のく。

社説　「辺野古」国勝訴　沖縄の声は変わるまい
北海道新聞09/17 08:55
　沖縄が戦後負ってきた重い基地負担への配慮を欠く判決だ。
　米軍普天間飛行場の辺野古移設を巡る訴訟で福岡高裁那覇支部はきのう、埋め立て承認を取り消した翁長雄志（おながたけし）知事の対応を違法とする国側勝訴の判決を言い渡した。
　知事は上告する方針を示した。知事は「確定判決には従う」としているものの、他のあらゆる手段を尽くして辺野古移設を阻止する姿勢は揺らいでいない。
　政府は勝訴が確定すれば埋め立て工事を再開するとみられるが、それでは混迷は深まるばかりだ。判決を盾に強硬姿勢を取っても問題の解決に資することはない。県と誠実に協議するべきだ。
　判決は「普天間の危険を除去するには辺野古以外にない」と断定、国の主張を全面的に認めた。
　知事は「沖縄県民の気持ちを踏みにじる、あまりにも国に偏った判断だ」と批判し、「（裁判所が）政府の追認機関であることが明らかになり、大変失望している」と強い不満を表明した。
　当然ではないか。そもそも国と県が３月に受け入れた同じ福岡高裁那覇支部の和解勧告には、国と地方を「対等・協力の関係」とした１９９９年の地方自治法改正に触れた上で、こう書いてある。
　「本来あるべき姿としては、沖縄を含めオールジャパンで最善の解決策を合意して、米国に協力を求めるべきである」
　沖縄に寄り添い、辺野古に代わる選択肢に全力を挙げて知恵を絞れとも読める。それがなぜ、国の言い分だけに軍配を上げたのか。
　判決は「国防・外交は自治体の所管ではなく、不合理と認められない限り尊重すべきだ」とした。そこに、地方自治の精神を尊重する姿勢は感じられない。
　菅義偉官房長官は判決を受け「訴訟と同時に話し合いも並行して進める和解の趣旨に沿って誠実に対応していく」と述べた。
　和解は確かに、双方の訴訟を一本化する手続きも定めていた。
　だが、その前提だった国地方係争処理委員会の結論は、国と県の「真摯（しんし）な協議」を求めた。それを無視して提訴した国の対応が問われないのも納得しかねる。
　司法判断は本来尊重されるべきだが、国の政策にお墨付きを与えるだけの判決に従えと言われても沖縄の怒りは増幅するだけだ。
　年度内にも出される見通しの最高裁判決には、沖縄の基地問題の歴史と背景、国の安全保障と地方自治のあり方について深い考察を加えることを望みたい。
論説　辺野古移設訴訟　国は拳を下ろさないか

岩手日報2016.9.17

　沖縄県宜野湾市の米軍普天間飛行場移設計画をめぐり、国が県を訴えた訴訟で国が勝ったのは、県側にとって決して想定外とは言えまい。

　県側は名護市辺野古移設阻止に向け、既に続く最高裁で敗訴が確定した場合を想定。行使できる新たな知事権限の洗い出しに努めている。一連の裁判の流れに、県側に厳しい判断の兆しを見て取ったからに違いない。

　仲井真弘多前知事が行った辺野古沿岸部の埋め立て承認を、翁長雄志知事が取り消した処分に対し、国は撤回するよう是正指示。翁長氏は従わず、訴訟はこの対応を違法として７月に提訴された。

　福岡高裁那覇支部は、第１回口頭弁論の８月５日に判決までの日程を決定。県が求めた８人の証人は却下され、弁論２回で結審した。

　その過程では、裁判長が繰り返し「県は判決に従うか」と確認するなど、県側が「訴訟指揮が国寄り」と不満を漏らす要素はあった。

　今回の裁判は、国が地方自治体を相手に初めて起こす不作為の違法確認訴訟だ。安全保障政策に絡む問題だけに特殊な事案ととらえがちだが、国策と民意が対立する事態はどこでも起こり得る。

　先の参院選を経て、沖縄は衆院４小選挙区と参院沖縄選挙区の６議席を、辺野古移設に反対する「オール沖縄」系が独占。沖縄県民の総意が明白に示される中で行われた裁判は、国と地方の関係を問い直す上で重い意味を持つ。

　判決が双方の主張に十分に耳を傾け、審理を尽くした結果か、市民目線で厳しく評価する必要があるだろう。

　翁長氏が埋め立て承認を取り消したのは昨年１０月。国と県は三つの訴訟で争う事態となったが、今年３月に高裁支部の和解勧告を受け入れ、いったんは全て取り下げた。

　しかし国は話し合いをはしょって翁長氏に承認取り消しの撤回を指示。県は国地方係争処理委員会に審査を申し出た。係争委は双方に真摯（しんし）な協議を求めたが、参院選を経て国は提訴に踏み切った。

　３月の和解は、裁判になった場合は判決に従う－との異例の内容を含む。とはいえ最高裁判決で、仮に県側敗訴が確定すれば翁長氏は取り消し撤回を迫られるが、県側は他の知事権限行使に効力は及ばないとの解釈に立つ。

　国は今後、現場で工法などに変更があれば県に届け出る義務もある。その度に訴訟になって「国が勝ち続ける保証はない」とは、高裁が和解勧告を示した際の見解だ。

　泥沼の訴訟合戦に陥って、普天間が固定化されることにでもなれば元も子もない。今からでも遅くない。国は拳を下ろし、話し合い決着に人事を尽くすべきではないか。

社説　辺野古判決　誠実さ欠く政府の姿勢
信濃毎日新聞2016年9月17日
　政府は司法判断をてこに、米軍普天間飛行場の辺野古移設を加速させるのではないか。懸念が募る。
　福岡高裁那覇支部が辺野古埋め立て承認を取り消した沖縄県の翁長雄志知事の対応は違法とした国の主張を認め、県側敗訴の判決を出した。
　辺野古での新基地建設を巡る初めての司法判断である。翁長氏は上告する方針を表明。法廷闘争は最高裁に舞台を移す。
　安倍晋三政権は沖縄県民に寄り添うと言いながら、「辺野古移設が唯一の解決策」との姿勢を崩さない。沖縄から見れば二枚舌を使っていると映るだろう。
　不誠実な姿勢こそが、問題を根深くしている。安倍政権は言葉通り、普天間問題も含め、基地負担の軽減を求める沖縄の声に正面から向き合わねばならない。
　訴訟で国側は市街地にある普天間の危険性を除くため、移設は必要と強調。取り消し処分によって「日米間で築いた信頼関係が崩れ、外交、防衛上の著しい不利益が生じる」と主張した。
　県側は辺野古移設は基地負担の固定化になると訴えた。「埋め立てを承認した前知事の判断は自然環境への悪影響を十分検証していない」とも反論している。
　判決は普天間の危険性や国際情勢などに言及した上で、「県外移転はできない」とする国の判断は尊重するべきだとした。
　なぜ、このような展開になったのか。辺野古移設を巡っては訴訟合戦に発展していた。３月に双方がいったん訴訟を取り下げ、訴訟を一本化し、解決に向けて協議することなどで和解している。
　総務省の第三者機関である国地方係争処理委員会も、真摯（しんし）な協議をして納得できる結果を導く努力をすることを求めた。
　しかし、腰を落ち着けた協議は実現しなかった。逆に和解条項を都合よく解釈し、政府は一方的に今回の訴訟を起こしている。沖縄との話し合いを軽んじ、移設工事の再開を急ぐ意図があることがはっきり見えた。
　今回の裁判は、地方自治のあり方を問うものでもあった。１９９９年成立の地方分権一括法で国と地方の関係は「上下・主従」から「対等・協力」に転換。なのに、現行の移設計画は地元の理解を得ないまま進められている。
　翁長氏は一連の訴訟で、憲法が定める地方自治の精神に反していることを訴えてきた。沖縄だけの問題ではないのだ。そんな問題意識を持って、今後の展開を注視する必要がある。 

社説　辺野古移設判決　対話路線へ転換すべきだ
新潟日報2016/09/17
　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古への移設を巡り、福岡高裁那覇支部は１６日、翁長雄志（おながたけし）知事が辺野古沿岸部の埋め立て承認を取り消した処分を「違法」とする判決を言い渡した。
　県側の敗訴である。県は上告し、本年度内にも最高裁で判決が確定する見通しだ。双方とも確定判決に従うことは確認している。
　国は司法判断のお墨付きを得て、埋め立て工事を再開する方針だ。だが、翁長知事は「あらゆる方策で辺野古移設を阻止する」と述べ、別の対抗策を講じる構えだ。
　裁判を続けても、国と県の対立が深まるだけで、普天間問題は解決しない。対話によって妥協点を見いだすよう求めたい。
　訴訟では、国が「普天間飛行場の危険性を除くため、辺野古埋め立ての必要性は高い。日米の信頼関係を維持できる」と主張した。
　一方、県は「辺野古移設は、沖縄の基地負担の固定化につながる。自然環境にも悪影響を与える」と反論してきた。
　判決は「仲井真弘多（なかいまひろかず）・前知事の埋め立て承認に裁量権の逸脱はなく、適法だ」とし、翁長知事の取り消しを違法と判断した。
　辺野古埋め立ては、仲井真前知事が２０１３年１２月に承認したが、後任の翁長知事が１５年１０月に取り消した。
　国は今年３月、翁長知事に処分を撤回するよう是正指示をしたが、翁長知事は従わなかったため、７月に提訴していた。
　忘れてならないのは、第三者機関の国地方係争処理委員会が６月、「国と県が真摯（しんし）に協議し、納得できる結果を導く」よう求めたことである。
　県が話し合いを要請したにもかかわらず、国は提訴に踏み切った。国は係争委の提言を改めて重く受け止めるべきだ。
　日米両政府が１９９６年４月に普天間返還に合意してから２０年が経過した。
　今なお返還が実現しない理由は、両政府が沖縄県の民意を無視して辺野古移設にこだわっているからにほかならない。
　県民の多くが辺野古移設に反対しているのは、知事選や衆参両院の選挙、県議選で反対派が勝利したことから明らかである。
　普天間の危険性を早期に除去したいならば、辺野古移設以外の選択肢を模索するしかない。
　沖縄県の米軍専用施設「北部訓練場」では７月、国がヘリコプター離着陸帯（ヘリパッド）の建設に着手した。
　現場周辺では、反対派の住民と警察の機動隊が連日のように衝突し、けが人や逮捕者が出ている。
　地元紙の記者が取材中に強制的に排除されたり、拘束されたりする事態も起きた。
　地元住民の反対を押し切ってヘリパッド建設を強行しようとする国の姿勢は、辺野古移設と二重写しになる。
　民主主義と地方自治が、危機にひんしていると言っても言い過ぎではない。
　米軍基地問題は沖縄県だけではなく、国民全体の問題となっていることを強調したい。
論説　辺野古訴訟判決　もっと沖縄直視すべきだ

福井新聞2016年9月17日午前7時30分

　【論説】米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古移設問題で、前知事が埋め立てを承認したことに対し、承認を取り消した翁長雄志（おながたけし）知事の処分は違法かどうか。国が訴えた処分の違法性を巡る不作為の違法確認訴訟で、福岡高裁那覇支部は「普天間の危険を除去するには辺野古以外にない」として、国側全面勝訴の判決を言い渡した。
　国と県による泥沼の争いは訴訟合戦になっている。いわば国家権力と地方自治の在り方を巡る問題だが、司法判断が示されたのは初めてである。「埋め立て承認時の環境保全の審査も十分」として、知事の対応を「違法」と判断した。
　知事は上告する方針を表明。早ければ年度内にも最高裁で決着する見通しだ。

社説　辺野古訴訟判決　司法で決着する問題か
京都新聞2016年09月17日掲載

　「辺野古移設が唯一の解決策」との立場を堅持する政府に対し、県側は「沖縄への基地負担の固定化を招く」と主張。県外移設を公約に掲げる知事は、判決が確定しても「あらゆる方策で移設を阻止する」としており、別の対抗手段を講じ徹底抗戦の構えだ。
　その背景にあるのは先の大戦末期、沖縄が日米決戦による惨劇の場となり、その後も米軍が「占領」し続ける不条理である。国内の在日米軍専用施設全体の約７４％が集中する。県民にとって「世界一危険」とされる普天間飛行場の早期返還も、辺野古移設反対も当然の論理なのであろう。
　基地の沖縄は米兵らによる事件や事故が絶えない。日本側から不均衡な日米地位協定の抜本改定を求める動きは全くない。民意を無視する傲慢（ごうまん）とも思える国の姿勢と合わせ、「沖縄は日米安保体制のスケープゴート」と断じる識者もいる。
　知事は意見陳述の際「すべてが国の意向で決められるようになれば地方自治は死ぬ」と訴えた。対する政府主張は辺野古埋め立ての必要性を強調した上で「（取消処分により）１９９６年の普天間返還合意以来、日米間で築いた信頼関係が崩れ外交、防衛上の不利益が生じる」というものだ。
　県民目線に立てば、日米同盟は沖縄を「踏み台」にして成り立ち、日本の「捨て石」ということになる。
　多見谷寿郎裁判長は、米海兵隊の運用面や世界情勢から「県外移転はできない」とする国の判断は尊重すべきとした。外交や防衛は基本的に国の所管事項と明示したが、あまりにも県民実態や感情を理解しない国追従の判断ではないか。裁判長は訴訟と並行して進める予定の「協議」で打開策が見つかる可能性まで否定した。知事が「三権分立という意味で禍根を残す」と言い放ったのは当然だ。
　２０００年４月施行の地方分権一括法による地方自治法改正で、国と自治体は「上下・主従関係」から「対等・協力関係」になったはずだ。協調の精神で問題解決に向けて努力するなら、埋め立てをいったん凍結し、普天間の運用を見直すべきだ。海外分散を加速させる手だてもある。返還合意から２０年。本当に在沖海兵隊は「抑止力」なのか。冷静に見つめ直す時だ。

神戸新聞2016/09/17
辺野古判決／沖縄の怒りは増すばかり
　米軍普天間飛行場の名護市辺野古沖への移設問題で初めての司法判断が示された。
　沖縄県の翁長雄志（おながたけし）知事が辺野古沿岸部の埋め立て承認を取り消した処分を撤回しないのは違法だとして国が知事を訴えた訴訟で、福岡高裁那覇支部は知事の対応を「違法」とする判決を言い渡した。
　さらに「普天間の危険除去には辺野古しかない」として、「自然環境に悪影響を与え、沖縄の基地負担の固定化につながる」との沖縄側の主張を真っ向から否定した。
　国の言い分を全面的に認めた判決である。だが、「辺野古ノー」と示してきた沖縄県民の意思は固く、反発は強まるばかりだ。
　翁長知事は「県民の気持ちを踏みにじる、あまりに国に偏った判断だ」として最高裁に上告する方針を表明した。その場合、来年春にも判決が言い渡される。政府も県も「司法判断には従う」と明言している。しかし、最高裁で問題が決着するとは考えにくい状況だ。
　翁長知事は「あらゆる手段で辺野古移設を阻止する」と語る。こうした知事の姿勢を沖縄の民意が強く後押ししている。
　埋め立て着工後も、工法や設計の変更には知事の許可が必要となる。岩礁破砕やサンゴの移植などもそうだ。そうした手続きの一つ一つで沖縄県側の抵抗が予想される。すでに県側は敗訴確定をにらみ、新たな対抗策の検討を進めている。
　政府が対話よりも争う姿勢で臨む限り、対立が続くに違いない。沖縄の民意は繰り返し示されてきた。夏の参院選では現職閣僚が落選し、選挙区選出の自民党国会議員が１人もいない。司法判断を理由に埋め立てに突き進むのでは、問題の解決は遠い。結局、最高裁の判決にかかわらず、政府は辺野古への移設計画を見直し、沖縄県と対話を進めるしかないのではないか。
　参院選後、政府の沖縄への強硬な姿勢が目立つ。来年度予算の概算要求では、官房長官が基地問題と沖縄振興の予算額を絡める「リンク論」を容認した。１９７２年の本土復帰後、沖縄の自立に向けられた振興策の精神を否定するもので、筋違いというしかない。
　今回の判決で政府の高圧的な姿勢が強まれば、ますます県民の反発を招くだけである。
辺野古訴訟判決　対話による解決を目指せ
山陽新聞2016年09月17日 08時00分 更新
　司法判断は出ても、このままでは政府と沖縄県の対立は解けないばかりか、一層激化するのが目に見えている。政府は強硬姿勢を改め、対話による解決への道を探るべきであろう。
　米軍普天間飛行場（宜野湾市）の移設先となる名護市辺野古沿岸部の埋め立てをめぐり、埋め立て承認を取り消した翁長雄志知事が、撤回を求める政府の是正指示に従わないのは違法だとした訴訟で、福岡高裁那覇支部は１６日、国の主張を認め、県側敗訴の判決を言い渡した。
　判決は「普天間の危険を除去するには辺野古以外にない」とまで言い切り、県側に極めて厳しい判断を示した。
　今回の訴訟は移設をめぐる代執行訴訟が今年３月に和解後、国が提訴したものだ。その際の和解条項で国も県も「確定判決には従う」としている。県は最高裁に上告する方針で、早ければ年度内にも判決は確定しそうだ。
　だが沖縄県側は今後も徹底抗戦の構えを崩していない。今回の訴訟はあくまで埋め立て承認取り消し処分の扱いについてと解釈しており、移設阻止に向け他の知事権限を駆使する意向だという。埋め立て区域内から外へのサンゴの移植を不許可にすることなどを検討しているとされる。
　翁長知事は判決に対し「地方自治制度を軽視し、沖縄県民の気持ちを踏みにじる、国に偏った判断だ」と失望をあらわにした。米軍基地に対して強まる県民の反発の声を考えれば、当然の思いだろう。
　そもそも、３月の和解後の政府の動きこそ、沖縄県への誠実さを欠いていよう。
　和解条項は「判決確定まで円満解決に向けて協議する」ことを促した。ところが政府は「辺野古移設が唯一の解決策」との考えを繰り返すばかりで、形式的な再協議しかせず、是正指示や再提訴を推し進めた。
　６月には是正指示を不服として県が審査を申し出た総務省の第三者機関「国地方係争処理委員会」も、指示の有効性についての判断を示さず、「真摯（しんし）に協議し、納得できる結果を導く努力をすべきだ」との見解を示している。
　２０１４年の知事選や衆院選小選挙区、今夏の参院選では辺野古移設反対派が勝利した。本来なら和解を機に、時間をかけて沖縄の声に耳を傾けるべきだったのに、そうしなかった。政府が早期の工事再開を狙い、司法決着を急いだのは明らかだ。
　翁長県政となって、安倍政権は県の譲歩を引き出すために圧力路線に傾きつつある。１７年度の概算要求は沖縄振興費が前年度より減額された。予算面での締め付けと見られても仕方あるまい。
　残念ながら、沖縄という地方に在日米軍の負担を極端なまでに押しつけているのが日本の安全保障の姿である。地元の同意なく、埋め立て工事を強行するような事態は絶対に避けなければならない。 
社説　辺野古訴訟で県敗訴　協議で解決策見いだせ

中国新聞2016年9月17日
　沖縄県宜野湾市の米軍普天間飛行場の返還を巡り、国と沖縄県が争った訴訟で初めてとなる司法判断が下された。
　福岡高裁那覇支部は普天間の危険性の除去には移設先の名護市辺野古沖の埋め立て以外にないとして、翁長雄志（おながたけし）知事が埋め立て承認の取り消し処分を撤回しないのは違法と断じた。
　だが釈然としない。これで対立の構図が解消に向かうとは考えにくいからだ。
　政府と沖縄にいったん矛を収めさせた２月の和解勧告では、同じ裁判長がこう指摘していたはずである。「延々と法廷闘争が続く」可能性に触れて、国が「勝ち続ける保証はない」と。そして「オールジャパンで最善の解決策を合意し、米国に協力を求めるべきである」と国の方に譲歩を求めていた。
　「辺野古移設が唯一の解決策」というこだわりを国の側が捨てなければ、決着はない。そうも読み取れた勧告は一体どこにいったのか。きのうの判決は明らかに国の言い分に沿っている。すぐ上告することを表明した翁長知事は裏切られた思いなのだろう。「あまりにも偏った判断」と批判し、裁判所についても「政府の追認機関」と強くなじった。
　むろん最高裁に進んでも、年内に想定される最終的な司法判断で沖縄側の意向が通る保証はない。そこで何より問題となるのは和解条項である。双方とも確定判決に従うという確約を、どう考えるか。
　仮にこのまま県敗訴が確定した場合、政府は辺野古移設に全面的に協力することを当然、求めてこよう。
　しかし知事の考え方は違う。今回の訴訟は、あくまで行政手続きの一つとしての埋め立て承認取り消しの是非に関するものであり、辺野古移設自体を容認したことにはならない、という論理に立つからである。
　国が埋め立て工事を再開する場合、想定される岩礁破砕許可の更新申請にしても、工法や設計の変更申請にしても許認可権限は県にある。工事を阻むため県側はあらゆる権限を使い、徹底抗戦を続ける構えを見せる。
　このままなら両者の対立が延々と続くことになる。それが好ましいはずはない。
　やはり優先すべきは沖縄の意思である。強制接収で奪われた土地に造られた普天間飛行場の無条件返還を求めるのは当然という思いが県民の間に根強い。普天間の県外移設を望む民意は自民党の現職閣僚を落選させた７月の参院選でも明らかだ。
　いま一度、「和解」の原点に立ち返るべきではないか。円満解決に至る道は双方の協議をもって切り開く以外にない。稲田朋美防衛相も判決後、協議を継続する考えを述べている。
　これまでの国の対応では地元の反発を招くだけだ。
　沖縄の基地問題はもう一つ重大な局面にある。米軍専用施設「北部訓練場」の部分返還に向けたヘリコプター離着陸帯（ヘリパッド）の建設である。安全性に疑問が残る垂直離着陸輸送機オスプレイ配備によって、かえって基地の強化につながるとして、激しい抗議行動が続く。政府は自衛隊まで工事に動員して強引に押し切る構えだ。
　信頼関係を築き直す努力をしつつ、解決策を見いだす必要がある。辺野古以外の選択肢も含めて知恵を絞るべきである。

論説　辺野古訴訟／見えない解決の道筋
山陰中央新報'16/09/17

　沖縄県宜野湾市の米軍普天間飛行場の返還を巡り国と沖縄県が争った訴訟で初の司法判断が下された。
　福岡高裁那覇支部は普天間の被害を除去するには移設先の名護市辺野古沖の埋め立てを行うしかないと認定。翁長雄志県知事が埋め立て承認の取り消し処分を撤回しないのは違法だとする国勝訴の判決を言い渡した。
　県は上告の方針だが、最高裁の判断が示された後も、県の対応によっては法廷闘争が繰り返される可能性は残る。普天間の危険性を取り除くため日米両国が返還で合意して２０年。解決の道筋は一向に見えてこない。国と県による誠意ある協議にしか事態打開の策を見いだせない状況だ。
　翁長知事は「確定判決に従う」と述べており、最高裁で同様の結果が出れば、取り消し処分を撤回せざるを得ないが、同時に移設工事を阻止するためにあらゆる権限を行使する構えも見せている。
　その場合、工事を巡る知事の処分それぞれについて、国は今回と類似した訴訟を提起して翁長氏と対決せざるを得ない。
　判決を出した多見谷寿郎裁判長が先立つ訴訟の和解勧告で指摘した通り「延々と法廷闘争が続く」ことになる。双方が法的な正当性を訴えるのだろうが、国民にとっては不毛な対立だ。
　高裁判決は外交や防衛を巡って、自治体は地域の利益にかかわる範囲については判断できるが、基本的には国の所管事項であると明示した。
　翁長氏は２０１４年の知事選で、「辺野古移設反対」を公約に当選した経緯がある。翁長氏のこれまでの行動はすべてこの公約の延長上にあるが、抜本的な打開に向けた方策を見いだせていない。
　翁長氏に対して「辺野古が唯一の解決策」と迫る国側も、従来の態度を変える根拠を見いだせず、歩み寄りは困難な状況といえる。外交や防衛は国の所管事項だが、首長もまた住民の生命を守る責任を負っている立場であり、首長の判断に一定の理解が示せないか。
　一方で、翁長氏は国との協議に前向きな姿勢を示しており、稲田朋美防衛相も判決後、協議を継続する考えを述べた。
　ただ、これまで通りの硬直的な姿勢を取っている限り溝が埋まることはない。埋め立て計画をいったん凍結するほどの柔軟さが求められているのではないだろうか。
　米軍基地建設のため海を埋め立てるという行為は、沖縄以外ではありえないのではないかという疑問を沖縄ではよく聞く。憲法９５条は、一つの自治体だけに適用される特別法は住民投票で賛成されない限り制定を許されないと規定している。差別かどうかは置くとしても、一部の憲法学者の中には、辺野古移設関連の事項は９５条の対象になりうるという見解がある。
　国はことあるごとに、辺野古への移設が進まなければ普天間の危険性が固定化すると訴える。国が早急な危険除去を追求するのであれば、埋め立てとは切り離した形で、飛行場の運用見直しを米軍に求め続けるという選択肢があるのではないか。
　安倍晋三首相が一度は口にした「普天間の５年以内の運用停止」に真剣に取り組むべきだ。


社説　辺野古訴訟で判決　誠実な協議しか真の解決はない
愛媛新聞 2016年09月17日（土）
　知事の対応は「違法」―。米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古移設を巡る訴訟で、福岡高裁那覇支部は昨日、前知事による辺野古の埋め立て承認を取り消した翁長雄志知事の処分を違法と判断。県側敗訴の判決を言い渡した。 
　在日米軍専用施設の７４％が集中する沖縄に、もうこれ以上基地は要らない。そんな切実な民意を一顧だにせず、「辺野古が唯一の解決策」と一つ覚えに繰り返して問答無用で基地建設を強行しようとする国の姿勢と、それを追認するように「普天間の危険を除去するには辺野古以外にない」と指摘した司法に、強い失望と憤りを禁じ得ない。 
　審理自体、弁論２回のスピード結審。「全てが国の意向で決められるようになれば、地方自治は死ぬ」「県民の民意を無視し、過重な基地負担を固定化し続けようとしている」との翁長氏の訴え（第１回口頭弁論）に耳を貸す気配はなかった。 
　判決では双方の隔たりは埋まらず、県が上告して司法決着の場は最高裁に移されよう。だがその間も、国は沖縄に多大な犠牲を強いてきた歴史を理解し、誠実に話し合いを重ねなければどこまでいっても平行線。真の解決には決して至らないことを肝に銘じねばなるまい。 
　翁長氏が埋め立て承認を取り消したのは、昨年１０月。国と県の泥沼の訴訟合戦の末、今年３月に移設工事を中断した上で協議を進める条件で、和解が成立した。国地方係争処理委員会も「真摯（しんし）な協議」を促したが、話し合いは実質ゼロ。国は７月、参院選が終わるや再提訴した。沖縄側は引き続き徹底抗戦の構えで、結局は振り出しに戻っただけというほかはない。 
　まずは国が、頑迷な姿勢を改め、普天間と辺野古を切り離して打開策を考えるべきだ。返還の合意から２０年放置されてきた「普天間の危険除去」は喫緊の課題だが、「県内から県内」では沖縄の負担軽減には全くならない。撤去や縮小、県外・国外移設など、あらゆる可能性を探るそぶりさえ見せず、自国民たる沖縄県民の意思と人権を無視して抑え込む。そんな暴挙は、およそ政治や民主主義、地方分権の名には値しない。 
　国が県を訴え、強硬な本音を隠そうともせず「攻撃」する。そんな信じられない事態が、参院選を境に露骨に進む。米軍専用施設「北部訓練場」の工事強行。沖縄振興予算を基地返還と関連付ける「リンク」論の公言と減額。そして辺野古訴訟…。 
　７月の全国知事会で、翁長氏は基地問題を「わがこととして真剣に考えてほしい」と呼び掛けたが、積極的に呼応する意見表明は埼玉や滋賀など少数にとどまった。しかし、全国の地方や国民にとって、決して人ごとではない。安全保障は誰のためにあるのか。日本が初めて、自ら沖縄に恒久的基地を建設することを黙認していいのか。判決を機に、一人一人が考えねばならない。わがこととして。
徳島新聞9月17日付
社説  辺野古訴訟　国勝訴  解決への道筋が見えない  
　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古への移設問題を巡る国と沖縄県の対立に、初めて司法の判断が示された。
　福岡高裁那覇支部は、辺野古沿岸部の埋め立て承認を取り消した翁長雄志知事が、撤回を求める政府の是正指示に従わないのは違法だとする国の主張を認め、県側敗訴の判決を言い渡した。
　翁長氏には打撃で、国には移設推進の追い風になろう。ただ、双方の対立は根深く、判決が問題解決のステップになるかは疑問である。
　訴訟で国は、普天間飛行場の危険を除くために、辺野古の埋め立て事業は必要性が極めて高く、前知事の承認は妥当だったと主張した。取り消し処分により「１９９６年の返還合意以来、日米間で積み上げてきた努力が無に帰し、外交、防衛上の著しい不利益が生じる」とも強調した。
　一方、県側は「埋め立てを承認した前知事の判断は、自然環境への悪影響を十分検証していない」とし、「政府は県民の民意を無視し、過重な基地負担を固定化し続けようとしている」と主張。取り消し処分は翁長氏の裁量の範囲内だと反論した。
　判決では「前知事の埋め立て承認に裁量権の逸脱はなかった」として、翁長氏の取り消しを違法と判断した。「普天間飛行場の被害を除去するには、埋め立てを行うしかなく、県全体としては基地負担が軽減される」と指摘した。
　県は上告し、本年度内にも最高裁の判決が出る。
　気掛かりなのは、確定判決後も、国と県の対立が解消する見通しが立たないことだ。
　国は「辺野古移設が唯一の解決策」との立場を堅持し、翁長氏は「あらゆる方策で移設を阻止する」と言う。
　国は県と３月に和解し、関連工事を中断した。改めて翁長氏に是正を指示したが、応じなかったため、国が再提訴した。
　和解条項には「判決に従い、互いに協力して誠実に対応する」との定めがある。
　問題は、国と県の和解条項を巡る認識のずれだ。国は最高裁で勝訴が確定すれば工事を再開する方針で、和解条項を盾に翁長氏に協力を迫る。
　これに対し、県側は、条項は「全ての知事権限を縛るものではない」との見解だ。翁長氏は、敗訴の場合に備えて工事の設計変更を認めないことに加え、新たな知事権限を洗い出している。
　国も国で、菅義偉官房長官は移設問題と沖縄振興策を関連付ける「リンク」論で、県をけん制した。２０１７年度の概算要求では、沖縄振興費を１６年度より１４０億円少ない３２１０億円とした。
　国と県が、持てる権限を駆使して、あくまで主張を通そうとするのなら、何のための和解だったか分からない。第二幕、第三幕と、泥沼の対立劇の幕が開く恐れさえある。
　話し合い解決の道筋が見えない以上、最高裁の判決に注目しなければならない。
高知新聞2016.09.17 08:05
社説　辺野古訴訟　対話なしには解決しない
　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古移設を巡る国と県の再訴訟で、福岡高裁那覇支部が沿岸部の埋め立て承認を取り消した翁長知事が撤回しないのは違法だとする判決を言い渡した。
　米海兵隊の運用面や世界情勢などから「県外移転はできない」とする国の主張も支持した。市街地にある普天間飛行場の危険を除去するためには「辺野古以外にない」と結論付けており、国の全面勝訴ともいえる判断だ。
　普天間問題での司法判断は初めてとなる。県側は上告する方針だが、双方は今春の和解で再び訴訟になった場合は確定判決に従うことで合意している。普天間問題は今後、重大な局面を迎えることになる。
　双方は昨年、翁長知事が前知事による辺野古沿岸部の埋め立て承認を取り消したことを受け、互いを提訴する事態になった。
　和解では、双方が提訴を取り下げた後、国が埋め立て承認取り消しの是正を県に指示。県側は第三者機関の「国地方係争処理委員会」に審査を申し出て、主張が認められなければ提訴する想定だった。
　ところが、係争委は６月、判断を示さず双方の話し合いを促した。県は協議を望んでいたが、国は早々に福岡高裁那覇支部に提訴した。
　県側は訴訟で、国の辺野古移設の根拠は乏しく、沖縄の基地負担の固定化につながると主張した。埋め立ては自然環境に悪影響を与え、前知事の判断は合理性を欠くと反論したが、受け入れられなかった。
　判決自体は重く受け止めざるを得ない。上告されれば、最高裁判決も年度内にも出る見通しだ。
　しかし、今回の訴訟の流れには違和感を覚える。
　１カ月余りで判決が出るスピード審理となった。県側は９人の証人尋問を申請したが、翁長知事しか認められなかった。確定判決に従う前提からすれば拙速感は拭えない。
　政府は県側と対話を重ねるより、司法で早期決着を図りたいとの姿勢がありありだ。普天間の返還時期を「２０２２年度またはその後」とした２０１３年の日米合意を意識しているとみられる。
　県民の多くは政府の地元無視の姿勢に強く反発している。こうした状況で問題は前進するのだろうか。
　県側は最終的に敗訴しても、工事の進捗（しんちょく）に応じて今後も知事権限を行使するカードがある。泥沼の闘争が続く恐れがある。
　沖縄の米軍基地を巡っては１９９５年、当時の大田知事が基地の強制使用に必要な署名を拒否して国が提訴し、県側が敗訴する出来事もあった。国と地方が法廷闘争を繰り返す異常な事態である。強引な決着は日米関係や安全保障に寄与するとも思えない。
　対話なしには解決しない。今春の和解では、双方は判決確定まで「円満解決に向けた協議」を行うことになっている。政府は誠意を持って臨むべきだ。 
論説　辺野古訴訟　これで民意に沿うだろうか
佐賀新聞2016年09月17日 05時00分 
　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古への移設を巡る訴訟で、初めての司法判断が示された。埋め立て承認を取り消した沖縄県の翁長雄志知事の対応を「違法」と認めて撤回するよう促した。
　判決で福岡高裁那覇支部は、仲井真弘多（ひろかず）前知事の承認手続きに問題はない上、普天間基地の辺野古移転は「埋め立てにより、県全体では負担が軽減される」として、民意に沿うと評価した。
　基地の県外移設を求める沖縄と、辺野古移設を唯一の解決策とする国の主張は、これまでも真っ向からぶつかってきた。三つの訴訟が乱立する泥沼を見かねて福岡高裁が和解を促し、今年３月には、話し合いによる解決で双方がいったんは歩み寄ったはずだった。
　ところが、国は和解直後に翁長知事を訴え、事態は再び法廷闘争へと逆戻りしてしまった。
　この間、沖縄の民意ははっきりと示されてきた。先の参院選では、辺野古移設に反対する「オール沖縄」勢力の候補者が現職の沖縄担当相を破り、非改選の１議席を合わせた２議席と、衆院小選挙区の４議席すべてをオール沖縄が独占する形になった。
　日本にある米軍基地の７４％が沖縄に集中し、米軍関係者による凶悪犯罪が後を絶たない。元海兵隊員による女性暴行殺害事件が起き、６月の県民大会には６万５千人（主催者発表）が参加して「これは米軍基地あるがゆえの事件であり、断じて許されるものではない」と決議した。
　基地ゆえの犯罪をなくすために、沖縄から基地をなくしてほしい－。それが沖縄の民意だろう。今回の判決で福岡高裁は「沖縄の民意を考慮しても、承認の要件を欠く点はない」としていたが、本当だろうか。
　今回の訴訟では、国と地方の在り方も考えさせられた。
　民意を代表する知事が国から訴えられ、しかも辺野古移転が遅れれば地域振興予算を減らすとまで圧力を受ける－。そうした強硬な国の姿勢には、地方自治を尊重しようという意思はなかった。
　国と地方の関係は、地方分権改革を経て、対等へと生まれ変わったはずではなかったか。翁長知事は「すべてが国の意向で決められれば、地方自治は死ぬ」と主張していたが、まったく同感だ。
　一方で、国が主張するように日米同盟は日本の安全保障の要であり、その重要性は増すばかりである。海洋進出を目指す中国の台頭や、核実験と弾道ミサイル発射を繰り返す北朝鮮の脅威など、さらに緊迫しているのは間違いない。
　だが、日米もまた、対等なパートナーのはずだ。腫れ物に触るように「対米追従」に終始するのではなく、沖縄の民意を踏まえて、辺野古移転に代わる策を米側と協議すべきではないか。
　米軍関係者による犯罪が一向になくならない背景として、米軍関係者を優遇する「日米地位協定」の問題が指摘されているが、女性暴行殺害事件が起きても、日本政府は運用の改善にとどめ、米側に改定を求めさえしなかった。
　東アジア情勢をにらんで抑止力を維持しつつ、沖縄の負担も軽減していく。国防か、民意かの二者択一ではなく、双方が成り立つ新たな道を探るべきではないか。（古賀史生）
社説　辺野古訴訟県敗訴　地方分権に逆行　知事は阻止策を尽くせ

琉球新報2016年9月17日 06:01 
　前知事の名護市辺野古海域の埋め立て承認を取り消した翁長雄志知事の処分を違法とする判決が、福岡高裁那覇支部（多見谷寿郎裁判長）で下された。辺野古新基地に反対する県民世論を踏みにじり、新基地建設で損なわれる県益を守る地方自治の知事権限を否定する判決であり、承服できない。
　米軍普天間飛行場の辺野古移設を巡る初の司法判断である。しかし国の主張をそのままなぞったような内容で、三権分立の原則を逸脱した判決と言わざるを得ない。翁長知事は上告審での反論とともに、知事権限を駆使して新基地建設への反対を貫いてもらいたい。
環境保全策を軽視
　判決には大きな疑問点が二つある。まず公有水面埋め立ての環境保全措置を極めて緩やかに判断している点だ。
　判決は「現在の環境技術水準に照らし不合理な点があるか」という観点で、「審査基準に適合するとした前知事の判断に不合理はない」と軽々しく片づけている。
　果たしてそうだろうか。専門家は公有水面埋立法について「環境保全が十分配慮されない事業には免許を与えてはならない」と指摘している。埋め立てを承認した前知事ですら、環境影響評価書について県内部の検討を踏まえ、「生活環境、自然環境の保全は不可能」と明言していた。
　大量の土砂投入は海域の自然を決定的に破壊する。保全不能な保全策は、保全の名に値しない。
　辺野古周辺海域はジュゴンやアオサンゴなど絶滅が危惧される多様な生物種が生息する。県の環境保全指針で「自然環境の厳正なる保護を図る区域」に指定され、世界自然遺産に値する海域として国際自然保護連合（ＩＵＣＮ）が、日本政府に対し４度にわたり環境保全を勧告している。
　判決は公有水面埋立法の理念に反し、海域の保全を求める国際世論にも背を向けるものと断じざるを得ない。
　判決はまた、「普天間飛行場の被害をなくすには同飛行場を閉鎖する必要がある」、だが「海兵隊を海外に移転することは困難とする国の判断を尊重する必要がある」「県内ほかの移転先が見当たらない以上、本件新施設を建設するしかない」という論法で辺野古新基地建設を合理的とする判断を示した。
　普天間飛行場の移設先を「沖縄の地理的優位性」を根拠に「辺野古が唯一」とする国の主張通りの判断であり、米国、米軍関係者の中にも「地理的優位性」を否定する見解があるとする翁長知事の主張は一顧だにされなかった。
県益より国益優先
　判決は国の主張をほぼ全面的に採用する内容だ。裁判で翁長知事は辺野古新基地により「将来にわたって米軍基地が固定化される」と指摘した。その上で「県知事としての公益性判断を尊重してほしい」と訴えたが、判決は県民の公益性よりも辺野古新基地建設による国益を優先する判断に偏った。
　「国と地方の関係は対等」と位置付けた１９９９年の地方自治法改正の流れにも逆行する判決と言わざるを得ない。
　上告審での訴訟継続とともに、翁長知事にはなお、「埋め立て承認撤回」や「埋め立て工事の変更申請の判断」「岩礁破砕許可の更新判断」などの法的権限が留保されている。
　ＩＵＣＮの環境保全の勧告、米退役軍人が年次総会で辺野古新基地建設の中止を求める決議を行うなど、支援は海外にも広がっている。さらに国際世論を喚起することも今後の重要な方策だろう。
　翁長知事は今回の違法確認訴訟の陳述で「辺野古の問題は沖縄県だけでなく地方自治の根幹、民主主義の根幹にかかわる問題。全てが国の意思で決まるようになれば、地方自治は死に、日本の未来に禍根を残す」と訴えていた。
　上告審の最高裁が県益を代表する知事の主張に正当な判断を下すか、司法の責任が問われる。
社説　［辺野古訴訟　県敗訴］異常な恫喝と決めつけ

沖縄タイムス2016年9月17日 07:00

　県は敗れた。県側の主張はことごとく否定された。まるで国側の主張をそっくりそのまま引き写し、県に突きつけたかのような判決だ。

　戦後７０年以上も続く過重な基地負担、基地維持を優先した復帰後も変わらぬ国策、地位協定の壁に阻まれ今なお自治権が大きな制約を受けている現実－こうした点が問題の核心部分であるにもかかわらず、判決はそのことに驚くほど冷淡だ。

　冷淡なだけではない。自身の信条に基づいて沖縄の状況を一方的に裁断し、沖縄の民意を勝手に解釈し、一方的に評価する。県敗訴は当初から予想されてはいたが、これほどバランスを欠いた独断的な判決が出るとは驚きだ。

　司法の独立がほんとうに維持されているのかという根源的な疑いさえ抱かせる判決である。とうてい承服できるものではない。

■　　　　■

　名護市辺野古の新基地建設を巡り、国が翁長雄志知事を訴えた「不作為の違法確認訴訟」の判決が１６日、福岡高裁那覇支部で言い渡された。

　多見谷寿郎裁判長は、前知事が行った埋め立て承認に裁量権の逸脱・乱用による違法性はなく、翁長知事の承認取り消しは違法との判断を示した。

　公有水面埋立法に基づく県知事の埋め立て承認は「法定受託事務」と位置づけられている。判決は、法定受託事務に関する国の是正指示がなされた場合、「地方公共団体はそれに従う法的義務を負い」「それをしない不作為は違法となる」と指摘。埋め立て承認取り消し処分の取り消しを求める石井啓一国土交通相の是正の指示に知事が従わないのは違法、だと断じている。

　代執行訴訟で国と県の和解を勧告したのは多見谷裁判長である。政府は和解に応じた。だが、それは協議を重視したからではなく、高裁から国敗訴の可能性を指摘されたからである。安倍晋三首相がオバマ米大統領に「急がば回れ」と語ったのは、こうした背景があるからだ。

　３月４日に和解が成立すると、土、日を挟んで７日、直ちに翁長知事に対し、是正の指示を行った。政府自ら信頼関係を壊してしまったのだ。

　県は是正指示を不服として国地方係争処理委員会（第三者機関）に審査を申し出た。係争委は適否の判断をせず、「真摯（しんし）に協議することが最善の道」だと異例の結論をまとめた。ところが、判決は、国に話し合いを促すのではなく、早期の司法決着をめざす国の主張を全面的に取り入れたのである。

■　　　　■

　和解を勧告した当の裁判所が、ここに来て「互譲の精神による解決策の合意は無理」だと見切りをつけるのだから、なにをかいわんやだ。

　一連の過程を振り返ると、国と司法が「あうんの呼吸」でことを進めてきたのではないか、という疑いを禁じ得ない。

　沖縄の地理的優位性や海兵隊の一体的運用などについても、判決は、ことごとく国側の考えを採用している。

　判決は、普天間飛行場の被害を除去するためには辺野古に新施設を建設するしかない。辺野古の新施設建設を止めれば普天間の被害を継続するしかない－とまで言ってのける。

　これはもはや裁判の判決と言うよりも一方的な決めつけによる恫喝（どうかつ）というしかない。そのようなもの言いを前知事が「政治の堕落」だと批判していたことを裁判官は知っているのだろうか。

■　　　　■

　これほど、得るところのない判決は、めずらしい。裁判官の知的誠実さも伝わってこない。

　北朝鮮の「ノドンの射程外となるのは我が国では沖縄などごく一部」だと指摘し、沖縄の地理的優位性を強調している判決文を読むと、ただただあきれるばかりである。

　県は最高裁に上告する考えを明らかにしている。高裁判決を丁寧に冷静に分析し、判決の問題点を明らかにしてほしい。

　モンスターと対峙（たいじ）しているために自分がモンスターにならないよう、常に「まっとうさ」を堅持し、あらゆる媒体を利用して現状の理不尽さをアピールしてもらいたい。
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